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【届出の対象とした募集（売出）外国投資信託受益証券に係るファンドの名称】  

JPモルガン（ケイマン諸島）トラスト－

JPM世界金融債券ファンド　円投資型1301

（JPMorgan (Cayman Islands) Trust -

Global Financial Sector Bond Fund (JPY (1301) Class) ）

 

【届出の対象とした募集（売出）外国投資信託受益証券の金額】  

円投資型1301：2,000億円を上限とします。  

【縦覧に供する場所】 該当事項はありません。

EDINET提出書類

ＪＰＭＡＭジャパン・ケイマン・ファンド・リミテッド(E26661)

有価証券届出書（外国投資信託受益証券）

 1/74



第一部【証券情報】

（１）【ファンドの名称】

JPモルガン（ケイマン諸島）トラスト－

JPM世界金融債券ファンド　円投資型1301

（JPMorgan (Cayman Islands) Trust -

Global Financial Sector Bond Fund (JPY (1301) Class) ）

（注１）JPM世界金融債券ファンド（以下「ファンド」といいます。）は、アンブレラ・ファンドであるJPモルガン（ケイマン諸島）

トラスト（以下「トラスト」といいます。）のシリーズ・トラストです。なお、アンブレラとは、一定の条件の下に１つ以上の

投資信託（シリーズ・トラスト）を設定できる仕組みです。2012年12月21日現在、トラストは、ファンドのみにより構成され

ています。シリーズ・トラストは、一つまたは複数のクラスで構成されます。2012年12月21日現在のファンドのクラスは、円投

資型1206、円投資型1209、円投資型1211および円投資型1301があります。

（注２）日本において、ファンドの名称について「JPモルガン（ケイマン諸島）トラスト」を省略することがあります。また、円投資

型1301に関して発行されるファンドの受益証券を「JPM世界金融債券ファンド1301」または「円投資型1301」と称すること

があります。

（２）【外国投資信託受益証券の形態等】

円投資型1301に関して発行されるファンドの受益証券（以下「ファンド証券」または「受益証券」とい

います。）について本書により募集が行われます。

ファンド証券は、記名式無額面受益証券であり、単位型です。

JPMAMジャパン・ケイマン・ファンド・リミテッド（JPMAM Japan Cayman Fund Limited）（以下「管理

会社」といいます。）の依頼により、信用格付業者から提供されもしくは閲覧に供された信用格付、または

信用格付業者から提供されもしくは閲覧に供される予定の信用格付はありません。

（３）【発行（売出）価額の総額】

円投資型1301：2,000億円を上限とします。

（注１）ファンドは、ケイマン諸島の法律に基づいて設立されていますが、ファンド証券は、円建のため以下の金額表示は別段の記載

がない限り円貨をもって行います。

（注２）本書の中で金額および比率を表示する場合、適宜の単位に四捨五入している場合があります。従って、合計の数字が一致しな

い場合があります。また、円貨への換算は、本書の中でそれに対応する数字につき所定の換算率で単純計算のうえ、必要な場合

四捨五入してあります。従って、本書中の同一情報につき異なった円貨表示がなされている場合もあります。

（４）【発行（売出）価格】

円投資型1301：１口当たり10,000円

（５）【申込手数料】

ファンド証券の申込みに申込手数料は課せられません。

（６）【申込単位】

円投資型1301：１口以上１口単位

（７）【申込期間】

平成25年１月９日（水曜日）から平成25年１月24日（木曜日）まで

（注）午後２時までにお申込みが行われ、かつお申込みについて販売会社所定の事務手続が完了したものが、当日のお申込み受付分

となります。

（８）【申込取扱場所】

野村證券株式会社

東京都中央区日本橋一丁目９番１号
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（以下「販売会社」という場合があります。）

（注）上記販売会社の日本における本支店において、申込みの取扱いを行います。

（９）【払込期日】

投資者は、平成25年１月29日（火曜日）までに販売会社に申込金額を支払います。

申込金額の総額は、保管会社が開設したファンドの口座に平成25年１月30日（水曜日）までに円貨で払

い込まれます。

（10）【払込取扱場所】

野村證券株式会社

東京都中央区日本橋一丁目９番１号

（11）【振替機関に関する事項】

該当事項はありません。

（12）【その他】

（イ）申込証拠金はありません。

（ロ）引受等の概要

①　販売会社は、管理会社との間で日本におけるファンド証券の販売および買戻しに関する平成24年12月

19日付受益証券販売・買戻契約を締結しています。

②　管理会社は、野村證券株式会社をファンドに関して代行協会員に指定しています。

（注）代行協会員とは、外国投資信託証券の発行者と契約を締結し、ファンド証券に関する目論見書を日本証券業協会に提出

し、ファンド証券１口当たり純資産価格の公表を行い、また決算報告書その他の書類を日本証券業協会に提出する等の

業務を行う協会員をいいます。

（ハ）申込みの方法

ファンド証券の申込みを行う投資者は、販売会社と外国証券の取引に関する契約を締結します。このた

め、販売会社は、「外国証券取引口座約款」およびその他所定の約款を投資者に交付し、投資者は、当該約

款に基づく取引口座の設定を申込む旨を記載した申込書を提出します。

申込金額の総額は、販売会社により平成25年１月30日までに保管会社が開設したファンドの口座に円貨

で払い込まれます。

（ニ）日本以外の地域における発行

該当事項はありません。
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第二部【ファンド情報】

第１【ファンドの状況】

１【ファンドの性格】

（１）【ファンドの目的及び基本的性格】

JPモルガン（ケイマン諸島）トラストは、グローバル・ファンズ・トラスト・カンパニーを受託会社と

し、JPMAMジャパン・ケイマン・ファンド・リミテッドを管理会社として、2012年４月11日付の信託証書

（以下「基本信託証書」といいます。）に従って構成された、ケイマン諸島のアンブレラ・トラストです。

受託会社は、ケイマン諸島の銀行および信託会社法（2009年改訂）に従って適式に設立され、有効に存在

し、かつ、信託業務を行う認可を受けている信託会社です。ファンドは、ケイマン諸島の信託法（2011年改

訂）に基づき免除トラストとして登録されており、ケイマン諸島総督から免除証明書を受領しています。

受託会社および管理会社は、トラストの複数のシリーズ・トラストを随時設立することができます。トラ

ストの各シリーズ・トラストは、その資産および負債に関して個別かつ独立しています。各シリーズ・トラ

ストは個別の信託であり、受託会社および管理会社によって締結される信託証書の追補として作成された

個別の証書によって構成されます。

ファンドは、トラストのシリーズ・トラストであり、受託会社および管理会社によって2012年４月11日付

で締結された基本信託証書および補遺信託証書（以下「補遺信託証書」といいます。）に従って構成され

ます。受託会社および管理会社はトラストの他のシリーズ・トラストを、それらの単独かつ絶対的な裁量に

おいて決定する異なる条件で募集することができます。受託会社および管理会社は、受益者決議またはシ

リーズ・トラスト決議による同意を得ることなく、他のシリーズ・トラストを設立することができます。

ファンド証券の取得により、各受益者は、基本信託証書および補遺信託証書（以下「信託証書」と総称し

ます。）の条件を承認し、全面的に受け入れ、かつ、信託証書の当事者と同様にその条件に拘束されることに

同意します。受託会社は、トラストのファンド証券のすべての保有者または関連するシリーズ・トラストの

ファンド証券の保有者へ書面で通知することで、受託会社と管理会社との合意によって、随時信託証書を修

正することができます。受託会社または管理会社が、（ｉ）自己の意見において、当該修正が、トラストの

ファンド証券のその時点における既存の保有者または場合によって関連するシリーズ・トラストのファン

ド証券の保有者の利益を著しく害するものではなく、かつ、受託会社または管理会社をファンド証券の当該

保有者に対する責任から免除するために作用するものではないこと、または（ⅱ）自己の意見において、当

該修正が、会計上、法律上もしくは公的な要請（法的効力を有するか否かを問いません。）に従うために必

要であることを書面で証明する場合を除いて、当該修正は、当該修正を承認するための受益者決議またはシ

リーズ・トラスト決議（場合によります。）を要します。

ファンドにおける信託金の限度額の定めはありません。

（２）【ファンドの沿革】

2011年10月７日 管理会社の設立

2012年４月11日 信託証書の締結

2013年１月９日 ファンド証券の日本における募集開始

2013年１月30日 運用開始（設定日）

（３）【ファンドの仕組み】

①　ファンドの仕組み
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②　管理会社とファンドの関係法人の名称、ファンドの運営上の役割および契約等の概要

名称
ファンド運営上の役

割
契約等の概要

JPMAMジャパン・ケイマン・ファンド・リ

ミテッド

管理会社 2012年４月11日付で信託証書を受託会社と

締結。ファンド資産の運用、管理、ファンド

証券の発行、買戻しならびにファンドの終

了について規定しています。

グローバル・ファンズ・トラスト・カン

パニー

受託会社 2012年４月11日付で信託証書を管理会社と

締結。上記に加え、ファンドの資産の受託会

社としての業務について規定しています。
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ノムラ・バンク（ルクセンブルグ）エス

・エー

管理事務代行会社保

管会社

2012年５月７日に管理会社および受託会社

との間で管理事務代行契約
（注１）

を締結。

ファンドの管理事務代行業務について規定

しています。また、2012年５月７日に管理会

社および受託会社との間で保管契約
（注２）

を締結。ファンドに対する保管業務

の提供について規定しています。

JPモルガン・アセット・

マネジメント（UK）リミテッド

投資運用会社 2012年５月10日に管理会社との間で投資運

用契約
（注３）

を締結。ファンド資産の投資

および再投資に関する投資運用業務の提供

について規定しています。

J.P.モルガン・インベストメント・マ

ネージメント・インク

副投資運用会社 2011年５月６日に、投資運用会社との間で、

副投資運用契約
（注４）

を締結。ファンドの

投資および再投資に関する副投資運用業務

の提供について規定しています。

野村證券株式会社 代行協会員

日本における

販売会社

2012年12月19日付で管理会社との間で代行

協会員契約
（注５）

を締結し、2012年12月

19日付で管理会社との間で受益証券販売・

買戻契約
（注６）

を締結。代行協会員業務お

よびファンド証券の販売・買戻しの取扱業

務についてそれぞれ規定しています。

（注１） 管理事務代行契約とは、受託会社によって任命された管理事務代行会社が計算および評価ならびにその他の管理事務代

行業務をファンドに提供することを約する契約です。

（注２） 保管契約とは、受託会社によって任命された保管会社が、ファンドに対し保管業務を提供することを約する契約です。

（注３） 投資運用契約とは、管理会社によって任命された投資運用会社が、ファンド資産の投資および再投資に関する投資運用

業務を提供することを約する契約です。

（注４） 副投資運用契約とは、副投資運用会社が、投資運用会社に対し、ファンド資産の投資および再投資に関する投資運用業務

につき再委任を受けて、かかる再委任に基づき副投資運用業務を提供することを約する契約です。なお、当該契約は、副

投資運用会社が投資運用会社から再委任を受ける複数の運用資産を対象とする「マスター契約」となっており、ファン

ド以外の運用資産にかかる再委任のために既に締結済のものです。

（注５） 代行協会員契約とは、管理会社によって任命された代行協会員が、ファンドに対し、ファンド証券に関する目論見書の日

本証券業協会に対する提出、ファンド証券１口当たり純資産価格の公表および決算報告書その他の書類の日本証券業協

会に対する提出等代行協会員業務を提供することを約する契約です。

（注６） 受益証券販売・買戻契約とは、管理会社によって任命された販売会社が、ファンド証券の日本における募集の目的で管

理会社から交付を受けたファンド証券を日本の法令・規則および目論見書に準拠して販売することを約する契約です。

③　管理会社の概況

（ⅰ）設立準拠法

管理会社は、ケイマン諸島において設立された有限責任会社です。

（ⅱ）事業の目的

管理会社の事業目的は、ケイマン諸島の法律に抵触しない範囲において、いかなる制約も受けません。

（ⅲ）資本金の額

2012年11月末日現在の資本金の額は、3,500,000円、払込資本の額は60,000,000円であり、全額払込済

です。

定款およびケイマン諸島会社法（2011年改訂）に定める以外に、管理会社が発行する株式数の上限に

関する制限はありません。

（ⅳ）会社の沿革

2011年10月７日設立

（ⅴ）大株主の状況

（2012年11月末日現在）

名称 住所 所有株式数 比率
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JPモルガン・アセット・

マネジメント株式会社

東京都千代田区丸の内二丁目７番３号

東京ビルディング
3,500,000株100％

（４）【ファンドに係る法制度の概要】

①　準拠法の名称

ファンドには、ケイマン諸島の信託法（2011年改訂）（以下「信託法」といいます。）が適用されるほ

か、ケイマン諸島のミューチュアル・ファンド法（2012年改訂）（以下「ミューチュアル・ファンド法」

といいます。）の規制も受けます。

②　準拠法の内容

（ａ）信託法

ケイマン諸島の信託法は、基本的には英国の信託法に従っており、英国における信託法および信託に

関する判例法のほとんどの部分を採用しています。さらに、ケイマン諸島の信託法は、英国の1925年受託

者法を実質的に基礎としています。投資者は、受託会社に対して資金を払い込み、投資者の利益のために

投資運用会社が運用する間、受託会社は、一般的に保管者としてこれを保持します。各受益者は、信託資

産の持分比率に応じて権利を有します。

受託会社は、通常の忠実義務に服し、かつ受益者に対して説明の義務を負います。その職務、義務およ

び責任の詳細は、信託証書に記載されます。

大部分のユニット・トラストは、また、免除信託として登録申請されます。その場合、ケイマン諸島の

居住者またはケイマン諸島を本拠地とする者を（限られた一定の場合を除きます。）受益者としない旨

宣言した受託会社の法定の宣誓書および信託証書が登録料と共に信託登記官に届出されます。

免除信託の受託会社は、受託会社、受益者、および信託財産が50年間課税に服さない旨の保証を取得す

ることができます。

信託は、150年まで存続することができ、一定の場合には、無期限に存続できます。

免除信託は、信託登記官に対して、当初手数料および年次手数料を支払わなければなりません。

（ｂ）ミューチュアル・ファンド法

後記「（６）監督官庁の概要」を参照のこと。

（ｃ）一般投資家向け投資信託（日本）規則

一般投資家向け投資信託（日本）規則（2007年改正）（一般投資家向け投資信託（日本）規則

（2012年改正）により改正済。）（以下「ミューチュアル・ファンド規則」といいます。）は、日本で公

衆に向けて販売される一般投資家向け投資信託に関する新たな法的枠組みを定めたものです。

ケイマン諸島金融庁（以下「ＣＩＭＡ」といいます。）が一般投資家向け投資信託に交付する投資信

託免許には、ＣＩＭＡが適当とみなす条件の適用があります。かかる条件のひとつとして、一般投資家向

け投資信託は、ミューチュアル・ファンド規則に従って事業を行わねばなりません。

ミューチュアル・ファンド規則は、一般投資家向け投資信託の設立文書に特定の条項を入れることを

義務づけています。具体的には、証券の募集に付随する権利および制限、資産と負債の評価に関する条

件、純資産総額の計算方法、証券の発行条件、証券の譲渡または転換の条件、証券の買戻しまたは買戻し

の中止の条件、監査人の選任等が含まれます。

一般投資家向け投資信託の発行価格、償還価格および買戻価格は、請求に応じて管理事務代行会社の

事務所で無料で入手することができなければなりません。

一般投資家向け投資信託は、会計年度が終了してから６か月以内、または英文目論見書に定めるそれ

以前の日に、年次報告書を作成し、投資者に配付するか、またはこれらを指示しなければなりません。年

次報告書には、ミューチュアル・ファンド規則に従って作成された当該投資信託の監査済財務諸表を盛

り込む必要があります。
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（５）【開示制度の概要】

①　ケイマン諸島における開示

（ａ）ケイマン諸島金融庁への開示

ファンドは英文目論見書を発行しなければなりません。英文目論見書は、受益証券についてすべての

重要な内容を記載し、投資しようとする者がファンドに投資するか否かについて十分な情報に基づく決

定をなしうるために必要なその他の情報を記載し、また規則の要求する情報を記載しなければなりませ

ん。英文目論見書は、ファンドについての詳細を記載した申請書とともにＣＩＭＡに提出しなければな

りません。

ファンドは、ＣＩＭＡが承認した監査人を選任し、会計年度終了後６か月以内に監査済会計書類を提

出しなければなりません。監査人は、監査の過程においてファンドに以下に掲げるいずれかの事由があ

ると信ずべき理由があることを知ったときは、ＣＩＭＡに報告する法的義務を負います。

・弁済期に義務を履行できないか、または履行できないことが見込まれること。

・投資者または債権者の利益を害する方法でその事業を遂行している、もしくは遂行することを意図

し、または任意解散を行おうとしていること。

・会計を適切に監査しうる程度に十分な会計記録を備置せずに事業を遂行している、または遂行する

ことを意図していること。

・詐欺的または犯罪的な方法で事業を遂行している、または遂行しようと意図していること。

・ミューチュアル・ファンド法もしくはそれに基づいて定められた規則、金融当局法（2011年改

訂）、マネー・ロンダリング防止規則（2010年改訂）または免許の条件を遵守せずに、事業を遂行

している、または遂行しようと意図していること。

ファンドの監査人は、プライスウォーターハウスクーパース ケイマン諸島です。

（ｂ）受益者に対する開示

ファンドの会計年度は毎年11月30日に終了します。ただし、円投資型1301についての第１会計年度は

2013年11月30日までの期間とします。ルクセンブルグで一般に公正妥当と認められた会計原則に基づ

き、監査済決算書が作成され、原則として、各会計年度の末日から４か月以内に受益者に送付されます。

未監査の決算書も作成され、原則として、各半期終了後から２か月以内に受益者に送付されます。

②　日本における開示

（ａ）監督官庁に対する開示

（ⅰ）金融商品取引法上の開示

管理会社は、日本における１億円以上の受益証券の募集をする場合、有価証券届出書を関東財務局

長に提出しなければなりません。投資者およびその他希望する者は、金融商品取引法に基づく有価証

券報告書等の開示書類に関する電子開示システム（ＥＤＩＮＥＴ）等において、これを閲覧すること

ができます。

受益証券の販売会社は、交付目論見書（金融商品取引法の規定により、あらかじめまたは同時に交

付しなければならない目論見書をいいます。）を投資者に交付します。また、投資者から請求があった

場合は、請求目論見書（金融商品取引法の規定により、投資者から請求された場合に交付しなければ

ならない目論見書をいいます。）を交付します。

管理会社は、ファンドの財務状況等を開示するために、ファンドの各会計年度終了後６か月以内に

有価証券報告書を、また、ファンドの各半期終了後３か月以内に半期報告書を、さらに、ファンドに関

する重要な事項について変更があった場合にはその都度臨時報告書を、それぞれ、財務省関東財務局

長に提出します。投資者およびその他希望する者は、これらの書類を、ＥＤＩＮＥＴ等において閲覧す

ることができます。なお、代行協会員は、日本証券業協会に外国証券の選別基準に関する確認書を提出

しています。

（ⅱ）投資信託及び投資法人に関する法律上の開示
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管理会社は、受益証券の募集の取扱い等を行う場合、あらかじめ、投資信託及び投資法人に関する法

律（以下「投信法」といいます。）に従い、ファンドに係る一定の事項を金融庁長官に届け出なけれ

ばなりません。また、管理会社は、ファンドの信託証書を変更しようとするとき等においては、あらか

じめ、変更の内容および理由等を金融庁長官に届け出なければなりません。さらに、管理会社は、ファ

ンドの資産について、ファンドの各計算期間終了後、投信法に従って、一定の事項につき運用報告書を

作成し、遅滞なく金融庁長官に提出しなければなりません。

（ｂ）日本の受益者に対する開示

管理会社は、信託証書を変更しようとする場合であってその変更の内容が重大なものである場合等に

おいては、あらかじめ、日本の知れている受益者に対し、変更の内容および理由等を書面をもって通知し

なければなりません。

管理会社からの通知等で受益者の地位に重大な影響を及ぼす事実は、販売会社を通じて日本の受益者

に通知されます。

上記のファンドの運用報告書は、日本の知れている受益者に交付されます。

（６）【監督官庁の概要】

ファンドは、ミューチュアル・ファンド法に基づくミューチュアル・ファンドとして規制されています。

ＣＩＭＡは、ミューチュアル・ファンド法の遵守を確実にするための監督権限および執行権限を有します。

ミューチュアル・ファンド法に基づく規則により、法定の事項および監査済決算書を毎年ＣＩＭＡに対し

て提出しなければなりません。

規制された投資信託であることから、ＣＩＭＡはいつでも受託会社にファンドの決算書の監査を行い、こ

れをＣＩＭＡが定める期限内に提出するよう指示することができます。かかる指示に従わない場合、受託会

社に相当額の罰金が科される可能性があるほか、ＣＩＭＡは裁判所にファンドの解散を請求することがで

きます。

ＣＩＭＡは、以下の場合には、一定の措置を講じることができます。

・規制された投資信託がその義務を履行できなくなる可能性がある場合、また投資者や債権者の利益を害

する方法で事業を遂行している、もしくは遂行することを意図し、または任意解散を行おうとしている場

合

・規制された投資信託（ファンドのように認可されたミューチュアル・ファンドの場合）がミューチュア

ル・ファンド法に反して、その認可の条件を遵守することなく事業を遂行している、もしくは遂行するこ

とを意図している場合

・規制された投資信託の監督および運営が適切な方法で行われていない場合

・規制された投資信託のマネジャーの地位を有する者が、当該地位に不適切な者である場合

ＣＩＭＡの権限には、受託会社の交代を要求すること、ファンドの適切な業務遂行について受託会社に助

言を与える者を任命すること、または、ファンドの業務監督者を任命すること等が含まれます。ＣＩＭＡは、

その他の権限（その他の措置の承認を裁判所に申請する権限を含みます。）も行使することができます。

２【投資方針】

（１）【投資方針】

投資目的および投資方針

投資目的

ファンドの投資目的は、主として、金融機関（国を代表するような一流の金融機関等）により発行され

る、米ドル、ユーロおよび英ポンド建てのシニア債、ハイブリッド証券等の社債その他の債券（以下「金融

債券等」といいます。）への投資を通じて、利息等のインカム・ゲインおよび中長期的な元本成長による高

水準の投資収益を追求することです。
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上記の投資目的は、2012年12月21日時点の市況および投資機会に基づくものです。市況および投資機会

は、ファンドの運用期間中において著しく変動する可能性があります。ファンドがその投資目的を達成する

保証はありません。

ファンドへの投資は、投資者が参照インデックス（以下において定義します。）を構成する証券に直接投

資するものではありません。また、参照インデックスを構成する証券に対するいかなる請求権も有しませ

ん。

投資目的の達成は、ファンドの支配が及ばないかまたは限られた支配しか及ばないリスクの影響をうけ

ます。したがって、投資者となる予定の者は、投資を行う前に、下記「３．投資リスク」に記載されるリスク

要因を慎重に検討すべきです。

投資戦略

ファンドの投資戦略に関する以下の記述は一般的なものであり、全てを網羅するものではありません。

ファンドの取引戦略は独自の複雑なものであるため、最も一般的な記述のみとしております。ファンドの投

資戦略に関する包括的な記述は行われておらず、また行うこともできません。ファンドは、本書における運

用手法および投資戦略に関する記述が投資者の利益となると考えていますが、投資者となる予定の者は、か

かる記述に固有の限界があることにも留意しなければなりません。また、ファンドは採用する投資戦略を変

更することができます。

投資目的の達成を追求するために、後記「（５）投資制限」に記載される投資ガイドラインに常に従っ

た上で、ファンドの資産を、通常の市況において、主に、グローバルなシステム上重要な金融機関

（G-SIFIs）を含む、国を代表するような一流の銀行および保険会社等の金融機関により発行されるシニア

債およびハイブリッド証券（以下「金融債券」といいます。）に投資します。

「国を代表するような一流の金融機関」とは、バークレイズ・グローバル総合：社債（シニア・フィナ

ンシャルズ）インデックスを67％およびバークレイズ・グローバル総合：社債（サブオーディネイテッド

・フィナンシャルズ）インデックスを33％（各インデックスを、それぞれ、または総称して「参照インデッ

クス」といいます。）で構成される時価総額加重複合参照インデックスにおいて、発行体グループベースで

上位75の金融機関をいいます。各「発行体グループ」は、ブルームバーグの通常のティッカーを共有するす
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べてのエンティティ（会社等）により構成されます。投資運用会社は、バークレイズ・グローバル総合：社

債（シニア・フィナンシャルズ）インデックスおよび／またはバークレイズ・グローバル総合：社債（サ

ブオーディネイテッド・フィナンシャルズ）インデックスおよび／またはそれらと入れ替えた参照イン

デックスが適切でないかまたは適切な参照先として入手することができなくなったと判断する場合、受託

会社との事前の合意により、他のインデックスを参照インデックスとすることができます。投資運用会社

は、現状の割合が適切でなくなったと判断する場合、受託会社との事前の合意により、参照インデックス間

の割合を変更することができます。

上記に加え、かつ、下記「（５）投資制限」に記載される投資ガイドラインに常に従った上で、ファンド

は、以下のものに投資することがあります。

（ａ）現金および短期金融商品（コマーシャルペーパー、預金証書、定期預金および政府の短期債務等）

（ｂ）ファンドの投資目的を達成するために必要または適切であると投資運用会社が判断するその他の投

資対象

ファンドの資産の効率的な運用をはかるために、ファンドは、金融債券への投資と同等の経済効果を得る

ことができるデリバティブ取引を行う場合もありますが、デリバティブ取引（上場債券先物、債券先物オプ

ション、クレジット・デフォルト・スワップ、クレジット・デフォルト・インデックス・スワップおよび通

貨関連デリバティブ等）を利用する場合は下記「（５）投資制限」に記載される投資ガイドラインに常に

従います。先物およびオプションは、取引所内外で取引されます。スワップの担保が要求されることもあり、

担保に供された資産はその後投資戦略において用いられない場合もあります。

上記の投資戦略の実行は、厳しい市場環境およびその他のリスク要因（投資対象国における異常事態等

（金融危機、債務不履行（デフォルト）、資産凍結等の投資規制の導入、自然災害、行政制度の変更およびテ

ロ、戦争その他の勃発等））またはその他の状況により悪影響を受ける可能性があります。

（２）【投資対象】

前記「（１）投資方針」をご参照ください。
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（３）【運用体制】

（４）【分配方針】

ファンドは、分配基準日
（注）

時点の受益者に対して分配を毎月行うことを予定しています。分配は、2013

年４月より行われる予定です。

分配は、インカム・ゲイン、キャピタル・ゲイン（値上がり益）および元本から行うことができます。支

払期限が到来しているかもしくは通常の業務を行う上で支払うことが明らかな債務、負債または義務を履

行するために充分な資産が関連するクラスにある場合に、分配を行うことができます。

（注）「分配基準日」とは、各月の５日（当該日が営業日でない場合には直前の営業日）または受託会社がその絶対的な裁量におい

て決定するその他の日をいいます。「営業日」とは、ルクセンブルグの銀行営業日であり、かつニューヨーク証券取引所、ロンド

ン証券取引所および東京証券取引所の営業日（土曜日、日曜日および12月24日を除きます。）ならびに／または受託会社が決定

するその他の日をいいます。
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（５）【投資制限】

投資ガイドライン

以下の投資ガイドラインは、後記の「投資ガイドラインからの逸脱」および「格付会社の付与する格付

またはその格付がないこと」の項の規定にも従います。疑義を避けるために付言すると、本書（下記の投資

ガイドラインを含みます。）において、「その他の債券」には、ハイブリッド証券が含まれます。
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投資ガイドラインの適用において、金融債券等の「発行体」の信用格付は、当該発行体は信用格付を有し

ていなくてもその企業グループにおける最終的な親会社が信用格付を有している場合、その発行体の最終

的な親会社の信用格付を意味するものとします。

投資ガイドラインの適用において、「企業グループ」には、国際会計基準に従った連結勘定の目的上単体

として扱われる会社その他のエンティティが含まれるものとします。

ファンドによるシニア債およびハイブリッド証券への投資比率は、経済情勢および／または投資運用会

社の決定により変更される可能性があり、いかなる場合においてもシニア債およびハイブリッド証券に投

資されるのはファンドの純資産総額の100％未満です。

ファンドの運用には以下の投資ガイドラインが適用されます。

１．ファンドは、ファンドの純資産総額の100％を超えて金融債券等に直接投資しません。ただし、これは、

ファンドがデリバティブに投資したことによる金融債券等へのファンドのエクスポージャー（リスク

にさらされること）を制限するものではありません。

２．ファンドは、いかなる場合においても、私募株式、非上場株式または不動産等、流動性に欠ける資産に対

してファンドの純資産総額の15％を超えて投資を行いません。ただし、日本証券業協会が定める外国投

資信託受益証券の選別基準（随時改訂または修正されることがあります。）に要求されるとおり、価格

の透明性を確保する方法が取られている場合はこの限りではありません。

３．ファンドの純資産総額（現金および現金等価物を除きます。）の65％以上を、組入れ時にＳ＆Ｐ、ムー

ディーズまたはフィッチによる信用格付がBBB－／Baa3／BBB－以上の発行体の金融債券等に投資しま

す。

４．ファンドは、ファンドの純資産総額（現金および現金等価物を除きます。）の35％を上限として、組入

れ時にＳ＆Ｐ、ムーディーズまたはフィッチによる信用格付がBB＋／Ba1／BB＋以下かつCCC＋／

Caa1／CCC＋を上回る発行体の金融債券等に投資することができます。疑義を避けるために付言する

と、ファンドは、Ｓ＆Ｐ、ムーディーズまたはフィッチによる信用格付がCCC＋／Caa1／CCC＋以下の発

行体の金融債券等は購入しません。

５．ファンドは、Ｓ＆Ｐ、ムーディーズまたはフィッチによる信用格付のない発行体が発行した債券（金融

債券を含みます。）に投資することができますが、このような信用格付のない証券への投資の割合は、

ファンドの純資産総額（現金および現金等価物を除きます。）の10％を上限とします。

６．ファンドは、いずれの時点においてもファンドの純資産総額（現金および現金等価物を除きます。）の

40％を超えて、その発行体の信用格付がＳ＆Ｐ、ムーディーズまたはフィッチによるBB＋／Ba1／BB＋

以下の金融債券等を保有しません。

７．ファンドは、デフォルト債その他のデフォルト（支払不能）した証券には投資しません。

８．ファンドは、ローンへの直接投資を行いません。

９．ファンドは、株式への直接投資を行いません。ただし、ファンドは、転換社債その他の転換債券の転換に

より、または金融債券等への投資に基づきもしくは新規債発行、デフォルト債、クラス・アクション、交

換もしくは再編に伴う株式の受領に基づき、ファンドに付与されるその他の引受権により、ファンドの

純資産総額の20％以下の株式を保有することができます。投資運用会社は、本ガイドラインに鑑み、か

つ、ファンドの最善の利益を考慮した上で賢明であると自らが判断する期間にかかる株式を売却する

予定です。

10．ファンドは、ワラントへの直接投資を行いません。ただし、ワラントへの投資が、ワラントの購入権のつ

いた金融債券等への投資により行われる場合があります。投資運用会社は、本ガイドラインに鑑み、か

つ、ファンドの最善の利益を考慮した上で賢明であると自らが判断する期間にかかるワラントを売却

する予定です。

11．ファンドは、下記のデリバティブへの投資に関するガイドラインに従いデリバティブにより取られる

ショートポジションを除き、金融債券等のショートポジションを取りません。

12．ファンドについて空売りされる有価証券の時価総額は、いかなる場合においても、ファンドの純資産総
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額を超えないものとします。

13．ファンドは、ファンドの純資産総額の10％を超える金銭の借入れを行いません。ただし、合併等の特別

緊急事態により一時的にこの10％を超える場合はこの限りではありません。

14．ファンドは、集団投資スキームには投資しません。

15．ファンドは、ファンドの純資産総額（現金および現金等価物を除きます。）の15％を超えて、単一の企

業グループに属する発行体により発行された金融債券等に投資しません。ただし、このガイドライン

は、金融債券等の組入れ時にのみ適用されます。

16．ファンドは、取得の結果、ファンドおよび管理会社の運用するすべてのミューチュアル・ファンドによ

り保有される議決権付株式の総数がその会社の議決権付株式の総数の50％を超えることになる場合、

当該会社の株式を取得または保有できません。

17．ファンドは、取得または保有によりファンドがその会社の議決権付株式の発行済株式総数の50％超を

保有することになる場合、当該会社の議決権付株式を取得または保有できません。

18．受託会社、管理会社または第三者に利益をもたらすことを主な目的とする（管理会社、受託会社または

その委託先により実行される）ファンドの一切の取引は禁じられます。受益者の保護に反するか、また

はファンドの資産の適切な運用を害するような（管理会社、受託会社またはその委託先により実行さ

れる）ファンドの一切の取引（受託会社、管理会社または受益者以外の第三者のための取引等）は禁

じられます。

19．ファンドは、ファンドの純資産総額の10％を上限として、現金および現金等価物（ファンドにより保有

されるデリバティブのポジションの担保として保有される現金を除きます。）を保有することができ

ます。

ファンドによるその投資戦略の実行においてファンドがデリバティブを利用する場合、以下の追加の投

資ガイドラインが適用されます。

・　ファンドは、デリバティブ（上場債券先物、債券先物のオプション、クレジット・デフォルト・スワッ

プ、クレジット・デフォルト・インデックス・スワップおよび通貨関連デリバティブ等）に投資する

ことができます。

・　デリバティブのショートからロングを差し引いたポジション（以下「デリバティブのネット・ポジ

ション」といいます。）の額面がプラスである場合、デリバティブのネット・ポジションは、ファンド

の現金または現金同等資産を超えてはなりません。本投資ガイドラインにおいて、「現金または現金同

等資産」とは、あらゆる現金および短期金融商品をいいます。デリバティブのネット・ポジションがマ

イナスである場合、デリバティブのネット・ポジションは、ファンドの投資対象の額を超えてはなりま

せん（かかる投資対象が現金または現金等価物の性質を有するか否かを問いません。）。

投資ガイドラインからの逸脱

当初ポートフォリオ構築期間における投資ガイドラインからの逸脱

投資運用会社は、ファンド証券の発行後におけるポートフォリオの構築中に、投資ガイドラインに規定さ

れる一切の比率の制限から逸脱することができます。ただし、この構築期間は６ヵ月間とします。

投資運用会社の支配の及ばない事由に起因する投資ガイドラインからの逸脱

いずれかの時点において、資金の引出し、市場価格の重大な変動、異常な市況、ファンドの投資対象の価値

の変動、再編もしくは合併、ファンドの資産からの支払いまたは投資運用会社の支配の及ばないその他の事

由に起因して、本書に記載される投資ガイドラインからの逸脱が生じる場合があります。投資運用会社は、

賢明かつファンドの最善の利益となると投資運用会社が判断する期間内に、投資ガイドラインを遵守する

ためにファンドの投資対象を返還するまたはその他ファンドの最善の利益となる方法によりかかる逸脱に

対応する（関係する投資ガイドラインの変更を含みます。）場合は、投資ガイドラインに違反したことには

なりません。

上記にかかわらず、投資運用会社は、投資ガイドラインの２、12、13、16、17および18を常に遵守しなければ

なりません。
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格付会社の付与する格付またはその格付がないこと

信用格付とは、債券の元本、利息の支払いの確実性の度合い（信用度）を示すもので、Ｓ＆Ｐ、ムーディー

ズ、フィッチといった格付会社が金融債券の発行体や金融債券等の信用格付を公表しており、投資の際の重

要な判断材料となります。Ｓ＆Ｐはスタンダード＆プアーズ・フィナンシャル・サービシズ・エルエル

シーを、ムーディーズはムーディーズ・インベスターズ・サービスを、フィッチはフィッチ・レーティング

ス・リミテッドを、それぞれ指します（それぞれの後継人および事業譲受人を含みます。）。

異なる信用格付

投資ガイドラインにおいてＳ＆Ｐ、ムーディーズまたはフィッチによる信用格付への言及がある場合に

おいて、一つの発行体に対し格付会社によって異なる信用格付が付与されていた場合は、公表された最も高

い信用格付が適用されます。

ファンドが投資した信用格付のない発行体が、その後、Ｓ＆Ｐ、ムーディーズまたはフィッチから信用格

付を付与された場合、当該発行体は、その信用格付の公表日以降、付与された信用格付を有するものとみな

されます。

為替ヘッジ

上記の投資ガイドラインは、下記のヘッジ取引については適用されません。

ファンドの基準通貨は円建てです。ファンドの投資対象は、主に円以外の通貨建てとなる予定です。投資

運用会社は為替ヘッジを行い、ファンドの投資対象の為替変動による影響を回避する予定です。このため、

ファンドは、外国為替契約（スポット取引、先渡取引、通貨スワップ、先物デリバティブおよびオプション・

デリバティブ等）を締結する場合があります。

上記の為替ヘッジ取引は通貨リスクを減少させることを意図していますが、かかるリスクが完全に取り

除かれるというものではありません。投資運用会社はヘッジ取引を行う義務を負いません。

３【投資リスク】

①　リスク要因

ファンドへの投資には高いリスクがあります。ファンドは、いかなる受益者に対しても、ファンドの投資

目的が達成されること、または投資額のすべてもしくは大部分を失わないことを、保証することはできませ

ん。

ファンド証券は、重大な損失リスクを伴う、投機的でかつ流動的ではない証券であり、ファンドへの投資

が投資家にとっての完全な投資プログラムではなく、かつ、ファンドへの投資のリスクを十分に理解し、か

かるリスクを負う能力を有する投資に精通した投資家による投資のみに適しています。ファンドによる債

務証券への集中投資は、受益者の資産構成として不適切となることがあります。以下のリスクの概要におけ

るファンドならびにファンドの投資対象およびポートフォリオの記載は、ファンドの投資対象およびポー

トフォリオに関する複合的リスクについて言及するものです。以下の留意事項は、ファンドへの投資に伴う

すべてのリスクを完全に記載しているわけではなく、ファンドへの投資を行う前に慎重に評価されるべき

です。

ファンドおよびファンド証券に関する一般的なリスク

損失リスク／保証がないこと

ファンドへの投資は、投資額の全額を失うリスクを含め、大きなリスクを伴います。ファンドの投資目的

および投資戦略の実行が受益者に損失をもたらさないという保証はありません。ファンドが行うすべての

投資には元本を失うリスクがあります。ファンドが成功する旨、ファンドが目標とするリターンもしくはボ

ラティリティ（価格変動の大きさ）を達成する旨、または投資元本に対するリターンが得られる旨の保証

または表明は一切なされておらず、運用成績は、時間の経過と共に大幅に変動する場合があります。さらに、

受益者は、ファンドが負担する報酬および費用が、ファンドの投資利益を相殺する場合があることに留意す

べきです。

最近設定されたファンド：運用実績の欠如
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ファンドの運用は、ファンドが予定している投資戦略に類似する投資戦略を追求してきた経験豊かな専

門家によって行われますが、ファンドは、新たに設定されたものであり、受益者となる予定の者が将来の運

用成果を評価するための運用実績を有していません。

投資機会の有無

ファンドの運用の成功は、投資運用会社が投資戦略を上手く利用できるかどうかにかかっています。ファ

ンドの投資戦略の特定および利用には、大きな不確実性があります。投資運用会社がファンドのすべての資

金を投入するにふさわしい投資機会を捉えることができる保証はありません。

第三者である業務提供会社

ファンドは従業員を擁しません。したがって、ファンドは、ファンド業務提供会社
（注）

の業務能力に依存

します。特に、管理会社、投資運用会社、管理事務代行会社および保管会社は、ファンドの運営に不可欠な業

務を遂行します。ファンド業務提供会社が定められた条件に基づいた義務を履行しなかった場合、ファンド

の運営に重大な悪影響が生じるおそれがあります。

（注）「ファンド業務提供会社」とは、管理会社、投資運用会社、管理事務代行会社、保管会社、販売会社、代行協会員およびファンドに

随時業務を提供する他の者をいいます。

投資運用会社への依存

ファンドの資産に関する投資配分または投資判断の全ては、投資運用会社により行われ、受益者は、ファ

ンドの日々の運用に参加することはできません。したがって、ファンドの成功は、投資運用会社およびその

従業員の能力に大きく依存しており、投資運用会社もしくはその従業員が、投資運用その他の業務の提供お

よびファンドのための取引を進んで行う意思を持ち続けるもしくは行うことができるという保証またはこ

れらの取引が将来利益をもたらすという保証はありません。特に、ファンドが投資運用会社から業務の提供

を受けられなくなった場合、または受託会社が投資運用契約を終了した場合、ファンドは償還される可能性

があります。

ファンドの運用に対する受益者の不参加

本書に別途明記される場合を除き、受益者は、ファンドの運用に参加する権利が一切ないため、ファンド

の運用およびファンドに関する投資の実行に関しては、受託会社、管理会社および投資運用会社の業務能力

のみに依存しなければなりません。さらに、受益者は、ファンドが行う特定の投資または投資の条件を評価

する機会もありません。また、受益者は、投資運用会社を解任する権利もありません。

取引相手方およびブローカー

ファンドと取引を行う金融機関および取引相手方（銀行および証券会社等）は、財務上の困難やファン

ドに対する債務の不履行に陥る可能性があります。債務不履行が発生すると、ファンドにとって著しい損失

となるおそれがあります。さらに、ファンドは、一定の取引を確保するために取引相手方に対して担保を差

し入れる場合があります。

保管リスク

ファンドは、自己の証券のすべての保管状況を管理しているわけではありません。保管会社または保管会

社として選任されたその他の銀行もしくは証券会社が支払不能となり、そのためにこれらの保管会社が保

管する資金または証券の全部または一部をファンドが失う可能性があります。

補償責任

受託会社、管理事務代行会社、投資運用会社、監査人ならびにその他ファンド業務提供会社ならびにそれ

ぞれの代理人、代表者、役員、従業員および関連会社の各々は、広範な求償権の利益を享受するかまたは将来

において享受する可能性があります。補償義務が確定した場合、当該補償はファンドの資産から支払われま

す。

発行体リスク

証券の価額は、運用実績および財務レバレッジ等、発行体に直接関連する様々な理由により、下落する可

能性があります。
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例えば、発行体の信用リスクとは、証券の発行体が、支払期限が到来した際に、元利金の支払いができない

というリスクです。発行体の信用格付または発行体の信用度についての市場の認識の変化も、当該発行体に

対する投資の価値に影響する可能性があります。信用リスクの大小は、発行体の財務状況および債務の条件

の両方により決まります。信用格付が低いかまたは信用格付がない債券に対する投資は、信用格付が高い証

券に対する投資よりも一般的に大きな利益および収益の機会を提供しますが、通常、（かかる証券の発行体

の債務不履行等の）より大きなリスクを伴います。

流動性リスク

流動性リスクは、特定の投資対象を購入または売却することが困難になるリスクです。流動性が低い証券

への投資は、有利な時期または価格で売却することができないという可能性があるため、ファンドの収益を

減少させる可能性があります。ファンドが、新興国の証券、デリバティブ商品または市場リスクおよび／ま

たは信用リスクが大きい証券に投資を行う場合、ファンドは、極めて大きな流動性リスクにさらされること

になります。

決済リスク

一部の外国市場における決済および清算手続は、米国、EUおよび日本とは大きく異なります。外国の決済

および清算手続ならびに取引規則についても、米国での決済には通常伴わない一定のリスク（証券の支払

いまたは引渡しの遅滞等）を伴う場合があります。一部の外国での決済が、証券取引の件数と対応していな

いこともあります。これらの問題は、ファンドが決済を容易に完遂することを妨げることがあります。ファ

ンドが証券購入について決済できないかまたは決済が遅滞する場合、ファンドは条件のよい投資機会を逃

す場合がある、また資産の一部がしばらくの間未投資のままとなり、それについて得られたはずの収益がな

くなる可能性があります。ファンドが証券の売却を決済できないかまたは決済が遅滞する場合、証券の価額

がその時点で下落している場合には損失を負う可能性があり、また別の当事者に証券を売却することを契

約していた場合には生じた損失についてファンドが責任を負う可能性があります。

借入れリスク

ファンドは、決められた制限の下で、金銭を借り入れることがあります。

ファンドは、（ｉ）当該借入枠の満了、（ⅱ）ファンドが融資に関する条件に違反した場合、および

（ⅲ）取引相手方が借入枠に関する条件に基づき借入枠を終了する権利を行使した場合等（融資事業の停

止、規制当局の許可の喪失、取引相手方の信用格付の引き下げおよび／または取引相手方の市場信用スプ

レッドの拡大等の事由による当該権利の行使等）様々な状況において、すべてまたは一部の借入れを直ち

に返済するよう要求されることがあります。ファンドが現金預託金を十分に有しておらず、これらの返済に

利用できる代わりのクレジット（信用）借入枠を有していない場合、一部またはすべての資産の売却を余

儀なくされることがあります。かかる状況において、当該資産が取引される通常の市場が圧迫される可能性

があり、また、これによりファンドが当該資産を清算する際に損失を被る場合があります。

多くの要因により、ファンドが魅力的な条件で代わりの融資を得ることが困難になるか、全く不可能にな

る可能性があります。借り換えができるかどうかに影響を及ぼす要因には、金融市場における金利や貸し出

し条件の変化および経済状況全般等、ファンドの支配の及ばない外部要因があります。ファンドの借入枠お

よびデリバティブ取引についての法的な契約は、一契約における債務不履行が他の取引相手方との他の借

入枠に基づく債務不履行を自動的に引き起こすことになるクロス・デフォルト条項を含む場合がありま

す。

さらに、投資ガイドラインで認められる場合には、レバレッジは、他の手法の中でもとりわけ、ブローカー

契約、レポ契約、トータル・リターン・スワップ、差額決済契約、借入枠およびウェアハウス契約の形態で、

適格な融資取引相手方により提供される場合があります。また、レバレッジは、オプション、先物、先物オプ

ション、クレジット・デフォルト・スワップ、ファースト・トゥ・デフォルト・バスケット、合成債務担保

証券トランシェ、証券化、スワップおよびその他の合成または金融派生商品の利用により生み出されること

があります。当該金融商品は、本質的に、原証券または原商品の現物買いよりも大きなレバレッジを伴いま

す。これは、一般的に、レバレッジがかかった投資をするには、原証券または原商品の価値に対し非常に小さ
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い（ない場合もあります。）部分のみ支払いが求められるという事実によります。多くの当該金融商品およ

び／または証券会社その他の取引相手方との各種契約は、追加的証拠金要件またはその他の暫定的な証拠

金要件に服する場合がありますが、それはファンドまたは投資運用会社の管理下になく、投資ポジションの

早期清算を強いる場合があります。ファンドが用いるレバレッジの結果、原資産の価額の小さな変動が、相

対的に大きなファンドの価額の変動をもたらす場合があります。ファンドが融資取引相手方およびデリバ

ティブ取引相手方から得たレバレッジの引き下げは、ファンドのリターンを減少させる場合があります。

リスク・モデル

投資運用会社またはその関連会社は、第三者により提供されたモデルに依拠することがあります。これら

のモデルを通じて行われた分析は、将来起こること、予想または将来の損失の予測とみなすことはできず、

投資の将来のリターンを示唆するものとして依拠することはできません。特に、当該モデルにより予測され

る影響は、想定外の事態または未経験の状況において不正確または不適切であることが判明することがあ

り、投資運用会社またはその関連会社が当該モデルに依拠した場合、ファンドに多額の損失をもたらすこと

があります。

ファンドが行う投資の一部は流動性を欠くことがあり、また、取引相手方により定量的モデルを用いて評

価されることがあります。これらの投資には、公認の標準モデルが存在しないものもあります。これらの取

引の一部について著しく異なった評価をもたらす新たなモデルが市場参加者により開発され実施されるこ

とがあります。新たなモデルの導入が、ファンドに多額の損失をもたらす場合があります。

債権者の権利および担保権の実行

ファンドの投資は、発行体または借入人の設立地の法域（あるいは、これらが事業を行い、かつ資産を保

有する法域）における債権者の保護に関する様々な法律に従うことがあり、発行体または借入人が全額ま

たは適時に支払うことができない場合があります。これらの支払不能時の留意事項は、債務者またはその資

産が所在する国によって異なり、また、債務者の法律上の地位によって異なることがあります。さらに、ファ

ンドは、一定の支払不能が発生した場合に、債権者として、他者に比べて不利な扱いを受ける可能性があり

ます（債権者として保有することがある担保権の実行を追求する場合等）。

投資対象の売却後の責任

ファンドは、投資対象を処分し、また、これらの投資対象について表明および保証を行うこと、ならびに当

該表明および保証が不正確であると判明した場合に損害金を支払うことを要求される可能性があります。

ファンドは、当該表明および保証に関わる紛争または訴訟に関与する場合があり、当該紛争または訴訟の結

果、第三者に支払いを行うよう要求される可能性があります。

取引費用

ファンドの投資手法は、ファンドにおける大量の取引および回転率を伴うことがあり、それがファンドが

負担する多額の取引費用を発生させることがあります。

法的リスク：文書

標準化された法的文書は、ファンドが投資する多くの取引タイプに関して作成されています。ただし、標

準化された文書は、ファンドが投資することがあるすべての種類の取引についてある訳ではなく、かかる取

引は相対取引の契約を用いて実行されます。不測の事態により、ファンドと取引相手方間の意思に不一致が

生じる可能性があり、これにより、ファンドが当該契約を実行することができないかまたはファンドに財務

的に不利な結果をもたらすことがあります。

受託会社およびファンド業務提供会社の限定責任

信託証書および業務提供契約は、当該契約に従う作為または不作為についての受託会社およびファンド

業務提供会社（いずれか該当する方）の責任に制限を定めます。これにより、当該当事者が契約に違反した

場合、ファンドが、受託会社およびファンド業務提供会社に対して損害賠償請求する能力に制限が課せられ

る場合があります。

ファンドの資産に対する遡及権
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ファンドの投資対象およびファンドが保有する資産は、ファンドに関するすべての債務およびその他の

負債を弁済するために使用することができます。ファンドが一般的に債務を支払わなければならない場合、

債務の弁済を望む当事者は、ファンドの資産全般に対して遡及権を行使することができ、債務が生じている

特定の資産に限られるわけではありません。

金融機関リスク：ファンド取引の執行

投資運用会社は、ファンドの取引について利用する金融機関ならびに取引代理人および取引相手方を選

択する責任を負います。ファンドのための売買取引は、通常、迅速かつ確実な執行および魅力的な価格の設

定を達成する能力、取引実行上の業務効率、ならびに金融機関の財務安定性および業界での評判を考慮し、

最良執行義務に基づき、当該金融機関に配分されます。ファンドは、投資運用会社の単独の裁量において、取

引を執行するために、投資運用会社と提携している金融機関を利用することができます。

ファンドのすべての資産（契約を除きます。）は、保管会社の保管または管理下で保有されます。保管会

社は、コルレス銀行および名義人を利用することができます。ファンドが（直接もしくは間接的に）取引を

行うか、またはポートフォリオを構成する証券が保管目的で寄託されている金融機関（証券会社および銀

行等）は、ファンドの運営のさまたげとなる、またはファンドの資本を毀損するような財務上の困難に直面

する可能性があります。

新興市場リスク

新興国に経済的に関係する新興市場証券に投資する場合、投資リスクは特に高くなることがあります。こ

れらの証券には、先進国に投資するリスクとは異なるかまたはそれより大きな市場リスク、信用リスク、通

貨リスク、流動性リスク、法的リスク、政治的リスクおよびその他のリスクがある可能性があります。

受益者情報およびポートフォリオ情報の開示

ファンドは、必要または適切であるとみなされる場合、当局、政府機関またはその他の機関から、受益者に

関する特定の情報を開示するよう要求されることがあります。ファンドは、受託会社、管理会社または投資

運用会社が、（ｉ）その開示が法令により要求されるかまたは開示が必要かつ適切であると判断する場合、

および／または（ⅱ）当該情報を開示することがファンドの最善の利益になると判断する場合を除き、受

益者に関する情報の機密保持に努めます。

郵便物の取扱い

登記上の事務所で受領されたファンド宛の郵便物は、処理のために管理事務代行会社に未開封で転送さ

れます。ファンド、管理会社、受託会社、その取締役、役員または委託業務提供会社のいずれも、その発生の理

由の如何を問わず管理事務代行会社への郵便物の到着の遅れに対し責任を負いません。

法律顧問の責任

アレン・アンド・オーヴェリー法律事務所（以下「Ａ＆Ｏ」といいます。）は、英国法および米国法の事

項に関する管理会社および投資運用会社の法律顧問に任命され、メイプルズ・アンド・カルダー（以下「

メイプルズ」といいます。）は、ケイマン諸島法の事項に関する管理会社および投資運用会社の法律顧問に

任命され、森・濱田松本法律事務所（以下、Ａ＆Ｏおよびメイプルズと併せて「本法律顧問」といいま

す。）は、日本法の事項に関する管理会社および投資運用会社の法律顧問に任命されています。

本法律顧問による管理会社および投資運用会社の代理は、ファンドが相談した特定の事項に限定されま

す。本法律顧問は、ファンドに関係があった可能性があるその他の存在していた事項について相談を受けて

いなかった可能性があります。

ファンドによるファンド証券の募集およびファンドに対するその後の助言に関連し、いかなる法律顧問

も、ファンドにより受益者を代理するために雇用されていません。ファンドへの助言過程において、受益者

の利益がファンドの利益と異なる場合があります。本法律顧問は、かかる問題の解決において、受益者の利

益を代表しません。さらに、本法律顧問は、管理会社および投資運用会社ならびにそれらの関連会社による

本書に記載される投資プログラム、評価手続およびその他のガイドラインの遵守の監視を引き受けず、また

本法律顧問は、適用法の継続した遵守を監視しません。

クラス間にまたがる債務
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シリーズ・トラスト間にまたがる債務：あるシリーズ・トラストの受益証券の発行により受託会社が受

領するすべての申込代金、かかる代金が投資されるすべての資産およびこれらに帰属するすべての収益ま

たは収入は、当該シリーズ・トラストに帰属します。シリーズ・トラストに帰属することが容易に判別でき

ない資産については、受託会社の裁量で一または複数のシリーズ・トラスト間で配分されます。シリーズ・

トラストの債務は、当該シリーズ・トラストの資産に対して請求され、シリーズ・トラストの資産は通常、

他のシリーズ・トラストの債務を支払うために利用することはできません。受託会社は、潜在的な債権者と

の取引において当該債権者が当該シリーズ・トラストの資産のみに依拠すること、および各シリーズ・ト

ラストに関して管理会社または受託会社の名義で締結されるすべての契約に当該シリーズ・トラストの信

託財産の範囲のみに債権者の遡及権を制限する文言を含める義務を負います。ただし、投資家は、いかなる

状況においても、受託会社による上記に記載される行為にかかわらず、他のシリーズ・トラストの債務を支

払うためにシリーズ・トラストの資産が法律上利用可能な限度を知ることは不可能であることに留意すべ

きです。

シリーズ・トラスト内の受益証券クラス間にまたがる債務：受託会社は、ファンドにおいて複数のクラ

スの受益証券を発行することができます。あるクラスの資産は、その他のクラスの債務を支払うために利用

することができます。シリーズ・トラストのある受益証券クラスの資産が当該シリーズ・トラストのその

他の受益証券クラスの債務の弁済に利用されることはないとの保証はありません。例えば、ファンドが行う

デリバティブ取引の条件に基づき、当該取引の取引相手方は、ある受益証券クラスにつき実行された取引か

ら生じた債務を当該受益証券クラスのみにより支払われるものとはみなさない可能性があります。むしろ、

かかる取引相手方は、当該取引が実行された当該クラスに帰属する資産が不十分な場合、その他の受益証券

クラスに帰属する資産に対し遡及権を有すると主張する可能性があります。

純資産価格の計算

証券の実際の売却価格は、たとえ計算日
（注）

直後のものだとしても、本書に従い計算日においてファンド

の純資産総額を計算するために使用された価額を反映する保証はありません。投資対象の売却額が見積額

よりも低くなった場合、残存する受益者にとって、ファンドの純資産総額が減少することとなります。価格

設定が不透明であった場合、受託会社の最終権限により決定されます。

ファンドの純資産総額およびファンド証券一口当たり純資産価格は、ルクセンブルグにおいて適用され

る、一般的に認められた会計原則に基づいて決定されます。ファンドの特定の直接または間接的な投資対象

について、それが正確な評価であると受託会社およびその委託先が合理的に考えた価格が後日不正確で

あったと判断された場合、受託会社およびその委託先のいずれも何ら責任を負いません。

（注）「計算日」とは、営業日および／またはファンドの純資産総額を計算する日として受託会社が決定するその他の日をいいます。

大量の買戻しの影響

短期間に大量の買戻しがあると、ファンドの保有ポジションのかなりの部分を、著しく不利な条件で換金

することが必要となる場合があります。また、大量の買戻しは、ファンドの保有ポジションの、換金対象以外

の部分についても、ファンド純資産総額の減価をもたらす恐れがあり、それによって、買戻しを行う受益者

ではなく残存する受益者に影響が及ぶ場合があります。さらには、買戻しが行われる期間にかかわらず、結

果として生じるファンド純資産総額の減価によって、ファンドが利益を生み出すまたは損失を取り戻すこ

とがより困難になる可能性もあります。

取引の停止

受託会社は、ファンド証券の買戻しの停止または買戻代金の支払いの停止等の、ファンド証券の取引を停

止する幅広い権限を有します。下記「第２　管理及び運営、３　資産管理等の概要、（１）資産の評価、②純資

産価額の計算の停止」をご参照ください。したがって、ファンドが受益者による買戻請求に応じることがで

きない状況が生じる可能性があり、ファンドは各買戻日
（注）

に買戻しができる予定ですが、必ずしも実行

されるわけではないことに投資者は留意するべきです。

（注）「買戻日」とは、営業日および／または受益者がその受益証券のすべてまたは一部の買戻しを行うことができる日として受託

会社が決定するその他の日をいいます。

受託会社の限定的な役割
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受託会社は、ファンドの運営のあらゆる面につき最終的な権限を有します。ただし、実質的にすべての

ファンドの運営は、高度に専門化された戦略で構成されるため、受託会社の管理能力には限界があります。

受託会社の役割は、ファンドの運営に対する積極的な関与でなく監督することです。また、受託会社には

ファンド業務提供会社の活動を監視する責任がありますが、ファンド業務提供会社が行う個別の判断につ

いては監督しません。例えば、受託会社は、投資運用会社が行う個別の投資判断については監督しません。

適用法の変更、国際政策および事由

ファンドは、様々な法的要件を遵守しなければなりません。現在有効ないずれかの法令が変更される場合

または新たな法令が制定される場合、ファンドおよび受益者が従う法的要件が現在の要件と著しく異なる

おそれがあり、著しくかつ不利にファンドおよび受益者に影響する可能性があります。

ファンドは、特定の政策目標を達成するために設定された、政策動向との関連に大きなリスクがある市場

に投資する場合があります。ファンドの価値は、ファンドが投資する可能性がある市場商品を生み出した国

際協定および国内法の廃止により、悪影響を受けるおそれがあります。指定国内機関および国際機関がこれ

らの協定および法律を遵守しないこと、地方組織、全国組織および国際組織がそうした協定において規定さ

れる義務を履行しないこと、これらの協定および法律の実行性を弱めるような改正またはこれらの協定お

よび法律の条項についての相反する解釈は、ファンドの投資実績に悪影響を及ぼすことがあります。

また、ファンドは、テロ行為、国際政治の動向、政府の政策の変更、税制、外国投資および通貨の本国送金の

制限、為替変動ならびにその他投資した国の法令の改正から生じる事由により悪影響を受ける可能性があ

ります。

外国投資の制限

一部の国では、外国人投資家による投資を禁じ、または外国人投資家による投資の前に政府の許認可取得

を要求し、特定の会社への外国人投資家の投資額を制限し、もしくは会社への外国人投資家による投資を特

定の種類の証券のみに制限することにより外国人投資家による投資に重大な制限を課しており、このこと

は、当該国の国民が購入可能な会社の証券と比べより不利な条件となる可能性があります。また、一部の国

は、国益に重要と判断される発行体または産業への投資機会を制限する可能性があります。

外国人投資家が特定の国の会社への投資を許可される方法およびかかる投資の制限は、ファンドの運営

に悪影響を及ぼす可能性があります。一部の国では、ファンドは、現地のブローカーその他のエンティティ

（会社等）を通じて投資し、その後かかる株式購入をファンドの名義で再登録することを要求される可能

性があります。再登録は適時に行われない可能性があり、これによりファンドは特定の権利（例：配当受領

権、特定の法人行為を知らされる権利）を拒否される可能性があります。また、ファンドが購入注文を行っ

ても登録時に外国人投資家に対する許可割当に空きがなく、ファンドは、当該時に希望する投資を行えない

可能性があります。

一部の国では、ファンドから外国人投資家への投資収益、資金または証券の売却手取金の送金に重大な制

限を課す場合があります。ファンドは、投資制限のファンドへの適用における遅延およびかかる適用による

遅延により悪影響を受ける可能性があります。

マクロ経済および金融機関のリスク

マクロ経済の低迷は、ファンドが投資する金融債券等の信用格付、投資収益および価値に悪影響を及ぼす

ことがあります。信用市場が流動性危機に直面した場合、金融債券等が想定よりも高い確率で債務不履行に

なることがあります。

一部の国際的な金融機関は、再編、他の金融機関との合併、（一部または全部の）国有化または破産に陥

りました。一つの金融機関（国を代表するような一流の金融機関およびG-SIFIs
（注）

として分類されるも

の等）の破産は、ファンドに悪影響を及ぼすことがあり、また、ファンドへの金銭等の支払いが停止するこ

とがあります。一つまたは複数の金融機関の破産が、世界の信用市場に危機をもたらしたり、ファンドおよ

びその資産に多大な影響を及ぼすことがあります。

（注）「G-SIFIs」とは、グローバルなシステム上重要な金融機関のことをいいます。かかる金融機関が破綻すると、その規模、複雑性

およびシステムの相互関連性のため、世界的な状況で広範な金融システムおよび経済活動に重大な混乱がもたらされるおそれ

があります。
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世界的な信用危機および金融機関の破綻の影響が、デリバティブ商品のさらなる規制や、新たな会計規則

および自己資本規制の導入等の厳しい規制につながる可能性があります。このような追加の規則および規

制は、ファンドの収益および投資運用会社がファンドの投資目的を達成する運用能力に悪影響を及ぼすお

それがあります。

投資者となる予定の者は、本ファンドの投資対象には、国を代表するような一流の金融機関（G-SIFIsを

含みます。）によって発行された社債およびハイブリッド証券が含まれる予定であることに留意すべきで

す。このような金融機関はシステム上の重要性を有することがありますが、このことは、かかる金融機関が

強制的に再編、他の金融機関と合併、国有化されないこと、または破産もしくは支払不能に陥ることがない

ということを意味するものではなく、または、国、規制当局、国際的な規制当局が、かかる金融機関の破産も

しくは支払不能を回避するために介入し、または、その義務の履行を保証することを意味するものでもあり

ません。さらに、金融機関がG-SIFIsであるか否かを常に確定できるとは限らず、投資運用会社がG-SIFIsで

あると判断する金融機関およびその数は、今後変更される場合があります。

法律上、税務上および規制上のリスク

ファンドの運用期間中、ファンドに悪影響を及ぼす法律上、税務上および規制上の変更が生じる可能性が

あります。例えば、デリバティブ商品の規制および税務は発展途上であり、デリバティブ商品に対する規制

または税務の変更は、ファンドが保有するデリバティブ商品の価値に悪影響を与えたり、ファンドの当該取

引戦略の遂行を難しくする場合があります。同様に、高レバレッジの投資家にとっての規制も発展途上であ

り、高レバレッジの投資家に対する直接的または間接的な規制の変更は、ファンドの当該取引戦略の遂行を

難しくする場合があります。

米国における最近の法改正は、JPモルガン・チェース・アンド・カンパニーおよびその関連会社（以下、

文脈に応じて、個別にまたは子会社と総称して「JPモルガン」といいます。）に関係しており、また、ファン

ドおよびその投資家にも関係している場合があります。2010年７月21日、オバマ大統領は、「ドッド・フラ

ンク・ウォールストリート改革および消費者保護法」（以下「ドッド・フランク法」といいます。）に署

名しました。ドッド・フランク法は、JPモルガン等の銀行事業者が、規制の最終案において「カバード・

ファンド」と称されたものに対する出資持分、パートナーシップその他の保有持分を取得もしくは保有す

ることまたはこれらのスポンサーをする能力を制限し、カバード・ファンドとJPモルガン事業者との間に

おける特定の取引を禁止する条項（「ボルカー・ルール」として知られます。）を含みます。

ドッド・フランク法を施行する規則の最終形態については未定ですが、これらの規則は、ファンドのよう

な、非米国人のみに販売される非米国のプライベート・ファンドを含む特定の非米国ファンドの運営およ

び運用に悪影響を及ぼすおそれがあります。規則の最終形態がどうなるかによりますが、これらの規則は、

とりわけ、（１）僅少な投資（JPモルガンによるカバード・ファンドへの投資がファンドの総保有持分の

３％を超えず、JPモルガンにとって重要ではない場合（規則に定義されます。）は、通常、僅少とみなされま

す。ただし、いかなる場合においても、かかるすべてのカバード・ファンドに対するJPモルガンの総持分は、

JPモルガンのTier 1資本の３％を超えません。）を除き、JPモルガン等の銀行事業者がファンドに対する何

らかの出資持分もしくは保有持分とみなされるその他のものを取得または保有することを禁止し、（２）

ファンドへの投資顧問業務等の業務の提供に直接関与していないJPモルガンの取締役および従業員が、

ファンドの出資持分その他の保有持分を取得または保有することを禁止し、JPモルガンの従業員およびそ

の投資ビークルがファンドに投資することもしくはファンドと共同投資することを制限または禁止し、

（３）JPモルガンとの関連性をなくすためにファンドの名称の変更を要求し、また、（４）ファンドおよび

JPモルガン事業者間の特定の取引を禁止します。また、JPモルガンは、ファンドの準拠書類においてファン

ドおよびJPモルガン間で契約によって合意されている報酬および費用から逸脱することまたはファンドの

諸経費を他の方法で吸収することを許諾されません。さらに、ファンドの投資機会、投資戦略または投資行

動は、重大な利益相反についてのボルカー・ルールの規制を遵守するために制限されることがあります。最

終的に採用される規則により、ファンドに対しさらなる規制上および管理上の影響が及ぶ場合があります。
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未だ規則の最終形態は出されておりませんが、ボルカー・ルールは、2012年７月に発効しています。銀行

事業者は、発効日から２年以内に、その活動および投資をボルカー・ルールを遵守するようにしなければな

りません。米連邦準備制度理事会は、ボルカー・ルールの目的に合致しており、公共の利益を害しない場合、

遵守移行期間の１年間の延長を３回まで認めます。一定の「流動性に欠ける資産」については、2010年５月

１日に効力が生じた契約上の義務を履行するために必要な場合、遵守移行期間は大幅に延長される可能性

があります。米連邦準備制度理事会は、本項に記載したルールを遵守していない活動および投資に関する規

定の実施に関する規則の最終形態を2011年２月９日に出しており、2011年４月１日に発効しています。

連邦準備法第23Ａ条に定義される投資運用会社またはその関連会社とファンドとの「対象取引」に対す

るボルカー・ルールによる禁止は、ファンドの活動を制限することがあります。（ｉ）投資運用会社がかか

る投資機会、投資戦略または投資行動がファンドの最善の利益になると考えるかまたは（ⅱ）1940年米国

投資顧問法（その後の改正を含みます。）の同意要件および開示要件が満たされているかにかかわらず、JP

モルガンとファンドとの関係、またはJPモルガンの顧客もしくは企業活動を考慮して、投資運用会社が実行

しない投資機会、投資戦略または投資行動も存在することがあります。さらに、ファンドの投資機会、投資戦

略または投資行動は、重大な利益相反に対するボルカー・ルールの規制を遵守するために制限されること

があります。JPモルガンが助言またはスポンサーをしていないファンドは、こうした検討の対象外となる場

合があります。

オルタナティブ投資ファンド運用者指令

オルタナティブ投資ファンド運用者指令（2011／61／EU）（以下「AIFM指令」といいます。）は、2011年

７月21日に発効しました。これにより、EU加盟国は、2013年７月22日までにAIFM指令を国内法に組み入れな

ければならなくなります。AIFM指令は、譲渡性のある証券を投資対象とする投資信託（以下「UCITS」とい

います。）以外の、EUで販売または運用されるオルタナティブ投資ファンドの運用者を規制します。AIFM指

令が適用されることになった場合、投資運用会社ひいてはファンドに対する影響は重大なものになる可能

性があります。

このため、投資者となる予定の者は、AIFM指令が投資運用会社およびファンドに及ぼす潜在的な影響に関

する以下の概要を一読し、理解しておく必要があります。AIFM指令は、投資運用会社およびファンドの特定

の活動を制限したり、また、その運営に制約を与えファンドの運営費用を増加させるおそれのある、それ以

外の特定の要件を課したりする場合があります。例えば、AIFM指令は、投資運用会社およびファンドに開示

や報告を求める可能性があります。したがって、投資運用会社は、例えば、ファンド資産の流動性に関する情

報、ならびにファンドのリスク特性、レバレッジ（もしあれば）およびファンドのリスク管理システムに関

する情報を、規制当局に対して継続的に提供するよう要求される場合があります。

また、投資運用会社は、規制当局に対して、ファンドが投資した資産の主な種類に関する情報を提供する

よう要求される場合もあります。AIFM指令はまた、投資運用会社に対して、ファンドの流動性リスクを監視

できるようにするためのファンドに関する標準的な「ストレス・テスト」を定期的に実施するよう要求す

る場合があり、これにより運営費用が増加する場合があります。さらに、AIFM指令は、ファンドの独立した預

託機関（その責任は、保管会社の責任を超えます。）の任命を要求します。預託機関は、ファンドが当該資産

を所有していることを検証する等、ファンドの資産を安全に保管しなければなりません。

預託機関は、管理事務代行会社、保管会社または投資運用会社が行っている様々な職務を履行または監督

するよう要求されます。AIFM指令は、レバレッジに対していかなる特定の制限も課しませんが、ファンドに

内部的なレバレッジ制限の設定を要求し、「金融システムの安定と健全性の保全」のために必要であると

判断する場合に、EU加盟国がかかる制限を見直すことを認めます。管理会社がファンドの運用およびリスク

管理を委託する場合（関連会社に対しての委託を含みます。）にもさらなる規制が課される可能性があり

ます。非EUの投資運用会社への委託については、当該委託先がAIFM指令の特定の追加要件を遵守することを

要求します。さらに、AIFM指令は投資運用会社に対して、（ｉ）特定の従業員に支払われるボーナスの一部

が一定期間延期されるよう、（ⅱ）特定の従業員に支払われるボーナスの一部がファンドの持分の形態で

支払われるよう、また（ⅲ）保証ボーナスは新たな従業員を雇用する状況のみにおいて支払われ、雇用の１
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年目に限られるように、従業員への報酬支払い方法を設定するよう要求します。この場合において、「ボー

ナス」は、成功報酬やファンドの収益に対する同様の権利を含みます。

戦略上のリスク

金利リスク

ファンドの投資対象である証券の価額は、金利の一般的な水準が変動するにつれて変動します。金利が下

落すると、ファンドの確定利付証券の価額は上昇することが予想されます。反対に、金利が上昇すると、当該

証券の価額は一般に下落することが予想されます。

デリバティブ

デリバティブ商品または「デリバティブ」には、一または複数の原証券、金融指標または指数から派生

し、その価値がこれらの証券等に連動する商品および契約が含まれます。デリバティブにより、投資家は一

般に、原資産の取得、借入れまたは空売りにかかるわずかな対価で特定の証券、金融指標または指数の価格

変動をヘッジする、またはその運用成果を追求することができます。デリバティブの価値は、原資産の価格

変動に大きく依存します。したがって、原資産の取引に伴うリスクの多くは、デリバティブ取引にも当ては

まります。

デリバティブに関連して投資ガイドラインの違反となる場合を除き、ファンドは、自己の資産の効率的な

運用のための投資戦略としてデリバティブ商品を用いることができます。デリバティブにより、ファンドは

他の種類の商品より早く、かつ効率的にそのリスク・エクスポージャーを上昇または低下させることがで

きます。ただし、デリバティブ取引には著しいリスクも数多く付随します。米国内取引所における決済リス

クおよび規制監視リスクにさらされるデリバティブ取引や、店頭市場での取引リスクにさらされるデリバ

ティブもあります。デリバティブ取引に付随する追加リスクには、以下のリスクが含まれます。

・信用リスク

取引相手方が、ファンドに対する金融債務を履行することができないリスク

・レバレッジリスク

比較的小さい市場の動きが、投資対象の価値を大きく変動させる可能性があるという、一定の種類の投

資対象または投資戦略に伴うリスク。レバレッジを伴う一定の投資対象または投資戦略は、当初の投資額

を大きく上回る損失をもたらすことがあります。

・流動性リスク

一部の証券につき、売り手が売却したい時期において、または売り手が当該証券には現在その価値があ

ると考える価格において、売却することが困難または不可能になる場合があるというリスク。ボラティリ

ティが大きい市場では、ファンドが損失を負わずにポジションを手仕舞うことができない場合がありま

す。さらに、ファンドがデリバティブ商品の取引を行う取引所における日々の値幅制限および投機的ポジ

ション制限により、ポジションの有利な清算が妨げられ、ファンドがさらなる損失可能性にさらされる場

合があります。

・トラッキングリスク

デリバティブ商品の価格変動とヘッジしようとする裏付け投資対象の価格変動の間の相関の変化が、

ファンドの意図されたヘッジ効果の達成を妨げる、またはファンドに損失を与えるリスク。

・店頭取引リスク

取引所で取引されていない商品に係る債務者の不履行リスクは、取引所で取引される商品に付随するリ

スクより大きくなる場合があり、また、ファンドがかかる商品を処分するまたは当該商品に関する反対売

買を行うことが、取引所で取引される商品に比べて容易でない場合があります。さらに、取引所で取引され

ていないデリバティブ商品の「買呼値」と「売呼値」の間に大幅な差が生じる場合があります。また、取

引所で取引されていないデリバティブ商品は、取引所で取引される商品と同種の政府規制に服するもので

はなく、取引所取引のような規制のある状況下で参加者に提供される保護の多くが受けられない場合があ

ります。
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最近の規制改革は、ファンドがヘッジ目的でデリバティブを用いる能力に影響を及ぼす場合があります。

上記「法律上、税務上および規制上のリスク：ドッド・フランク法」をご参照下さい。

クレジット・デフォルト・スワップ

デリバティブに関連して投資ガイドラインへの違反となる場合を除き、ファンドは、元本同士のクレジッ

ト・デリバティブ契約（主にクレジット・デフォルト・スワップ）を売買することができます。典型的な

クレジット・デフォルト・スワップ契約は、特定の参照法人が特定の信用事由に陥った場合に、売り手が買

い手に対し、契約の想定元本と、参照法人により発行されかつ買い手から売り手に引渡可能な証券のポート

フォリオ価額との差額を支払うことを要求します。その代わり、買い手は契約の額面金額の一定率に等しい

定期的な支払いを行うことに合意します。

クレジット・デフォルト・スワップの買い手として、ファンドは一定のリスクにさらされます。ファンド

がクレジット・デフォルト・スワップの買い手である場合、債務の第三者発行体による不履行が生じた場

合、ファンドはスワップの取引相手方から参照債務の合意済みの価額（または額面）を受領する権利を有

します。対価として、ファンドは、不履行事由が生じなければ、スワップの存続期間中、定期的な一連の固定

金額の支払いを取引相手方に行い、その場合、ファンドはスワップに基づく利益を受けません。ファンドが、

クレジット・デフォルト・スワップにおいて引渡可能な債券を保持していない場合、ファンドは、引渡可能

証券が市場で入手できない、または有利でない価格でしか入手できないというリスク（いわゆる「ショー

ト・スクイーズ」の場合）にさらされます。発行体の不履行またはリストラクチャリングという一定の場

合においては、売り手の支払債務の引き金となる「信用事由」が生じているか否かは、業界で使われている

クレジット・デフォルト・スワップ用の標準的な契約書面において明確ではありません。いずれの場合に

おいても、ファンドは、参照法人の不履行の際にクレジット・デフォルト・スワップの価値の全額を得るこ

とはできないものと思われます。

クレジット・デフォルト・スワップの売り手として、ファンドは、参照法人の信用に対してレバレッジさ

れたエクスポージャーにさらされ、参照法人が発行する債券を保有する場合に負担するのと同等のリスク

の多くにさらされます。しかし、ファンドは参照法人に対して法的な遡及権を有さず、参照法人の債務を保

証する担保から利益を得ません。さらに、クレジット・デフォルト・スワップの買い手は、信用事由の後に

どの参照法人の債務をファンドに引き渡すかを選択する幅広い裁量権を有し、ファンドの支払債務を最大

限利用するために最も低い市場価値の債務を選択する可能性があります。さらに、クレジット・デフォルト

・スワップ市場は、非流動的な市場であることがあります。

先物

デリバティブに関連して投資ガイドラインの違反となる場合を除き、ファンドは、ヘッジ目的で先物また

は先物取引のオプションを取引することができます。先物取引は、先物取次業者（以下「先物取次業者」と

いいます。）を通じて執行および決済が行われ、かかる先物取次業者は、提供サービスに対する報酬を受領

します。先物取次業者の選定は、一般に、当該先物取次業者により提供される執行その他サービス（調査

サービスを含みます。）の全体的な質に基づきます。先物契約を締結する場合、ファンドは、契約額に対する

一定の割合に相当する額の現金または現金等価物を先物取次業者に差し入れるか、またはこれらを先物取

次業者の口座に入金することが要求されます。ファンドは、当該契約の価値の日々の変動に応じて、毎日、当

該契約に関する追加の支払いを行い、または債権もしくは負債を受けます。

先物価格は非常に変動が激しい可能性があります。先物取引およびオプション取引において通常要求さ

れる証拠金は少額であるため、先物取引勘定には一般的に極めて高度のレバレッジがかかっています。した

がって、先物契約の比較的わずかな価格変動が、投資家に多額の損失をもたらす場合があります。他のレバ

レッジされている投資対象と同様、先物取引は、投資額を上回る損失をもたらす場合があります。

一部の商品取引所は、「１日当りの値幅制限」または「値幅制限」と呼ばれる規則により、特定の先物契

約価格の一日における値幅を制限しているため、先物ポジションが流動性に欠ける場合があります。かかる

値幅制限に基づき、ある一取引日において、値幅制限を超える価格で取引を執行することはできません。一

旦特定の先物契約の価格が値幅制限に相当する金額分増減すると、当該契約におけるポジションは、トレー
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ダーが当該制限以内で取引を実行する意思がない限り、獲得または清算することができません。先物価格

は、時に、連続する数日間において値幅制限を超えて変動し、ほとんどまたは全く取引が行われなかったこ

とがあります。

先渡外国為替契約

ファンドは、先渡外国為替契約を用いることができます。先渡外国為替契約は、将来の指定された日にお

いて特定の通貨を購入または売却することを契約上拘束する義務です。先渡外国為替契約は、通貨が引き渡

される量または時期に関して同一ではなく、また、取引所では取引されません。先渡外国為替契約はむしろ、

他の店頭デリバティブより一般的に公式な文書が少ない、個別に取り決められる取引です。かかる市場にお

いて日々の値動きは制限されておらず、例外的な状況において、特定の銀行が先渡外国為替契約の値付けを

行うことを拒絶していた、または非常に広いスプレッド（銀行が売買する用意がある価格）で値付けを

行っていた時期がありました。先渡外国為替契約の取引は、規制機関により規制されておらず、また、取引所

または決済機構により保証されていません。ファンドは、取引相手方がかかる契約を履行できないリスクま

たはかかる契約の履行を拒否するリスクにさらされます。当該不履行は、利益が得られる可能性を排除し、

ファンドに対して転売または買戻しの契約額（もしあれば）をその時点の市場価格で補うよう強制しま

す。かかる事象は、結果として多額の損失を招く可能性があります。

金融債券

ファンドが大きなエクスポージャーをとることが予想される金融債券等は、以下のリスクにさらされる

ことが考えられます。

金利変動リスクおよび発行体の業績に関するリスク：

金利が上昇し債券価格が下落したりまたは金利が下落し債券価格が上昇すると、金融債券等の価値に悪

影響を及ぼすことが一般的にあります。発行体の企業業績の向上または悪化も、同様に悪影響を及ぼすこと

があります。

信用リスク：

金融債券等の価格は、その信用力の影響を受けます。信用格付の引き上げは、信用力の向上を反映し、価格

の上昇につながる可能性があります。反対に、信用格付の引き下げは、信用力の低下を反映し、価格の下落に

つながる可能性があります。ただし、価格は、金融債券等の信用格付に変化がない場合においても、その信用

力に対する市場の見方の変化に影響を受けることがあります。

デフォルト・リスク：

金融債券等の価格は、その元金および／または利息の支払いが適時に行われなかった場合、またはかかる

支払いが全く行われなかった場合、著しく下落することが予想されます。

新発債

ファンドは、新発債に投資することがあります。新発債の価格は、すでに多く取引されている既発債の価

格と比べて、変動が大きく、価格変動の予想が困難な場合が多いものです。

信用格付を取得していない発行体の金融債券等

投資運用会社は、信用格付を取得していない発行体の金融債券等に投資を行うことができます。投資運用

会社は、このような信用格付を取得していない発行体の金融債券等の購入に際しては、Ｓ＆Ｐ、ムーディー

ズまたはフィッチが当該発行体に付与すると投資運用会社が合理的に考える信用格付に対応する信用格付

を設定しますが、これは、Ｓ＆Ｐ、ムーディーズまたはフィッチが当該発行体に当該信用格付を付与する可

能性が高いもしくは付与するとの表明または当該金融債券等の関連発行体の信用力に関する表明を受益者

に対して行うものではありません。信用格付を取得していない発行体の金融債券等の信用格付を設定する

ために投資運用会社が採用する手法は、Ｓ＆Ｐ、ムーディーズまたはフィッチが発行体の信用格付のために

通常採用する手法とは異なる、あるいは劣る場合があります。

劣後証券

ファンドの投資対象は、支払権について劣後し、かつ同一の資産プールにより保証され、または資産プー

ルに対する持分権を表章する他の証券に対して劣後する、遡及権の限定された証券への持分および／また
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は経済的なエクスポージャーで構成されることがあります。

かかる証券の発行体の債務不履行およびエクイティ・サポート（準備勘定または信用状およびファンド

が投資を行うクラス証券に劣後するクラス証券を含みます。）の消滅の場合、ファンドは、購入した証券へ

の投資全額を回収することがおそらくできません。さらに、裏付け資産ポートフォリオが証券のオリジネー

ターにより過大評価されている場合、または価値がその後下落し、その結果、関連する投資対象に関して期

日の到来している利息および元本の支払いを行うために利用可能な担保が少なくなった場合、ファンドが

投資する証券は事実上「ファーストロス」ポジションとなる可能性があります。投資対象の債務不履行は、

ファンドのポートフォリオの価値を下落させ、ポ―トフォリオから生じる利益を低下させます。

さらに、ファンドの投資対象は、裏付け資産からの払戻の不履行または資産プールにおいて発生した損失

が一定のレベルを超えた場合、利息および／または元本の支払いを優先順位のより高いクラスに流用させ

るストラクチャー上の特徴を有する場合があります。これにより、ファンドがポートフォリオから受領する

ことを予想している収益の流れが妨げられる場合があり、それによりファンドが予想より少ない利益しか

得られないことがあります。

これらの特徴により、劣後証券には、裏付け資産からの払戻の不履行または裏付け資産から生じる損失に

よるより高い損失リスクが伴います。

ハイブリッド商品

ファンドの投資対象は、ハイブリッド証券を含みます。

特定のイベント（発行体、市場または政治により引き起こされるイベントを含みますが、これらに限られ

ません。）の結果として、ファンドによるかかる証券（主に転換型またはハイブリッド型の債券または株式

ですが、これらに限られません。）への投資は、最終的に金融債券等ではない他の種類の商品または投資対

象を保有することとなる場合があります。

取引所外取引

デリバティブに関連して投資ガイドラインに違反する場合を除き、ファンドは、スポット、先渡、オプショ

ン、スワップ、店頭取引証券およびローン契約を含む取引所外取引を行うことができます。ファンドは、合意

された期間中に特定の証券または商品または確定利付証券の決められた数量の平均変動価格と特定の固定

価格を交換する取引で主に構成されるスワップ取引も行うことができ、かつ市場性が確実にある場合は現

物商品も購入します。取引所外契約は、いずれの取引所からも保証されず、一般的にいずれの決済機構から

も保証されません。さらに、取引に精通した者同士の取引所外契約は一般的に直接規制の対象ではありませ

ん。したがって、これらの契約における取引は、規制取引所における先物またはオプション取引より高いリ

スク（取引相手方の義務不履行リスクを含みますがこれに限られません。）にさらされます。取引相手方は

一般的には担保を供する必要はありません。取引所外取引は、取引相手方が特定の契約を法的に締結できな

いことまたは契約のクラスが違法または執行不可能と宣言される等の法的リスクにもさらされます。

コール・オプションおよびプット・オプション

デリバティブに関連して投資ガイドラインに違反する場合を除き、ファンドは、コール・オプション、

プット・オプション等の様々な資産クラスのオプションを売買することができます。カバード・コール・

オプションの売り手は、原証券の購入価格からコール・オプションにより受領したプレミアムを控除した

ものより低い水準に原証券の市場価格が下落するリスクを負います。カバード・コール・オプションの売

り手は、コール行使価格を上回った場合に原証券から利益を得る機会を放棄します。カバーされていない

コール・オプションの売り手は、不利な条件で原証券の公開市場価格のコール・オプションの買い手に対

する義務を履行することを要求される追加のリスクを負います。プットまたはコール・オプションの買い

手はオプションに投資されたプレミアムを失うリスクを負います。

ファンドは、プット・オプションの売買に参加することができ、それに付随するリスクが存在します。カ

バーされているプット・オプション（売り手が原証券のショート・ポジションを保持している場合等）の

売り手は、原証券の市場価格が（ショート・ポジションを構築する際における）原証券の売却価格に受領

プレミアムを加算した額を上回るリスクを負い、オプション行使価格を下回った場合に原証券の利益を得
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る機会を放棄します。プット・オプションの販売者が売却されたプット行使価格と等しいまたはこれを上

回る権利行使価格の受益証券と等しい数をカバーするプット・オプションを保有する場合、同時にまたは

売却されたオプションより後に保有されるオプションが満期となる場合、ポジションは完全にヘッジされ

ています。カバーされていないプット・オプションの売り手は、原証券の市場価格がオプション行使価格を

下回るリスクを負います。プット・オプションの買い手は、プット・オプションに対する投資の全額を失う

リスクを負います。プットの買い手が原証券を保有する場合、当該プットの損失は、原証券から生じる利益

によりその全部または一部が相殺されます。

取引相手方信用リスク

ファンドは、取引所では取引されずに、契約上の関係に基づく取引相手方間で取引される証書が含まれる

デリバティブを取引することがあります。かかる場合、ファンドは、取引相手方が関連契約に基づく義務を

履行しないリスクにさらされることがあります。ファンドは、取引を行う当事者に関する信用リスクをとる

ことがあり、かつ決済不履行のリスクを負うことがあります。これらのリスクは、決済機関による保証、日々

の値洗いおよび決済、仲介業者に適用される分別管理および最低資本金要件等で一般に保護されている取

引所での取引に伴うリスクとは大きく異なっています。二当事者間で直接行われる取引は、一般にかかる保

護の恩恵を受けず、当事者を取引相手方の不履行のリスクにさらします。

ファンドが取引相手方に対する証拠金またはその他の担保の差入れを要求される場合、ファンドはこれ

らの証拠金または担保の額に関連して取引相手方の無担保信用リスクにさらされる場合があります。

ファンドが行う取引は、米国の各種取引所で執行することができ、各種決済機関、保管機関および預託機

関を通じて決済および清算を行うことができます。ファンドは、投資運用会社が健全と考えるエンティティ

（会社等）を通じて取引の執行、決済および清算を行うよう努めますが、かかるエンティティによる債務不

履行がファンドに損失をもたらさないとの保証はありません。

投資運用会社は既知の取引相手方リスクを軽減することを意図しますが、かかるリスクは予測が不可能

であり、最近の実例を考えると予測できないまたは適切に対応できない場合があります。世界の金融市場に

起こっていることをみれば、現在の環境が金融機関およびファンドを含むその他の市場参加者の異常な不

確実性を表わしており、かかる不確実性は、資本市場の機能、ファンドの運用に重大な悪影響を及ぼしてき

ており、将来も及ぼす可能性があります。

取引相手方リスク：レポ契約

ファンドは、レポ取引において証券の売り手となる場合があり、その場合取引相手方は同等の証券をファ

ンドに対して後日販売することに合意します。レポ契約における証券の譲受人による不履行の場合、譲渡人

としてのファンドは、要求したときに譲受人が証券を引き渡さないというリスクを負います。喪失した証券

の価値を補うためには、保有する現金では不十分である場合があります。

反対に、ファンドが証券を購入したレポ契約の取引相手方の破産またはその他の不履行があった場合、譲

受人としてのファンドは原証券の清算の遅延にみまわれる可能性があり、その結果、以下を含む損失を被る

可能性があります。

（ａ）ファンドがその権利の行使を追求する期間中における担保の価値の下落の可能性

（ｂ）利益が通常のレベルを下回る可能性および当該期間中に利益を得られない可能性

（ｃ）かかる権利の行使に係る費用

ファンドは、取引相手方によって生じ、求償する損失に関して、かかる取引相手方の一般債権者として扱

われます。

クレジット・スプレッド・リスク

ファンドの投資対象の価値は、クレジット・スプレッドの変動により悪影響を受けることがあります。債

券のクレジット・スプレッドとは、当該債券の利回りと同じ満期を有する無リスク投資対象の利回りとの

間の差をいいます。ファンドのポートフォリオの商品のクレジット・スプレッドは、金利の変動および／ま

たは原証券の発行体の財務状態に影響を与える経済的または商業的な要因の変化を含む特定の証券に関連

するまたはしないその他の要因の変化により変動することがあります。これにより、証券の価額が変動する

EDINET提出書類

ＪＰＭＡＭジャパン・ケイマン・ファンド・リミテッド(E26661)

有価証券届出書（外国投資信託受益証券）

29/74



ことがあります。

回収率リスク

回収率は、ファンドの投資対象の価値に、二通りの方法で影響を及ぼすことがあります。ファンドが投資

を行う可能性のある特定の信用取引の価値は、評価モデルの中で用いられる回収率に影響を受ける可能性

があります。参照法人の大多数には市場の標準的な仮定が存在しますが、かかる標準的な仮定を持たない法

人も多く存在します。回収率の仮定は、デフォルトの可能性が高いと認識されている参照法人については標

準的な仮定から著しく変動する可能性があります。

クレジット・デリバティブ取引の決済に用いられる回収率は、モデル想定回収率および法人の債券への

現物投資により達成される可能性のある回収率の両方と著しく異なることがあります。これらの差異は、

ファンドの投資対象の価値に影響を与えることがあります。

クラスに関連する一定の為替リスクおよび為替ヘッジリスク

為替リスク

ファンドが投資する証券およびその他の商品は、通常、円以外の通貨建てであったり、円以外の通貨で取

引されますが、ファンド証券は円建てです。したがって、外国為替相場の変動は、ファンドのポートフォリオ

の価値に影響を及ぼすことがあり、ファンドの受益証券の価値に影響を及ぼす場合があります。

円投資型1301クラス受益証券は、投資対象の表示通貨と円との間の外国為替相場の変動に対してヘッジ

される予定ですが、当該通貨と円との間の外国為替相場の変動が円投資型1301クラス受益証券の運用実績

に悪影響を及ぼすリスクをこのようなヘッジによって常に排除できる保証はありません。

租税に関する一定のリスク

投資者のための一般的な税務上の勘案事項

投資者は、自らの設立国、市民権を有する国、住所を有する国または本籍を有する国の法律に基づく受益

証券の申込み、取得、保有、交換、買戻しまたは処分に対する租税公課およびその他の影響の可能性について

自己の専門アドバイザーに相談すべきです。受益証券の取得、保有、交換、買戻しまたは処分による各投資者

への課税は、関連する法域の法律に依拠し、かつ変更される可能性があります。投資者となる予定の者は、関

連する外貨規制またはその他の法令に関して独自に専門アドバイスを求めるべきです。

受益証券にかかる源泉徴収税

一般的に、受益証券に係る分配またはその他の支払いに関連する源泉徴収税は現在賦課されていません。

ただし、適用ある法律、条約もしくは規制の改正、または関連する税務当局によるこれらの公式な適用方法

もしくは解釈の変更、またはその他の理由により将来かかる支払いに対していかなる源泉徴収税も課され

ないとの保証はありません。そのような予期しない源泉徴収税の賦課は、受益証券の価値を著しく下げるこ

とがあります。

ファンドの所得税

ファンドは、ケイマン諸島以外の国に恒久的施設を有するまたはその他ケイマン諸島以外の国において

取引または事業に従事する課税対象の居住者として扱われることのないように業務を遂行する予定です。

したがってファンドは、ケイマン諸島を含むいかなる国においても純利益に基づく課税の対象とはなら

ない予定です。ただし、ファンドの純利益に、ファンド、投資運用会社またはその他のJPモルガングループ会

社による予期せぬ行為、または法律における不利な進展または変更、関連する税務当局による相反する結論

またはその他の理由により、一または複数の国の所得税が課されないとの保証はありません。そのような予

期しない純利益への税の賦課は、ファンドの税引き後のリターンを著しく減らすことがあり、結果として受

益証券の価値も著しく下げることがあります。

投資対象にかかる源泉徴収税

ファンドが取得の時点で源泉徴収税の対象ではない証券に投資した場合、適用ある法律、条約、規則もし

くは規制またはそれらの解釈の変更の結果、将来においても税金が源泉徴収されないとの保証はありませ
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ん。ファンドがかかる源泉徴収税の還付を受けることができない場合、かかる変更はファンドの純資産総額

に悪影響を及ぼし、その結果あらゆるクラスのファンド証券一口当たり純資産価格に悪影響を及ぼすこと

があります。ファンドが販売の時点において源泉徴収税の対象となる証券を空売りした場合、取得される価

格は買い手の源泉徴収税義務を反映します。将来においてかかる証券が源泉徴収税の対象でなくなった場

合、それによる利益はファンドではなく買い手に発生します。

既存クラスの償還の影響

ファンドの円投資型1206クラス（以下「円投資型1206」といいます。）、円投資型1209クラス（以下「円

投資型1209」といいます。）および円投資型1211クラス（以下「円投資型1211」といいます。）の残存する

受益者については、各クラスの設定日から７年後の応当日の直前の営業日に償還を受けます。よって、円投

資型1206の残存する受益者については2019年６月27日に、円投資型1209の残存する受益者については2019

年９月26日に、円投資型1211の残存する受益者については2019年11月28日に、償還される予定です。

ファンドの各クラスが共通の対象ポートフォリオに投資するため、償還されるクラスがファンドの大部

分に相当する場合には、ファンドの保有ポジションのかなりの部分を著しく不利な条件で換金する必要が

生じる場合があります。そのような償還が、ファンドの保有ポジションのうち換金対象以外の部分について

もファンド純資産総額の減価をもたらす恐れがあり、それによって、償還を受けるクラスの受益者ではな

く、当該時点におけるファンドの残存する受益者に影響が及ぶ可能性があります。さらに、結果として生じ

るファンド純資産総額の減価によって、ファンドが利益を生み出すまたは損失を取り戻すことがより困難

になる可能性があります。

②　リスクに対する管理体制

投資運用会社および副投資運用会社では、運用部門から独立している部門が以下の事項やその他のリス

ク管理を行います。

●運用成果やリスク水準の妥当性のチェック

●取引価格・約定タイミングや、利益相反取引の有無等、有価証券の取引にかかる適正性のチェック

●投資方針、投資対象、投資制限等の遵守状況のチェック

※上記の管理体制は2012年11月末日現在のものであり、随時変更されます。

４【手数料等及び税金】

（１）【申込手数料】

①　海外における申込手数料

ファンド証券の申込みに申込手数料は課せられません。

②　日本国内における申込手数料

ファンド証券の申込みに申込手数料は課せられません。

（２）【買戻し手数料】

①　海外における買戻手数料

円投資型1301には以下の買戻手数料が適用されます。買戻手数料は、買い戻されるファンド証券の募集

時に受益者によって支払われた申込価格の総額に下記の率を乗じた額です。

（買戻請求がなされた）円投資型1301が買戻日において

買い戻されるまでファンド証券が発行されていた期間

受益者の買戻代金から控除され

る買戻手数料

１年未満 2013年１月30日から2014年１月29日まで 3.00％

１年以上２年未満 2014年１月30日から2015年１月29日まで 2.50％

２年以上３年未満 2015年１月30日から2016年１月29日まで 2.00％

３年以上４年未満 2016年１月30日から2017年１月29日まで 1.50％
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４年以上５年未満 2017年１月30日から2018年１月29日まで 1.00％

５年以上６年未満 2018年１月30日から2019年１月29日まで 0.50％

６年以上 2019年１月30日以降 かかりません

②　日本国内における買戻手数料

設定日（2013年１月30日）から６年未満で換金（買戻し）する場合、換金（買戻し）時に以下の換金

（買戻し）手数料が適用されます。

換金（買戻し）請求日
１口当たり換金（買戻し）

手数料

2013年（平成25年）１月30日から2014年（平成26年）１月29日まで300円

2014年（平成26年）１月30日から2015年（平成27年）１月29日まで250円

2015年（平成27年）１月30日から2016年（平成28年）１月29日まで200円

2016年（平成28年）１月30日から2017年（平成29年）１月29日まで150円

2017年（平成29年）１月30日から2018年（平成30年）１月29日まで100円

2018年（平成30年）１月30日から2019年（平成31年）１月29日まで50円

2019年（平成31年）１月30日以降 かかりません

例えば、2014年１月30日に換金を請求した場合、１口当たり250円、また、2015年１月30日に換金を請求し

た場合、１口当たり200円の手数料をお支払いいただきます。

換金（買戻し）手数料は繰上償還の場合にも発生する場合があります。

なお、換金（買戻し）手数料には消費税はかかりません。

（３）【管理報酬等】

①　管理報酬および販売管理報酬

管理会社は、ファンドの資産から、日々発生し、会計年度ベースの各四半期毎に後払いされる、各計算日

のファンドの純資産総額の年率0.10％の管理報酬および年率0.65％の販売管理報酬を受領する権利を有

します。

管理会社は、立替費用についてファンドから払戻しを受けます。

②　投資運用報酬

投資運用会社は、ファンドの資産から、日々発生し、会計年度ベースの各四半期毎に後払いされる、各計

算日のファンドの純資産総額の年率0.45％の投資運用報酬を受領する権利を有します。

投資運用会社は、立替費用についてファンドから払戻しを受けます。

③　管理事務代行および保管報酬

管理事務代行会社および保管会社は、ファンドの資産から、ファンドの純資産総額の年率0.10％の管理

事務代行および保管報酬を受領する権利を有します。報酬は、各計算日ごとに計算され、日々発生します。

報酬は、会計年度ベースの各四半期毎に日本円で後払いされるものとします。

管理事務代行会社および保管会社は、立替費用についてファンドから払戻しを受けます。

④　代行協会員報酬および販売会社報酬

代行協会員は、ファンドの資産から、日々発生し、会計年度ベースの各四半期毎に後払いされる、各計算

日のファンドの純資産総額の年率0.20％の代行協会員報酬を受領する権利を有します。

代行協会員は、立替費用についてファンドから払戻しを受けます。

なお、販売会社は、その業務の対価を代行協会員報酬の中から受領し、当該報酬については代行協会員が

責任を負います。

販売会社は、立替費用についてファンドから払戻しを受けます。

⑤　受託報酬

受託会社は、ファンドの資産から、会計年度ベースの各四半期毎に後払いされるファンド全体で年額100
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万円の受託報酬を、各四半期ごとに当該四半期の最終営業日から30営業日以内に後払いで受領する権利を

有し、また、超過時間に対する報酬、立替費用および設立費用を受領する権利を有します。

（４）【その他の手数料等】

設立費用

ファンドは、その設立費用およびそのファンド証券の当初の募集費用を支払います。設立費用は、ファン

ドの運用開始から１年で償却されます。

運営費用および取引経費

ファンドは、以下を含む（ただし、これらに限られません。）運営費用および取引経費を負担します。

・受託会社またはその代行会社により適切に負担される、ファンドおよび／またはトラストの設立、登録も

しくは存続に関するすべての報酬、経費および費用

・すべての合理的な法的監査費用、会計費用および税務費用ならびにファンドに提供された業務に関する

専門家手数料その他すべての手数料

・受託会社および／またはその代行会社、受益者および第三者の間の関係から生じるすべての経費ならび

に費用（ファンド証券の譲渡の登録ならびに受益者に対する通達および通知を含みますが、これらに限

られません。）

・年次会計書類および年次監査報告書、ならびに、作成される場合は、半期の未監査報告書、月次の未監査会

計報告書およびファンドのファンド証券の各クラスのファンド証券一口当たり純資産価格を表示する日

次の報告書ならびにそれらに添付される報告書または書類および受託会社またはその代行会社から受益

者に対するその他の通知の作成、印刷および郵送またはその他の方法で発送する際に適正に生じ、かつ、

それらに付随するすべての合理的な費用

・ファンドのファンド証券について一般に対して公募を行う旨を記載した英文目論見書もしくはその補遺

またはファンドに関する情報を提供する投資者となる予定の者に対する説明文書もしくは同様の文書の

作成および印刷について生じる経費

・ファンドの純資産総額の計算およびその詳細の提供に係る費用

・受益者集会の招集および開催について生じるすべての費用

・トラストおよびファンドに関する補遺証書、合意書またはその他の文書の作成について生じる、または

ファンドの投資対象に関する権利証書の安全な保管に関連して生じるすべての費用

・ファンドによりまたはファンドのために行われるあらゆる性質の預託または融資またはそれらに付随す

るすべての合理的な費用

・プライム・ブローカーおよびサブ・カストディアンに関するあらゆる報酬および費用

・ファンドの投資対象の取得または換金に関して支払われるべき、あらゆる印紙税その他租税、税金、政府

課徴金、仲介手数料、名義書換手数料、登録手数料その他手数料

・ファンドによりまたはファンドのために行われるすべての借入れに対する利息ならびに当該借入れの手

配および当該借入れから生じる手数料および費用

・ファンドが政府その他の当局またはいずれかの法域における政府もしくは当局の機関に対して支払うべ

き、すべての税金および法人手数料

・販促および広告費用（もしあれば）

・郵便、電話およびファックスに係る経費その他すべての運営費用

・受託会社もしくは管理会社が、ファンドの運営、運用もしくは販促に関して任命される業務提供者（投資

運用会社、管理事務代行会社、保管会社、代行協会員等）に支払う義務があるすべての報酬、経費または費

用

・ファンドの投資対象の取得、保有および／または処分に関して生じる債務、経費および費用

・ファンドの通常業務および／または運営一般に関して生じる債務、経費および費用

・ファンドおよび／もしくはトラストの清算、その他のファンドおよび／もしくはトラストの終了もしく
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は登録の取消についてまたは関連して生じる債務、報酬、経費および費用

・受託会社、管理会社またはそれらの代行会社および被任命会社（管理事務代行会社、保管会社、投資運用

会社、販売会社および代行協会員を含みます。）が、各自の責務に関連してファンドおよび／またはトラ

ストを代理して適切に負担した立替払金または立替費用

ケイマン諸島の年次手数料

ファンドはまた、年次免除トラスト手数料（現在610米ドル）および年次ミューチュアル・ファンド・ラ

イセンス料（現在約3,650米ドル）を支払います。

（５）【課税上の取扱い】

①　日本

ファンドは、日本の税制上、公募外国株式投資信託として取り扱われます。したがって、日本の受益者に

対する課税については、以下のような取扱いとなります。ただし、将来における税務当局の判断によりこれ

と異なる取扱いがなされる可能性もあります。税金の取扱いの詳細については、税務専門家等にご確認さ

れることをお勧めします。

（１）受益証券は、特定口座を取り扱う金融商品取引業者の特定口座において取り扱うことができます。

（２）ファンドの分配金は、公募国内株式投資信託の普通分配金と同じ取扱いとなります。

（３）日本の個人受益者についてのファンドの分配金は、上場株式等（租税特別措置法に定める上場株

式等をいいます。以下同じ。）に係る配当課税の対象とされ、以下の税率による源泉徴収が行われ

ます。

2013年

１月１日以後

2014年

１月１日以後

2038年

１月１日以後

所得税 7.147％ 15.315％ 15％

住民税 ３％ ５％ ５％

合計 10.147％ 20.315％ 20％

日本の個人受益者は、総合課税または申告分離課税のいずれかを選択して確定申告をすることが

できますが（申告分離課税を選択した場合の税率は、源泉徴収税率と同一です。）、確定申告不要

を選択した場合は源泉徴収された税額のみで課税関係は終了します。

申告分離課税を選択した場合または源泉徴収選択口座へ受け入れたファンドの分配金について、

上場株式等の譲渡損失（繰越損失を含みます。）との損益通算が可能です。

（４）日本の法人受益者については、ファンドの分配金（表示通貨ベースの償還金額と元本相当額との

差益を含みます。）に対して、所得税のみ以下の税率による源泉徴収が行われます。なお、益金不算

入の適用は認められません。

2013年

１月１日以後

2014年

１月１日以後

2038年

１月１日以後

所得税 7.147％ 15.315％ 15％

（５）日本の個人受益者が、受益証券を買戻し請求等により譲渡した場合は、上場株式等に係る譲渡益課

税の対象とされ、受益証券の譲渡損益（譲渡価額から取得価額等を控除した金額（邦貨換算額）

をいいます。以下同じ。）に対して、源泉徴収選択口座において、以下の税率による源泉徴収が行わ

れます。

2013年

１月１日以後

2014年

１月１日以後

2038年

１月１日以後

所得税 7.147％ 15.315％ 15％

住民税 ３％ ５％ ５％

合計 10.147％ 20.315％ 20％
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受益証券の譲渡損益につき確定申告を行った場合、申告分離課税の対象となり、その場合の税率は

源泉徴収税率と同一ですが、確定申告不要を選択した場合は源泉徴収された税額のみで課税関係

は終了します。

譲渡損益は、他の株式等の譲渡損益（上場株式等以外との損益通算については、確定申告を行った

場合に限ります。）および上場株式等の配当所得（申告分離課税を選択した場合または源泉徴収

選択口座へ受け入れた上場株式等の配当所得の金額に限ります。）との損益通算が可能です。申告

分離課税を選択した場合、損失の翌年以降３年間の繰越も可能です。

（６）ファンドの償還についても譲渡があったものとみなされ、（５）と同様の取扱いとなります。

（７）日本の個人受益者についての分配金ならびに譲渡および買戻しの対価については、一定の場合、支

払調書が税務署長に提出されます。

（注）日本の受益者は、個人であるか法人であるかにかかわらず、ケイマン諸島に住所または登記上の営業所もしくは恒久的施設を

有しない場合、受益証券への投資に対しケイマン諸島税務当局により課税されることは一切ありません。

②　ケイマン諸島

ケイマン諸島の政府は、現行法上、トラスト、ファンドまたは受益者に対して、いかなる所得税、法人税ま

たは資本利得税、遺産税、相続税、贈与税または源泉徴収税も課しません。ケイマン諸島は、トラストに関す

るあらゆる支払いに適用される二重課税防止条約をいかなる国とも締結していません。

トラストは、信託法第81条に従い、トラストに関連し、ケイマン諸島総督から保証書の交付を受けていま

す。かかる保証書には、トラストの設立日から50年の間、ケイマン諸島で制定された所得、資本資産、資本利

得もしくはキャピタル・ゲインに対する課税の根拠となる法律または遺産税もしくは相続税と同種の税

の課税根拠となる法律のいずれも、トラストを構成する財産もしくはトラストから生じる収益に対してま

たはかかる財産もしくは収益に係る受託会社もしくは受益者に対して適用されないことが明記されます。

ケイマン諸島において、受益証券の譲渡または買戻しに対し印紙税は課せられません。

５【運用状況】

（１）【投資状況】

該当事項はありません。

（２）【投資資産】

該当事項はありません。

（３）【運用実績】

該当事項はありません。

なお、ファンドにはベンチマークはありません。

（４）【販売及び買戻しの実績】

該当事項はありません。

第２【管理及び運営】

１【申込（販売）手続等】

（１）海外における販売手続等

円投資型1301に関して、ファンド証券の申込みは、2013年１月９日から2013年１月30日（または受託会社

がその絶対的な裁量において決定することのできるこれより遅い日）まで受け付けられます。円投資型

1301のファンド証券の申込みは、管理事務代行会社に対して、完全に記入済かつ締結済の申込契約および申

込契約の条件に従って必要とされる付属情報を2013年１月30日または受託会社がその絶対的な裁量により

決定するそれよりも後の日までに提出することによって行われなければなりません。
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円投資型1301のファンド証券の申込みの決済資金は、発行日（以下に定義します。）の正午（ルクセンブ

ルグ時間）までに管理事務代行会社によって受領されなければなりません。ただし、受託会社は（その代理

人である管理事務代行会社を通じて）、支払いが遅延した申込代金を締切に従って届いたものとみなして

受理することができます（ただし、受領する義務は負いません。）。

円投資型1301のファンド証券は、2013年１月30日または受託会社がその絶対的な裁量において決定する

ことのできるこれより遅い日に発行されます（以下「発行日」といいます。）。

ファンド証券の端数は、発行されません。

円投資型1301のファンド証券に関するファンド証券一口当たり発行価格は10,000円とし、最低申込額は

10,000円とします。

ファンドは、適格投資家
（注）

からの申込みのみ受理します。

申込契約の受領後、可能な限り早く、管理事務代行会社は、投資家に対して、ファンドがその申込みを受理

したか拒絶したかを通知します。申込みが全部または一部受理された場合、管理事務代行会社は、投資家に

対して、発行日に発行されたファンド証券口数の確認書を発行します。

受託会社または管理会社は、その絶対的な裁量において申込みの一部のみを受理する、または申込みの全

部を拒絶することができます。すべての申込申請は、受託会社または管理会社によって受理されるにしても

拒絶されるにしても全額について撤回不能です。

管理費用を最小限にするため、ファンド証券は記名式のみで発行され、いかなる証書も発行されません。

投資者の申込がファンドによって受理された場合、ファンド証券は発行日に発行されたものとみなされる

ものとし、かかるファンド証券の申込者については受益者名簿への登録が発行日以降になる可能性がある

にもかかわらず、申込代金は発行日からファンドにおいてリスクにさらされます。

申込日以後、投資者は、申込に関して管理事務代行会社により受領された購入代金について、いかなる所

有権も有しません。したがって、申込みの全部が拒絶された場合、当該申込に関して管理事務代行会社が受

領した購入代金の額に相当する額が、拒絶された投資者のリスク負担および費用負担において、何ら利息を

付されずに、送金元の口座に速やかに支払われます。

管理会社は、停止事由が発生したと自らが判断する場合、申込みを延期することができます。後記「３　資

産管理等の概要、（１）資産の評価、②純資産価額の計算の停止」をご参照ください。

（注）「適格投資家」とは、ファンド証券への投資に付随するリスクを認識し、引き受け、負担することができることを明示的に宣言

した者をいいます。ただし、以下の者を除きます。

１）（ｉ）（1933年米国証券法（改正済）に基づき発布されたレギュレーションＳのルール902（ｋ）に定義される）「米国

人」または（1940年米国投資会社法（改正済）における意味の範囲内における）米国居住者、（ⅱ）（米国商品先物取引

委員会によって発布されたルール4.7に定義される）「非米国人」の定義に該当しない者、（ⅲ）ケイマン諸島の市民もし

くは居住者もしくはケイマン諸島に所在地を置く者もしくは法主体（ケイマン諸島で設立された免除または非居住の法主

体を除きます。）、または（ⅳ）上記（ｉ）、（ⅱ）もしくは（ⅲ）に掲げた者もしくは法主体の保管人、名義人もしくは受

託者

２）ただし、以下の場合、当該者は適格投資家とはなりません。

ａ）当該者が、自己、ファンドもしくはその他の者に適用されるか否かを問わず、法令に違反することなく受益証券を取得ま

たは保有することができない場合

ｂ）当該者の投資（同一の状況において、個人による投資または他の受益者と共同での投資のいずれかを問いません。）の結

果、（ｉ）受託会社、ファンドもしくはファンド業務提供会社が本来負わずに済むはずの納税義務を負い、もしくはこれ

らが本来被らずに済むはずの金銭的不利益を被ることとなる可能性、または、（ⅱ）受託会社もしくはファンドが、ケイ

マン諸島以外の法域の法律（1940年米国投資会社法（改正済）または1940年米国投資会社法（改正済）を含みますが、

これらに限られません。）に基づき、そのファンド証券の登録を義務づけられる、もしくは登録することとなる可能性が

ある場合

ｃ）当該者が、上記（ａ）または（ｂ）の該当者の保管人、名義人または受託者である場合

（２）日本における販売手続等

日本においては、前記「第一部 証券情報、（７）申込期間」記載の申込期間に１口当たり10,000円で販

売会社により取扱いが行われます。

販売会社は、「外国証券取引口座約款」およびその他所定の約款を投資者に交付し、投資者は当該約款に

基づく取引口座の設定を申込む旨を記載した申込書を提出します。
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ファンド証券の申込には申込手数料は課せられません。

ファンド証券の保管を販売会社に委託した投資者の場合、販売会社から買付代金の支払いと引換えに取

引報告書を受領します。

２【買戻し手続等】

（１）海外における買戻し手続等

受益者は、各買戻日現在の円投資型1301のファンド証券の全部または一部を、当該買戻日現在のファンド

証券一口当たり純資産価格で買戻しをするようにファンドに請求することができます。円投資型1301に関

しては、各営業日を買戻日としますが、管理会社および受託会社は、その絶対的な裁量において、営業日以外

の日も買戻日とすることができます。

受益者は、買戻日において円投資型1301のファンド証券の買戻しを行うためには、その買戻日における正

午（ルクセンブルグ時間）までに管理事務代行会社に買戻請求を提出する必要があります。当該期限後に

管理事務代行会社が受領した買戻請求はいずれも、翌買戻日に持ち越されます。

円投資型1301のファンド証券の買戻しは、以下に詳細が記載されるとおり、当該ファンド証券が買い戻さ

れるまでの保有期間に応じた買戻手数料の対象となる場合があります。買戻手数料は管理会社に対して支

払われます。

円投資型1301には以下の買戻手数料が適用されます。買戻手数料は、買い戻されるファンド証券の募集時

に受益者によって支払われた申込価格の総額に下記の率を乗じた額です。

（買戻請求がなされた）円投資型1301が買戻日において

買い戻されるまでファンド証券が発行されていた期間

受益者の買戻代金から控除され

る買戻手数料

１年未満 2013年１月30日から2014年１月29日まで 3.00％

１年以上２年未満 2014年１月30日から2015年１月29日まで 2.50％

２年以上３年未満 2015年１月30日から2016年１月29日まで 2.00％

３年以上４年未満 2016年１月30日から2017年１月29日まで 1.50％

４年以上５年未満 2017年１月30日から2018年１月29日まで 1.00％

５年以上６年未満 2018年１月30日から2019年１月29日まで 0.50％

６年以上 2019年１月30日以降 かかりません

買戻請求には、買戻請求が実行される買戻日および該当する買戻日に各クラスに関して買戻されるファ

ンド証券の口数を記載しなければなりません。

買戻請求を受領した後、合理的に実行可能な限り早く、管理事務代行会社は、買戻しを希望する受益者に

対して、当該買戻請求が受理されたかまたは受理される見込みを通知し、受益者に支払われるべき買戻価格

を伝えます。なお、買戻代金は、通常、該当する買戻日（同日を含みます。）から起算して４営業日以内に日

本円で支払われる予定です。

管理会社は、受託会社と協議の上で、受益者が行う買戻しについて定めるあらゆる条件を放棄または修正

することができます。管理会社は、受託会社と協議の上で、ある買戻請求について、当該買戻しにより他の受

益者が不利益を被る、もしくはファンドの資産の適切な管理を侵害すると判断する場合、またはその買戻代

金の支払いがいずれかの法域のマネー・ロンダリング防止法に反する場合、その全部または一部の受理を

拒否することができます。

管理会社は、受託会社と協議の上で、停止事由（下記「３　資産管理等の概要、（１）資産の評価、②純資

産価額の計算の停止」をご参照ください。）が発生していると判断する場合、買戻しを拒絶することができ

ます。停止事由の発生により買戻請求が受理されない場合、当該買戻請求は撤回されたものとして扱われ、

管理会社が停止事由の終了を決定して買戻請求の提出を認めた場合、受益者は新たな買戻請求を提出する

必要があります。

停止事由が発生した場合を除いて、すべての買戻請求は撤回不能です。ただし、受益者の書面による要求

に基づいて買戻請求の一部または全部を放棄するという決定を受託会社が管理会社と協議の上でした場合
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はこの限りではありません。

償還

円投資型1301のすべての残存資産は、発行日の７年後の応当日より前の営業日に清算されます。したがっ

て、円投資型1301のすべての残存資産は2020年１月29日に清算される予定です。残存する受益者について

は、資産清算後のファンド証券一口当たり純資産価格で償還され、当該日が償還日となるものとします。

強制買戻し

受託会社または管理会社が、ファンド証券が適格投資家ではない者によって保有されている、もしくはか

かる者のために保有されている、またはファンド証券の保有がいずれかの法域の法律に基づき違法である

と判断する場合、当該ファンド証券は、通知なくして、受託会社または管理会社が選択する任意の買戻日に

ファンド証券一口当たり純資産価格で強制的に買い戻される場合があります。

繰上償還

ファンドの純資産総額が10億円を下回った場合、管理会社は、少なくとも30日前までに書面により受益者

に対して通知することにより、次に到来する買戻日に発行済みの（一部ではなく）すべてのファンド証券

を繰上償還することができます。当該ファンド証券は、上記の買戻手数料が課せられます。ただし、管理会社

が、その絶対的な裁量に基づいて、買戻手数料を免除することができます。

受益証券の譲渡

受益者は、ファンドに事前の書面通知を行わず、かつ、管理会社から事前の書面による同意を受領するこ

となく、適格投資家に対して当該受益者の保有するファンド証券の全部または一部を譲渡または贈与その

他により処分してはなりません。管理会社と協議の上、受託会社は、絶対的な裁量に基づいて、当該同意をし

ないことができます(なお、当該同意は、一般的に与えることは予定されておりません。)。

なお、別途、ファンド証券は、受託会社またはその代行会社が了承する書面証書を締結し交付する事に

よってのみ譲渡することができます。ファンド証券の譲渡を希望する受益者は、まず管理事務代行会社に連

絡すべきです。

（２）日本における買戻し手続等

原則として毎営業日に換金（買戻し）請求を受付けます。ただし、以下のいずれかの休業日、および毎年

12月24日には、換金（買戻し）の受付は行いません。

●　ルクセンブルグの銀行

●　ニューヨーク証券取引所

●　ロンドン証券取引所

●　東京証券取引所

午後３時までに換金（買戻し）のお申込みが行われ、かつお申込みについての販売会社所定の事務手続

が完了したものを当日のお申込み受付分とします。

換金（買戻し）価額は、管理事務代行会社が換金（買戻し）請求を受領した日に計算される１口当たり

純資産価格です。

換金（買戻し）代金は、約定日（販売会社が換金（買戻し）注文の成立を確認した日。通常、お申込み日

の翌国内営業日）から起算して４国内営業日目からお支払いします。

設定日（2013年１月30日）から６年未満で換金（買戻し）する場合、換金（買戻し）時に以下の換金

（買戻し）手数料が適用されます。

換金（買戻し）請求日
１口当たり換金（買戻し）

手数料

2013年（平成25年）１月30日から2014年（平成26年）１月29日まで300円

2014年（平成26年）１月30日から2015年（平成27年）１月29日まで250円

2015年（平成27年）１月30日から2016年（平成28年）１月29日まで200円
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2016年（平成28年）１月30日から2017年（平成29年）１月29日まで150円

2017年（平成29年）１月30日から2018年（平成30年）１月29日まで100円

2018年（平成30年）１月30日から2019年（平成31年）１月29日まで50円

2019年（平成31年）１月30日以降 かかりません

例えば、2014年１月30日に換金を請求した場合、１口当たり250円、また、2015年１月30日に換金を請求し

た場合、１口当たり200円の手数料をお支払いいただきます。

換金手数料は繰上償還の場合にも発生する場合があります。

なお、換金（買戻し）手数料には消費税は課せられません。

３【資産管理等の概要】

（１）【資産の評価】

①　純資産価格の計算

管理事務代行会社は、受託会社の最終権限の下で、ファンドのすべての資産評価を行います。

各計算日におけるファンドの純資産総額およびファンド証券一口当たり純資産価格の決定に際して、当

該計算日におけるルクセンブルグ時間午後６時頃の国際的な価格提供会社による直近の価格が評価のた

めに用いられます。最初のファンド証券一口当たり純資産価格の計算は、発行日に行われるものとします。

計算日におけるファンド証券一口当たり純資産価格は、原則として、当該計算日の直後の日本における

営業日に受益者および管理会社において入手可能となります。

特定のクラスのファンド証券一口当たり純資産価格は、（ａ）当該クラスに帰属する資産総額から当該

クラスに帰属する負債（当該クラスの管理、法務、監査その他専門家報酬および費用の比例按分額を含み

ますが、これらに限られません。）を控除して得られた額を、（ｂ）当該クラスの受益証券総数で除して計

算されます。各クラスは、当該クラスに帰属することが明確である収益、利益、損失、経費、収入および支出

を負担します。したがって、特定のクラスのファンド証券一口当たり純資産価格は、他のクラスのファンド

証券一口当たり純資産価格と異なる場合があります。

ファンドの各クラスの、ファンド証券一口当たり純資産価格は円建てとします。ファンド証券一口当た

り純資産価格は、１円単位に四捨五入されます。

管理事務代行会社は、以下に定めるガイドラインを使用してファンドの資産を評価します。

（ａ）証券取引所もしくは店頭市場に上場され、または証券取引所もしくは店頭市場で値付けされてい

る証券は、関連する評価日における直近の入手可能な取引価格か、または当該日に取引が行われな

かった場合は最終仲値、買呼値もしくは売呼値のうち関係評価日時点で入手可能な価格（管理事

務代行会社が保有規模を考慮した上でその裁量により適切と判断する方法により調整されま

す。）で評価され、特定の証券につき複数の取引所または店頭市場で価格が入手可能である場合、

当該証券の価格は、最終取引価格となるか、または最終仲値、買呼値もしくは売呼値のうち当該証

券の主要市場である取引所もしくは店頭市場または当該証券に値を付けるにあたり最も公正な基

準を提供すると管理事務代行会社が判断する取引所もしくは店頭市場（場合によります。）にお

いて入手可能な価格となります。

（ｂ）証券取引所もしくは店頭市場に上場され、または証券取引所もしくは店頭市場で値付けされてい

るものの、かかる証券取引所もしくは店頭市場で定期的に取引されていないか、またはかかる証券

取引所もしくは店頭市場に関し上記の価格が入手可能でない証券は、管理事務代行会社または管

理事務代行会社によりかかる目的で承認される適格な者により、原価、当該証券の直近の取引価

格、保有規模（発行済当該証券の総額を考慮します。）および評価へのプラスまたはマイナスの調

整を検討する上で関連性があると管理事務代行会社がその裁量により判断するその他の要因を考

慮した上で慎重かつ誠実に見積もられる推定実現価格で評価されます。
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（ｃ）証券取引所もしくは店頭市場に上場されておらず、または証券取引所もしくは店頭市場で値付け

されていない証券は、年１回または管理事務代行会社もしくは管理事務代行会社によりかかる目

的で承認されるその他の適格な者により必要と判断される時点に慎重かつ誠実に見積もられる推

定実現価格で評価されます。

（ｄ）取引所または市場で取り扱われ、または取引されるデリバティブ商品は、該当する取引所または市

場における当該決済価格で評価されます。かかる価格が入手可能でない場合、当該商品の価格は、

管理事務代行会社によりかかる目的で承認される適格な者により慎重かつ誠実に見積もられる推

定実現価格となります。取引所または市場で取り扱われておらず、または取引されていないデリバ

ティブ商品は、取引相手方から得られる評価額に基づき評価されます。

（ｅ）集団投資スキームまたはその他のオープン・エンド型投資法人への投資は、かかる集団投資ス

キームまたはその他のオープン・エンド型投資法人における投資口または受益証券の入手可能な

最新の純資産価格で評価されます。

（ｆ）預金は、預入金額に経過利息を加算した価格で評価されます。

（ｇ）日本円以外の通貨による一切の価額（投資対象の価額か、現金の価額か、または当座勘定もしくは

預金勘定における金額の価額かを問いません。）は、ロンドン時間午後４時時点のWM／ロイターの

最終の直物為替相場を用いて日本円相当額に換金されます。

（ｈ）残余満期が60暦日以下である短期投資は、償却価格でまたは満期の61日前における市場価格と額

面金額との差額を償却することにより評価されます。

管理事務代行会社は、受託会社の最終権限の下で、上記の評価原則が不明瞭または公平でない状況にお

いてかかる評価原則を適用する方法を決定します。受託会社は、複数の方法が適用されるか、または法律に

適う状況においてかかる評価原則を適用する方法を決定します。

投資運用会社は、受託会社または管理事務代行会社が支援を求め、または検討を求めて特定する組入証

券価額の決定について、合理的な支援を提供します。当該支援には、（ⅰ）組入証券の価額が、コーポレー

ト・アクション、新しい情報、重大な事象を反映していない場合または当該証券の公正な評価が必要であ

るかどうかを決定するための検討を別途必要とする場合に、受託会社または管理事務代行会社に通知する

こと、（ⅱ）投資運用会社が証券の公正価額を決定するための自身の手順に従って当該証券の価額を決定

した場合に受託会社または管理事務代行会社に通知すること、および（ⅲ）受託会社または管理事務代行

会社の合理的な要求に応じて、ファンドが所有する証券に関してブローカー／ディーラーもしくはマー

ケット・メーカーから買呼値および売呼値または相場の情報ソースを受託会社または管理事務代行会社

が取得するのを支援することを含むことがあります。投資運用会社は、管理事務代行会社または受託会社

に対していかなる価格算定サービスも提供しません。

受託会社またはその代行会社は、純資産総額またはファンド証券一口当たり純資産価格の過去の誤計算

に対応するために必要とされる口数の新規のファンド証券を発行することができ、または必要とされる口

数の発行済ファンド証券を（受益者に買戻代金を支払うことなく）強制的に買い戻すことができます。

受託会社は、停止事由が発生したと判断する場合に、ファンドの純資産総額および／またはファンド証

券一口当たり純資産価格の決定を停止（および該当する計算日を延期）することができます。後記「３　

資産管理等の概要、（１）資産の評価、②純資産価額の計算の停止」をご参照ください。かかる場合、管理

事務代行会社は、すべての受益者に対し、当該停止および延期を速やかに通知します。

なお、円投資型1301には以下の規定が適用されることについてご留意ください。

申込日に大量の申込みがあった場合、取引その他の費用により、ファンドの純資産総額が希薄化されて

しまうことがあります。こうした状況において、受託会社は、その単独の裁量により、管理会社と協議の上、

こうした取引その他の費用を反映するため、円投資型1301の申込みに対して有効な希薄化防止調整を行う

ことができます。こうした決定（希薄化防止調整の実施方法を含みます。）は、申込日より前に、当該申込

日において予想されるファンドの申込みおよび買戻しの量に基づいて行われます。
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②　純資産価格の計算の停止

管理会社は、受託会社と協議の上で、以下のいずれかが発生した場合、その単独かつ絶対的な裁量におい

ていつでも、ファンド証券の購入、転換および買戻しその他ファンド証券に係る取引、買戻代金の支払いな

らびに／またはファンドの純資産総額および／もしくはファンド証券一口当たり純資産価格の計算を一

時的に停止することができます。

（ａ）ファンドの資産の一部が定期的に値付けもしくは取引される、証券取引所、商品取引所または店頭

市場が閉鎖される場合（休日を除きます。）またはこれらにおける取引が制限もしくは停止され

ている場合

（ｂ）買戻しに応じるための代金の支払いまたは当該買戻代金に充当するためのファンドの資産の売却

がファンドの利益を損なうと管理会社が受託会社と協議の上で判断した場合（ただし、いずれか

の買戻日において合計でファンドが発行する受益証券の30％を超える買戻請求を受けた場合に

は、管理会社が受託会社と協議することなく当該権限を行使することができることに、受託会社と

管理会社は合意しています。）

（ｃ）ファンドが、買戻代金を支払うための資金を送金することができない期間、またはファンドの投資

対象の一部の換金が当面できないか当該換金に関連する資金の移転もしくは支払いを通常の価格

もしくは通常の為替レートで行うことができないと管理会社が受託会社と協議の上で判断する期

間

（ｄ）クラスのファンド証券一口当たり純資産価格を正確かつ適時に決定することができない場合

（ｅ）今後の買戻しに備えてファンド資産の売却を適正に行うために必要である場合

（ｆ）管理会社が、受託会社からの通知を受けて、ファンド、受託会社、管理事務代行会社、保管会社、管理

会社または投資運用会社に適用されるマネー・ロンダリング防止法令または「顧客確認」法令を

遵守するために停止が必要であると認める場合

（ｇ）管理会社が、受託会社と協議の上で、受益者全体の最善の利益になると判断する場合

（２）【保管】

ファンド証券が販売される海外においては、ファンド証券の確認書は受益者の責任において保管されま

す。

日本の投資者に販売されるファンド証券の確認書は、販売会社の保管者名義で保管されます。

ただし、日本の受益者が別途、自己の責任で保管する場合は、この限りではありません。

（３）【信託期間】

信託期間は、原則として、ファンドの設定日である信託証書の締結日（2012年４月11日）から150年間存

続しますが、後記「（５）その他　② ファンドの解散」記載の事由が発生した場合は、それ以前に終了する

ことがあります。

円投資型1301は、2020年１月29日に償還される予定です。

（４）【計算期間】

ファンドの計算期間は毎年11月30日に終了します。円投資型1301についての第１期の年次報告書は2013

年11月30日に終了する期間に対して作成されます。

（５）【その他】

①　発行限度額

ファンド証券の発行限度口数は設けられていません。

②　ファンドの償還
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ファンドは、以下のいずれかの事由が生じた時点で償還します。

・管理会社が、その職務を遂行する能力がないか、もしくは能力がなくなる可能性があり、またはその職

務遂行を怠り、かつ、管理会社の後任となる者を任命できないと受託会社が合理的に判断した場合

・ファンドを存続させることまたはファンドを別の法域に移転することが、違法となる場合、または受託

会社もしくは管理会社が実行不可能、非経済的、不得策もしくは受益者の利益に反することとなると判

断した場合

・ファンドの受益者が、シリーズ・トラスト決議により償還を決定する場合

・信託証書の日付に始まり、その149年後に満了する期間の最終日

・任意買戻しまたは強制買戻しによるかを問わず、すべての発行済のファンド証券が買い戻される場合

・受託会社がファンドの受託者を退任する意思を書面により通知し、または受託会社が任意清算もしく

は強制清算される場合で、受託会社もしくはファンドの受益者のいずれもが信託証書の条件に従って受

託会社の後任として受託者の職務を引き受ける他の者を任命できないか、任命を得ることができないと

き

・管理会社が、信託証書の規定に従って自ら後任の管理会社を任命することなく、ファンドの管理者を退

任する意思を書面により通知した場合で受託会社またはファンドの受益者のいずれもが信託証書の条

件に従って管理会社の後任として管理会社の職務を引き受ける他の者を任命できないか、任命を得るこ

とができないとき

円投資型1301は、2020年１月29日に償還される予定です。なお、ファンドの純資産総額が10億円を下回っ

た場合、繰上償還が行われる場合があります。

上記のいずれかの事由についての受託会社または管理会社（該当する方）の決定は最終的なものであ

り、すべての関係当事者を拘束し、受託会社および管理会社は、信託証書において定義される通り、故意、詐

欺または重過失がない限り、ファンドの終了の失敗について何らの責任も負いません。

ファンドが償還手続を開始した場合、管理会社はすべての受益者に対して、当該償還について通知を行

うものとします。その後、管理会社は、ファンドの投資資産を売却または現金化し、まず、ファンドに関して

受託会社が行った借入れ（およびその利息）の返済を行うものとし、次に、ファンドのすべての費用、債

務、手数料および出費を支払うものとします。かかる現金化および借入金の返済は、管理会社が決定すると

ころにより、ファンドの償還手続の開始後、合理的な期間の範囲内および方法により、行われるものとしま

す。

管理会社は、現金化した手取り額について、償還時の登録上の受益者に対して、保有比率に応じて、分配

するものとします。現物での分配は行わないものとします。

受益者への償還金のお支払いには、信託期間終了日から半年程度、または監査手続等の進捗によっては

さらに時間を要する場合があります。

③　信託証書の変更等

信託証書は、トラストのファンド証券のすべての保有者または関連するシリーズ・トラストのファンド

証券の保有者へ受託会社からの書面通知を行うことで、受託会社と管理会社との合意によって随時変更す

ることができます。受託会社または管理会社が、（ｉ）自己の意見において、当該変更が、トラストのファ

ンド証券のその時点における既存の保有者または場合によって関連するシリーズ・トラストのファンド

証券の保有者の利益を著しく害するものではなく、かつ、受託会社をファンド証券の当該保有者に対する

責任から免除するために作用するものではないこと、または（ⅱ）自己の意見において、当該変更が、会計

上、法律上もしくは公的な要請（法的効力を有するか否かを問いません。）に従うために必要であること

を書面で証明する場合を除いて、当該変更は、当該変更を承認するための受益者決議またはシリーズ・ト

ラスト決議（場合によります。）を要します。

④　関係法人との契約の更改等に関する手続

管理事務代行契約

管理事務代行契約は、一方当事者が他方当事者に対し、60日以上前に書面による通知をすることにより
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終了することができます。

同契約は、ケイマン諸島法に準拠し、同法により解釈されるものとし、同法に基づき変更することができ

ます。

投資運用契約

投資運用契約は、一方当事者が他方当事者に対し、90日以上前に書面による通知をすることにより終了

することができます。

同契約は、英国法に準拠し、同法により解釈されるものとし、同法に基づき変更することができます。

副投資運用契約

副投資運用契約は、投資運用会社または副投資運用会社が他方当事者に対し、書面による通知をするこ

とによりいつでも終了することができます。

同契約は、英国法に準拠し、同法により解釈されるものとし、同法に基づき変更することができます。

保管契約

保管契約は、一方当事者が他方当事者に対し、60日以上前に書面による通知をすることにより終了する

ことができます。

同契約は、ケイマン諸島法に準拠し、同法により解釈されるものとし、同法に基づき変更することができ

ます。

代行協会員契約書

代行協会員契約は、一方当事者が他方当事者に対し、３か月以上前に書面による通知をすることにより

終了することができます。

同契約は、日本法に準拠し、同法により解釈されるものとし、同法に基づき変更することができます。

受益証券販売・買戻契約書

受益証券販売・買戻契約は、一方当事者が他方の当事者に対し、３か月以上前に書面による通知をする

ことにより終了することができます。

同契約は、日本法に準拠し、同法により解釈されるものとし、同法に基づき変更することができます。

４【受益者の権利等】

（１）【受益者の権利等】

受益者がトラストに関し、自己の受益権を直接行使するためには、登録名義人となっているかまたはファ

ンド証券を保持していなければなりません。従って、販売会社にファンド証券の保管を委託している日本の

受益者は、登録名義人ではなく、また、ファンド証券も保持していないため、トラストに関する受益権を行使

することはできません。日本の投資者は、販売会社との間の口座契約に基づき、販売会社をして、自らのため

に受益権を行使させることができます。ファンド証券の保管を販売会社に委託していない日本の投資者は、

自己が決める方法により権利行使を行うことができます。

投資者の有する主な権利は次のとおりです。

（ⅰ）分配金請求権

受益者は、管理会社の決定したトラストの分配金を請求する権利を有します。受益者は、ファンド決議に

より、随時受託会社に対して中間分配を行うよう指示することができます。

（ⅱ）買戻請求権

受益者は、ファンド証券の買戻しを、信託証書の規定および本書の記載に従って請求する権利を有しま

す。

（ⅲ）残余財産分配請求権

ファンドの終了日における当該ファンドの登録名義人は、当該ファンドの資産を換金することにより得

られるすべての純手取金および当該ファンドの当該クラスの受益証券の資産の一部を構成している分配

可能なその他の金銭を、自らが保有しているまたは保有しているものとみなされる当該ファンドの各クラ

ス受益証券の口数に応じて分配するよう請求する権利を有します。
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（ⅳ）議決権

受益者は、信託証書の規定に従って議決権を行使する権利を有します。

（２）【為替管理上の取扱い】

2012年12月21日現在、日本の受益者に対するファンド証券の分配金、買戻代金等の送金に関して、ケイマ

ン諸島における外国為替管理上の制限はありません。

（３）【本邦における代理人】

森・濱田松本法律事務所

東京都千代田区丸の内二丁目６番１号　丸の内パークビルディング

上記代理人は、管理会社から日本国内において、

（ⅰ）管理会社またはファンドに対する、法律上の問題および日本証券業協会の規則上の問題について一

切の通信、請求、訴状、その他の訴訟関係書類を受領する権限、

（ⅱ）日本におけるファンド証券の募集販売および買戻しの取引に関する一切の紛争、見解の相違に関す

る一切の裁判上、裁判外の行為を行う権限

を委任されています。なお、関東財務局長に対するファンド証券の募集、継続開示等に関する届出代理人

および金融庁長官に対する届出代理人は、

弁護士 三　浦　　　健

東京都千代田区丸の内二丁目６番１号　丸の内パークビルディング

森・濱田松本法律事務所

です。

（４）【裁判管轄等】

日本の投資者が取得したファンド証券の取引に関連する訴訟の裁判管轄権は下記の裁判所が有すること

を管理会社は承認しています。

東京地方裁判所　　東京都千代田区霞が関一丁目１番４号

確定した判決の執行手続は、関連する法域の法令に従って行われます。
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第３【ファンドの経理状況】

１【財務諸表】

（１）【貸借対照表】

該当事項はありません。

（２）【損益計算書】

該当事項はありません。

（３）【投資有価証券明細表等】

該当事項はありません。

２【ファンドの現況】

【純資産額計算書】

該当事項はありません。
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第４【外国投資信託受益証券事務の概要】

（イ）ファンド証券の名義書換

ファンドの記名式証券の名義書換機関は次のとおりです。

名　　称　ノムラ・バンク（ルクセンブルグ）エス・エー

取扱場所　ルクセンブルグ大公国　エスペランジュ　ガスペリッシュ通り　33番Ａ棟

日本の受益者については、ファンド証券の保管を販売会社に委託している場合、販売会社の責任で必要な名

義書換手続がとられ、それ以外のものについては本人の責任で行います。

名義書換の費用は受益者から徴収されません。

（ロ）受益者集会

受託会社または管理会社は、

（ａ）信託証書の規定に基づき要求された場合、

（ｂ）（受益者総会の場合）トラストの発行の時点において、受益証券の10分の1以上を保有する受益者が

書面により要求した場合、

（ｃ）（いずれかのシリーズ・トラストの受益者総会の場合）当該シリーズ・トラストの発行の時点にお

いて、受益証券の10分の1以上を保有する受益者として登録されている受益者が書面により要求した

場合、

（ｄ）（受益証券のいずれかのクラスまたはシリーズの総会の場合）当該クラスまたはシリーズの発行の

時点において受益証券の10分の1以上を保有する受益者として登録されている受益者が書面により

要求した場合、

トラスト、該当するシリーズ・トラストまたはシリーズ・トラストの該当するクラスまたはシリーズの受益

者総会を、当該通知に記載する日時および場所において招集するものとします。

（ハ）受益者に対する特典

受益者に対する特典はありません。

（ニ）受益証券の譲渡制限の内容

受益者は、ファンドに事前の書面通知を行わず、かつ、管理会社から事前の書面による同意を受領することな

く、適格投資家に対して当該受益者の保有するファンド証券の全部または一部を譲渡または贈与その他により

処分してはなりません。管理会社と協議の上、受託会社は、絶対的な裁量に基づいて、当該同意をしないことが

できます（なお、当該同意は、一般的に与えることは予定されておりません。）。

なお、別途、ファンド証券は、受託会社またはその代行会社が了承する書面証書を締結し交付することによっ

てのみ譲渡することができます。ファンドのファンド証券の譲渡を希望する受益者は、まず管理事務代行会社

に連絡すべきです。

※なお、ここでいう「受益者」とは販売会社を指します。

（ホ）その他外国投資信託受益証券事務に関し投資者に示すことが必要な事項

該当事項ありません。
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第三部【特別情報】

第１【管理会社の概況】

１【管理会社の概況】

（１）資本金の額（2012年11月末日現在）

2012年11月末日現在、管理会社の資本金の額は3,500,000円、払込資本の額は60,000,000円であり、全額払

込済です。

管理会社の授権株式総数は3,500,000株であり、発行済株式の総数は3,500,000株です。

最近５年間における資本金の額の増減はありません。

（２）管理会社の機構（2012年11月末日現在）

管理会社はケイマン諸島において設立され、現在存続している法人です。同社の取締役会は、以下の１名

の取締役で構成されます。

取締役 サイモン・エフ・ウォールス

投資運用の意思決定は、投資運用会社であるJPモルガン・アセット・マネジメント（UK）リミテッドに

委託されております。

２【事業の内容及び営業の概況】

管理会社の事業目的は、ケイマン諸島の法律に抵触しない範囲においていかなる制約も受けません。

管理会社は、ファンドの資産の運用、管理およびファンド証券の発行・買戻し等の業務を行います。管理会社

は、投資運用会社であるJPモルガン・アセット・マネジメント（UK）リミテッドにファンドの投資運用業務を

委託しております。

管理会社が運用しているファンドは本書記載のファンドのみです。

2012年11月末日現在、管理会社の管理財産は約382億円です。
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３【管理会社の経理状況】

１．　管理会社であるJPMAM Japan Cayman Fund Limited（以下「当社」といいます。）の財務諸表は、

「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。）第129条第５

項本文を適用し、「特定有価証券の内容等の開示に関する内閣府令」に基づき、「金融商品取引業

等に関する内閣府令」（平成19年内閣府令第52号）に準じて作成しております。

　なお、財務諸表の記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。

２．　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１事業年度（平成23年10月７日か

ら平成23年12月31日まで）の財務諸表について、あらた監査法人により監査を受けております。

（１）【貸借対照表】

第１期

（平成23年12月31日）

資　　産　　の　　部

区　　分 内　　　訳 金　　　額 構成比

（千円） （千円） （％）

流動資産

現金及び預金 59,606

流動資産計 59,606 100.0

資産合計 59,606 100.0

純　資　産　の　部

株主資本

資本金 3,500 5.9

資本剰余金 56,500 94.8

その他資本剰余金 56,500

利益剰余金 △393 △0.7

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 △393

株主資本計 59,606 100.0

純資産合計 59,606 100.0

（２）【損益計算書】

第１期
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〔
自平成23年10月７日

至平成23年12月31日〕
区　　　　　分 内　　　訳 金　　　額 百分比

（千円） （千円） （％）

一般管理費

諸経費 393

一般管理費計 393 100.0

営業損失 △393 100.0

経常損失 △393 100.0

税引前当期純損失 △393 100.0

当期純損失 △393 100.0

株主資本等変動計算書

（単位：千円）

第１期

〔
自平成23年10月７日

至平成23年12月31日〕
株主資本

資本金

当期首残高 3,500

当期末残高 3,500

資本剰余金

その他資本剰余金

当期首残高 56,500

当期末残高 56,500

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

当期首残高 －

当期変動額

当期純損失 △393

当期変動額合計 △393

当期末残高 △393

株主資本合計

当期首残高 60,000

当期変動額

当期純損失 △393

当期変動額合計 △393

当期末残高 59,606
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純資産合計

当期首残高 60,000

当期変動額

当期純損失 △393

当期変動額合計 △393

当期末残高 59,606

重要な会計方針

第１期（自 平成23年10月７日　至 平成23年12月31日）

　当事業年度において、記載すべき事項はございません。

注記事項

（株主資本等変動計算書関係）

第１期（自 平成23年10月７日　至 平成23年12月31日）

発行済株式の種類及び総数に関する事項

当事業年度期首

株式数（株）

当事業年度

増加株式数（株）

当事業年度

減少株式数（株）

当事業年度末

株式数（株）

発行済株式

普通株式 3,500,000 － － 3,500,000

合計 3,500,000 － － 3,500,000

（金融商品関係）

第１期（自 平成23年10月７日　至 平成23年12月31日）

　当社は、当事業年度末において、注記すべき重要な金融商品を有しておりません。

（セグメント情報等）

第１期（自 平成23年10月７日　至 平成23年12月31日）

　当事業年度における売上高がないため、該当事項はございません。

（関連当事者情報）

第１期（自 平成23年10月７日　至 平成23年12月31日）

１．関連当事者との取引
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親会社

種類
会社等の
名称

所在地
資本金
又は
出資金

事業の
内容

議決権等
の所有
(被所有)
割合

関連
当事者
との関係

取引の
内容

取引金額
(千円)

科目
期末
残高
(千円)

親会社

ＪＰモルガン・
アセット・
マネジメント
株式会社

東京都
千代田区

2,218
百万円

金融業
(被所有)
直接100%

設立出資
及び役員
の兼任

設立の
資本取引
（注）

60,000－ －

（注）ＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社により、出資に係る金銭の全額の払い込みを受け

ております。

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

親会社情報

ＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社（非上場）

（１株当たり情報）

第１期

〔
自平成23年10月７日

至平成23年12月31日〕
１株当たり純資産額 17円03銭

１株当たり当期純損失 0円11銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当期純損失であり、また、潜在

株式が存在しないため記載しておりません。

１株当たりの当期純損失の算定上の基礎

損益計算書上の当期純損失 393千円

普通株主に帰属しない金額 －

普通株式に係る当期純損失 393千円

普通株式の期中平均株式数 3,500,000株

EDINET提出書類

ＪＰＭＡＭジャパン・ケイマン・ファンド・リミテッド(E26661)

有価証券届出書（外国投資信託受益証券）

51/74



４【利害関係人との取引制限】

該当事項はありません。

５【その他】

（１）定款の変更

管理会社の定款は、株主総会の特別決議に基づき変更されます。

（２）事業譲渡または事業譲受

該当事項はありません。

（３）出資の状況

該当ありません。

（４）訴訟事件その他の重要事項

2012年12月21日現在、管理会社およびファンドに重要な影響を及ぼした事実、または及ぼすことが予想さ

れる事実は認知しておりません。

第２【その他の関係法人の概況】

１【名称、資本金の額及び事業の内容】

（１）グローバル・ファンズ・トラスト・カンパニー（「受託会社」）

①　資本金の額

2012年11月末日現在、500,000ユーロ（約5,328万円）（払込済株式資本）です。

（注）ユーロの円換算は、2012年11月30日現在の株式会社三菱東京UFJ銀行の対顧客電信売買相場の仲値（１ユーロ＝106.55円）に

よります。

②　事業の内容

受託会社は、適法に設立され、有効に存続し、ケイマン諸島の銀行および信託会社法の規定に基づき事業

を行う認可を得ています。また、受託会社は、ケイマン諸島のミューチュアル・ファンド法に基づくミュー

チュアル・ファンド管理事務代行者の認可を得ています。

（２）ノムラ・バンク（ルクセンブルグ）エス・エー（「管理事務代行会社」および「保管会社」）

①　資本金の額

2012年11月末日現在、28,000,000ユーロ（約29億8,340万円）です。

②　事業の内容

ノムラ・バンク（ルクセンブルグ）エス・エーは、ルクセンブルグの法律に基づき1990年に有限会社と

して設立され、銀行業務に従事しています。

（３）JPモルガン・アセット・マネジメント（UK）リミテッド（「投資運用会社」）

①　資本金の額

2012年11月末日現在、24,000,000英ポンド（約31億6,176万円）です。

（注）英ポンドの円換算は、2012年11月30日現在の株式会社三菱東京UFJ銀行の対顧客電信売買相場の仲値（１英ポンド＝131.74

円）によります。

②　事業の内容

1974年、英国において設立され、投資運用業務および投資顧問業を行っています。

（４）J.P.モルガン・インベストメント・マネージメント・インク（「副投資運用会社」）

①　資本金の額

2012年11月末日現在、4,500,000米ドル（約３億6,954万円）です。
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（注）米ドルの円換算は、2012年11月30日現在の株式会社三菱東京UFJ銀行の対顧客電信売買相場の仲値（１米ドル＝82.12円）に

よります。

②　事業の内容

1988年、米国において設立され、投資運用業務および投資顧問業を行っています。

（５）野村證券株式会社（「代行協会員」および「販売会社」）

①　資本金の額

2012年11月末日現在、100億円です。

②　事業の内容

金融商品取引法に基づく第一種金融商品取引業者として、有価証券の売買、売買の媒介、引受、募集その

他第一種金融商品取引業に関連する業務を行っています。同社は2012年11月末日現在、日本国内に177の本

支店を有し、顧客に第一種金融商品取引業に関するサービスを提供しています。なお、様々な投資運用業者

発行の投資信託について販売会社として、また、外国投資信託の販売会社および代行協会員としてそれぞ

れ証券の販売・買戻しの取扱いを行っています。

２【関係業務の概要】

（１）グローバル・ファンズ・トラスト・カンパニー（「受託会社」）

ファンドに関する受託業務を行います。

（２）ノムラ・バンク（ルクセンブルグ）エス・エー（「管理事務代行会社」および「保管会社」）

ファンドに関する管理事務、登録および名義書換ならびに保管業務を行います。

（３）JPモルガン・アセット・マネジメント（UK）リミテッド（「投資運用会社」）

ファンドに関する投資運用業務を行います。

（４）J.P.モルガン・インベストメント・マネージメント・インク（「副投資運用会社」）

ファンドに関する副投資運用業務を行います。

（５）野村證券株式会社（「代行協会員」および「販売会社」）

代行協会員の業務およびファンド証券の販売・買戻しに関する業務を行います。

３【資本関係】

（１）グローバル・ファンズ・トラスト・カンパニー（「受託会社」）

該当事項ありません。

（２）ノムラ・バンク（ルクセンブルグ）エス・エー（「管理事務代行会社」および「保管会社」）

ノムラ・バンク（ルクセンブルグ）エス・エ－の最終的な親会社である野村ホールディングス株式会社

は、野村證券株式会社の親会社です。

（３）JPモルガン・アセット・マネジメント（UK）リミテッド（「投資運用会社」）

管理会社の間接的な親会社であるJPモルガン・アセット・マネジメント・ホールディングス・インク

は、投資運用会社の間接的な親会社です。

（４）J.P.モルガン・インベストメント・マネージメント・インク（「副投資運用会社」）

管理会社の間接的な親会社であるJPモルガン・アセット・マネジメント・ホールディングス・インク
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は、副投資運用会社の直接的な親会社です。

（５）野村證券株式会社（「代行協会員」および「販売会社」）

野村證券株式会社の親会社である野村ホールディングス株式会社は、ノムラ・バンク（ルクセンブル

グ）エス・エーの間接的な親会社です。

第３【投資信託制度の概要】

１.ケイマン諸島における投資信託制度の概要

1.1　ミューチュアル・ファンド法が制定された1993年までは、ケイマン諸島には投資信託を規制する単独法は存

在しなかった。それ以前は、投資信託は特別な規制には服していなかったが、ケイマン諸島内においてまたは

ケイマン諸島から運営している投資信託の受託者は銀行・信託会社法（2009年改訂）の下で規制されてお

り、ケイマン諸島内においてまたはケイマン諸島から運営している投資運用会社、投資顧問会社およびその

他の業務提供者は、銀行・信託会社法（2009年改訂）、会社管理法（2003年改訂）または地域会社（管理）

法（2007年改訂）の下で規制されていた。

1.2　ケイマン諸島は連合王国の海外領であり、当時は為替管理上は「ポンド圏」に属していたため、多くのユ

ニット・トラストおよびオープン・エンド型の投資信託が1960年代の終わり頃から設立され、概して連合王

国に籍を有する投資運用会社または投資顧問会社をスポンサー（以下「設立計画推進者」という。）として

設立されていた。その後、米国、ヨーロッパ、極東およびラテンアメリカの投資顧問会社が設立計画推進者と

なって、かなりの数のユニット・トラスト、会社ファンド、およびリミテッド・パートナーシップを設定し

た。

1.3　2012年６月30日現在、活動中の規制を受けているオープン・エンド型投資信託の数は10,871であった。

1.4　ケイマン諸島は、カリブ金融活動作業部会（マネー・ロンダリング）およびオフショア・バンキング監督者

グループ（銀行規制）のメンバーである。

２．投資信託規制

2.1　1993年に最初に制定されたミューチュアル・ファンド法は、オープンエンド型の投資信託に対する規則およ

び投資信託管理者に対する規則を制定している。クローズドエンド型ファンドは、ミューチュアル・ファン

ド法のもとにおける規制の対象ではない。銀行、信託会社、保険会社および会社のマネージャーをも監督して

おり金融庁法（2011年改訂）（以下「金融庁法」という。）により設置された法定政府機関であるCIMAが、

ミューチュアル・ファンド法のもとでの規制の責任を課せられている。ミューチュアル・ファンド法は、同

法の規定に関する違反行為に対して厳しい刑事罰を課している。

2.2　投資信託とは、ケイマン諸島において設立された会社、ユニット・トラストもしくはパートナーシップ、また

はケイマン諸島外で設立されたものでケイマン諸島から運用が行われており、投資者の選択により買い戻し

ができる受益権を発行し、投資者の資金をプールして投資リスクを分散し、かつ投資を通じて投資者が収益

もしくは売買益を享受できるようにする目的もしくは効果を有するものと定義されている。

2.3　ミューチュアル・ファンド法第４（４）条のもとで規制を免除されている投資信託は、その受益権に関する

投資者が15名以内であり、その過半数によって投資信託の取締役、受託会社もしくはジェネラル・パート

ナーを選任または解任することができる投資信託およびケイマン諸島外で設立され、ケイマン諸島において

公衆に対して勧誘を行う一定の投資信託である。

３．規制を受ける投資信託の三つの型
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3.1　免許投資信託

この場合、投資信託によってCIMAに対して、投資信託および投資信託に対する業務提供者の詳細を記述し

た法定の様式（MF3）による目論見書がその概要とともに提出され、登録時および毎年3,659米ドルの手数料

が納入されなければならない。設立計画推進者が健全な評判を有し、投資信託を管理するのに十分な専門性

を有した健全な評判の者が存在しており、かつファンドの業務および受益権を募ることが適切な方法で行わ

れると考えられるものとCIMAが判断した場合には、免許が与えられる。それぞれの場合に応じて、投資信託の

取締役、受託会社およびジェネラル・パートナーに関する詳細な情報が要求される。この投資信託は、著名な

評判を有する機関が設立計画推進者であって、投資信託管理者としてケイマン諸島の免許を受けた者が選任

されない投資信託に適している（下記第3.2項参照）。

3.2　管理投資信託

この場合、投資信託は、そのケイマン諸島における主たる事務所として免許投資信託管理者の事務所を指

定する。同管理者および投資信託により作成された目論見書が、投資信託および投資信託に対する業務提供

者の詳細を要約した法定様式（MF2およびMF2A）とともにCIMAに対して提出されなければならない。投資信

託管理者は、設立計画推進者が健全な評判の者であること、投資信託の管理が投資信託管理の十分な専門性

を有する健全な評判の者により管理されること、投資信託業務および受益権を募る方法が適切に行われるこ

と、および投資信託がケイマン諸島において設立または設定されていない場合には、CIMAにより承認された

国または領土において設立または設定されていることを満たしていることが要求される。当初手数料および

年間手数料は3,659米ドルである。投資信託管理者は主たる事務所を提供している投資信託（もしくはいず

れかの設立計画推進者、その取締役、受託会社、もしくはジェネラル・パートナー）がミューチュアル・ファ

ンド法に違反しており、支払不能となっており、またはその他債権者もしくは投資者に対して害を与える方

法で行動しているものと信じる理由があるときは、CIMAに対して報告しなければならない。

3.3　登録投資信託（第４条３項投資信託）

（ａ）規制投資信託の第三の類型はさらに三つの類型に分けられる。

（ⅰ）一投資者当たりの最低投資額が100,000米ドルであるもの

（ⅱ）受益権が公認の証券取引所に上場されているもの

（ⅲ）投資信託が（ミューチュアル・ファンド法で定義される）マスター・ファンドであり、下記の

いずれかに該当するもの

（Ａ）一投資者当たりの最低投資額が100,000米ドルであるもの、または

（Ｂ）受益権が公認の証券取引所に上場されているもの

（ｂ）上記の（ⅰ）および（ⅱ）に分類される投資信託は、投資信託と業務提供者の一定の詳細内容をCIMA

に対して届け出なければならず（MF１様式）、かつ3,659米ドルの当初手数料および年間手数料を支

払わなければならない。上記の（ⅲ）に分類される投資信託で、販売用書類が存在しない場合、投資信

託は、マスター・ファンドの一定の詳細内容をCIMAに対して届け出なければならず（MF４様式）、か

つ3,049米ドルの当初手数料および年間手数料を支払わなければならない。

４．投資信託の継続的要件

4.1　いずれの規制投資信託も、受益権についてすべての重要な事項を記述し、投資希望者が投資するか否かの判

断を十分情報を得た上でなし得るようにするために必要なその他の情報を記載した目論見書を発行しなけ

ればならない。さらに、偽りの記述に対する既存の法的義務およびすべての重要事項の適切な開示に関する

一般的なコモンロー上の義務が適用される。継続的に募集している場合には、重要な変更、例えば、取締役、受

託会社、ジェネラル・パートナー、投資信託管理者、監査人等の変更の場合には改訂目論見書を提出する義務

を負っている。
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4.2　すべての規制投資信託は、CIMAが承認した監査人を選任しなければならず、決算終了から６か月以内に監査

済み会計書類を提出しなければならない。監査人は、監査の過程で投資信託が以下のいずれかに該当すると

いう情報を入手したときまたは該当すると疑う理由があるときはCIMAに対し報告する法的義務を負ってい

る。

（ａ）投資信託がその義務を履行期が到来したときに履行できない、またはそのおそれがある場合

（ｂ）投資信託の投資者または債権者を害するような方法で、自ら事業を行いもしくは行っている事業を解

散し、またはそうしようと意図している場合

（ｃ）会計が適切に監査できるような十分な会計記録を作成せずに事業を行いまたはそのように意図して

いる場合

（ｄ）欺罔的または犯罪的な方法で事業を行いまたはそのように意図している場合

（ｅ）ミューチュアル・ファンド法、ミューチュアル・ファンド法に基づく規則、金融庁法、マネー・ロンダ

リング防止規則（2010年改訂）または免許の条件を遵守せずに事業を行いまたはそのように意図し

ている場合

4.3　すべての規制投資信託は、登記上の事務所もしくは主たる事務所または受託会社の変更があったときはこれ

をCIMAに通知しなければならない。

4.4　2006年12月27日に効力を生じた2006年投資信託（年次申告書）規則に従って、すべての規制投資信託は、投

資信託の各会計年度について、会計年度終了後６か月以内に、規則に記載された項目を含んだ正確で完全な

申告書を作成し、CIMAに提出しなければならない。CIMAは当該期間の延長を許可することができる。申告書

は、投資信託に関する一般的情報、営業情報および会計情報を含み、CIMAにより承認された監査人を通じて

CIMAに提出されなければならない。規制投資信託の運営者は、投資信託にこの規則を遵守させることに責任

を負う。監査人は、規制投資信託の運営者から受領した各申告書をCIMAに適切な時期に提出することにのみ

責任を負い、提出された申告書の正確性または完全性については法的義務を負わない。

５．　投資信託管理者

5.1　免許には、「投資信託管理者」の免許および「制限的投資信託管理者」の免許の二つの類型がある。ケイマ

ン諸島においてまたはケイマン諸島から投資信託の管理を行う場合は、そのいずれかの免許が要求される。

管理とは、投資信託の資産のすべてまたは実質上資産のすべてを支配し投資信託の管理をし、または投資信

託に対して主たる事務所を提供し、もしくは受託会社または投資信託の取締役を提供することを含むものと

し、管理と定義される。

5.2　いずれの類型の免許を受ける者も、規制投資信託を管理するのに十分な専門性を有し、かつ、投資信託管理者

としての業務は、それぞれの地位において取締役、マネージャーまたは役員として適格かつ適正な者により

行われる、という法定のテスト基準を満たさなければならない。免許を受ける者は、上記の事柄を示しかつそ

のオーナーのすべてと財務構造およびその取締役と役員を明らかにして詳細な申請書をCIMAに対し提出し

なければならない。かかる者は少なくとも２名の取締役を有しなければならない。投資信託管理者の純資産

は、最低約48万米ドルなければならない。制限的投資信託管理者には、最低純資産額の要件は課されない。投

資信託管理者は、ケイマン諸島に２名の個人を擁する本店をみずから有しているか、ケイマン諸島の居住者

であるかケイマン諸島で設立された法人を代行会社として有さねばならず、制限なく複数の投資信託のため

に行為することができる。

5.3　投資信託管理者の責任は、まず受諾できる投資信託にのみ主たる事務所を提供し、上記第3.2項に定めた状況

においてCIMAに対して知らせる法的義務を遵守することである。

5.4　制限的投資信託管理者は、CIMAが承認する数の免許投資信託に関し管理者として行為することができるが、

ケイマン諸島に登記上の事務所を有していることが必要である。この類型は、ケイマンに投資信託・マネ

ジャーの会社を創設した投資信託設立推進者が投資信託に関連した一連のファミリー・投資信託を管理す

ることを認める。CIMAの承認を条件として関連性のないファンドを運用することができる。現在の方針では、
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制限的投資信託管理者は、投資信託に対して主たる事務所を提供することが許されていない。しかし、制限的

投資信託管理者が投資信託管理業務を提供する各規制投資信託は、ミューチュアル・ファンド法第４（３）

条（上記第3.3項参照）に基づき規制されていない場合またはミューチュアル・ファンド法第４（４）条

（上記第2.3項参照）に基づく例外にあたる場合は、別個に免許を受けなければならない。

5.5　投資信託管理者は、CIMAの承認を受けた監査人を選任しなければならず、決算期末から６か月以内にCIMAに

対し監査済みの会計書類を提出しなければならない。監査人は、監査の過程で投資信託管理者が以下のいず

れかに該当するという情報を入手したときまたは該当すると疑う理由があるときはCIMAに対し報告する法

的義務を負っている。

（ａ）投資信託管理者がその義務を履行期が到来したときに履行できない、またはそのおそれがある場合

（ｂ）投資信託管理者が管理している投資信託の投資者または投資信託管理者の債権者または投資信託の

債権者を害するような方法で、事業を行いもしくは行っている事業を自発的に解散し、またはそうし

ようと意図している場合

（ｃ）会計が適切に監査できるような十分な会計記録を作成せずに事業を行いまたはそのように意図して

いる場合

（ｄ）欺罔的または犯罪的な方法で事業を行いまたはそのように意図している場合

（ｅ）ミューチュアル・ファンド法、ミューチュアル・ファンド法に基づく規則、金融庁法、マネー・ロンダ

リング防止規則（2010年改訂）または免許の条件を遵守せずに事業を行いまたはそのように意図し

ている場合

5.6　CIMAは投資信託管理者に対して純資産を増加し、または保証や満足できる財務サポートを提供することを要

求することもできる。

5.7　投資信託管理者の株主、取締役、上級役員、またはジェネラル・パートナーの変更についてはCIMAの承認が必

要である。

5.8　非制限的免許を有する投資信託管理者の支払う当初および年間の手数料は、24,390米ドルまたは30,487米ド

ルであり（管理する投資信託の数による）、制限的投資信託管理者の支払う当初および年間手数料は8,536

米ドルである。

６．ケイマン諸島における投資信託の構造の概要

ケイマン諸島の投資信託について一般的に用いられている法的類型は以下のとおりである。

6.1　免除会社

（ａ）最も一般的な投資信託の手段は、会社法（2011年改訂）に従って通常額面株式を発行する（無額面株

式の発行も認められる）伝統的有限責任会社である。時には、保証による有限責任会社も用いられる。

免除会社は、投資信託にしばしば用いられており、以下の特性を有する。

（ｂ）設立手続には、会社の基本憲章の制定（会社の目的、登記上の事務所、授権資本、株式買戻規定、および

内部統制条項を記載した基本定款および定款）、基本定款の記名者による署名を行い、これをその記

名者の簡略な法的宣誓文書とともに、授権資本に応じて異なる手数料とともに会社登記官に提出する

ことを含む。

（ｃ）存続期限のある／存続期間限定会社　－　存続期間が限定される会社型のファンドで外国の税法上

（例えば米国）非課税の扱いを受けるかパートナーシップとして扱われるものを設立することは可

能である。

（ｄ）投資信託がいったん登録された場合、会社法（2011年改訂）の下での主な必要要件は、以下のとおり

要約される。

（ⅰ）各会社は、ケイマン諸島に登記上の事務所を有さなければならない。

（ⅱ）取締役と役員の名簿は、登記上の事務所に維持されなければならず、その写しを会社登記官に
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提出しなければならない。

（ⅲ）会社の財産についての担保その他の負担の記録は、登記上の事務所に維持されなければならな

い。

（ⅳ）株主名簿は、登記上の事務所においてまたは希望すればその他の管轄地において維持すること

ができる。

（ⅴ）会社の手続の議事録は、利便性のある場所において維持する。

（ⅵ）会社は、会社の業務状況に関する真正かつ公正な所見を提供するもので、かつ会社の取引を説

明するために必要な帳簿、記録を維持しなければならない。

（ｅ）会社は、存続期間の限られた会社でありかつ株主により管理されていない限り、取締役会を持たなけ

ればならない。取締役は、コモン・ロー上の忠実義務に服すものとし、注意を払って、かつ会社の最善

の利益のために行為しなければならない。

（ｆ）会社は、様々な通貨により株主資本を指定することができる。

（ｇ）額面株式または無額面株式の発行が認められる（ただし、会社は額面株式および無額面株式の両方を

発行することはできない。）。

（ｈ）いずれのクラスについても償還株式の発行が認められる。

（ｉ）株式の買戻しも認められる。

（ｊ）株式の償還または買戻しの支払に加えて、収益または払込剰余金から、会社は株式の買戻しをするこ

とができるが、会社は、資本の支払の後においても、通常の事業の過程で支払時期の到来する債務を支

払うことができる、すなわち会社が支払能力を有しなければならない。

（ｋ）会社の払込剰余金勘定からも利益からも分配金を支払うことができる。会社の払込剰余金勘定から分

配金を支払う場合は取締役はその支払後、ファンドが通常の事業の過程で支払時期の到来する債務を

支払うことができる、すなわち会社が支払能力を有することを確認しなければならない。

（ｌ）免除会社は、今後30年間税金が賦課されない旨の約定を取得することができる。実際には、ケイマン諸

島の当局が与える本約定の期間は20年間である。

（ｍ）会社は、名称、取締役および役員、株式資本および定款の変更ならびに自発的解散を行う場合は、所定

の期間内に会社登記官に報告しなければならない。

（ｎ）免除会社は、毎年会社登記官に対して年次の法定の宣誓書を提出し、年間登録手数料を支払わなけれ

ばならない。

6.2　免除ユニット・トラスト

（ａ）ユニット・トラストは、ユニット・トラストへの参加が会社の株式への参加よりもより受け入れられ

やすく魅力的な地域の投資者によってしばしば用いられてきた。

（ｂ）ユニット・トラストは、信託証書に基づき受益者の利益のために信託財産に対する信託を宣言する受

託者またはこれを設立する管理者および受託者により形成される。

（ｃ）ユニット・トラストの受託者は、ケイマン諸島内に、銀行・信託会社法（2009年改訂）に基づき信託

会社として免許を受け、かつミューチュアル・ファンド法に基づき投資信託管理者として免許を受け

た法人受託者である場合がある。このように、受託者は、両法に基づいてCIMAによる規制・監督を受け

る。

（ｄ）ケイマン諸島の信託法は、基本的には英国の信託法に従っており、英国の信託法の相当程度の部分を

採用しており、この問題に関する判例法の相当程度を採用している。さらに、ケイマン諸島の信託法

（2011年改訂）は、英国の1925年受託者法を実質的に基礎としている。投資者は、受託者に対して資金

を払い込み、投資者の利益のために（受益者と称する。）投資運用会社が運用する間、受託者は、一般

的に保管者としてこれを保持する。各受益者は、信託資産の持分比率に応じて権利を有する。

（ｅ）受託者は、通常の忠実義務に服し、かつ受益者に対して説明の義務がある。その機能、義務および責任

の詳細は、ユニット・トラストの信託証書に記載される。

（ｆ）大部分のユニット・トラストは、「免除信託」として登録申請される。その場合、信託証書およびケイ
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マン諸島の居住者またはケイマン諸島を本拠地とする者を（限られた一定の場合を除き）受益者と

しない旨宣言した受託者の法定の宣誓書が登録料と共に信託登記官に提出される。

（ｇ）免除信託の受託者は、受託者、受益者、および信託財産が50年間課税に服さないとの約定を取得するこ

とができる。

（ｈ）ケイマン諸島の信託は、150年まで存続することができ、一定の場合は無期限に存続できる。

（ｉ）免除信託は、信託登記官に対して、当初手数料および年次手数料を支払わなければならない。

6.3　免除リミテッド・パートナーシップ

（ａ）免除リミテッド・パートナーシップは、少人数の投資者のベンチャーキャピタルにおいて一般的に用

いられる。

（ｂ）リミテッド・パートナーシップの概念は、基本的に米国において採用されている概念に類似してい

る。それは法によって創設されたものであり、その法とは、英国の1907年リミテッド・パートナーシッ

プ法に基礎を置き、今日では他の法域（特に米国）のリミテッド・パートナーシップ法の諸側面を組

み込んでいるケイマン諸島の免除リミテッド・パートナーシップ法（2011年改訂）である。

（ｃ）免除リミテッド・パートナーシップは、リミテッド・パートナーシップ契約を締結するジェネラル・

パートナー（その一人はケイマン諸島の居住者であるか、同島において登録されているかまたは同島

で設立されたものでなければならない。）およびリミテッド・パートナーにより形成され、免除リミ

テッド・パートナーシップ法（2011年改訂）により登録されることによって形成される。登録はジェ

ネラル・パートナーが、リミテッド・パートナーシップ登記官に対し法定の宣誓書を提出し、手数料

を支払うことによって有効となる。

（ｄ）ジェネラル・パートナーは、リミテッド・パートナーを除外して免除リミテッド・パートナーシップ

の業務の運営を行い、リミテッド・パートナーは、例外的事態（例えば、リミテッド・パートナーが業

務の運営に積極的に参加する場合）がない限り、有限責任たる地位を享受する。ジェネラル・パート

ナーの機能、義務および責任の詳細は、リミテッド・パートナーシップ契約に記載される。

（ｅ）ジェネラル・パートナーは、誠意をもってパートナーシップの利益のために行為する法的義務を負っ

ている。また、たとえばコモンローの下での、またはパートナーシップ法（2011年改訂）の下での、

ジェネラル・パートナーシップの法理が適用される。

（ｆ）免除リミテッド・パートナーシップは、以下の規定を順守しなければならない。

（ⅰ）ケイマン諸島に登録事務所を維持する。

（ⅱ）出資額および譲渡の詳細を含むリミテッド・パートナーの登録簿を登録事務所に維持する。

（ⅲ）リミテッド・パートナーによるリミテッド・パートナーシップの権利に対する担保設定の詳

細を示す担保記録簿を登録事務所に維持する。

（ｇ）リミテッド・パートナーシップ契約に従い、各リミテッド・パートナーは、パートナーシップの業務

と財務状況について完全な情報を求める権利を有する。

（ｈ）リミテッド・パートナーシップの権利は、パートナーシップを解散せずに買い戻すことができる。た

だし、パートナーシップが支払不能にならないことを条件とする。パートナーシップが支払不能と

なったときは、上記買い戻しは６か月以内に取り消しすることができる。

（ｉ）免除リミテッド・パートナーシップは、50年間の期間について将来の税金の賦課をしないとの約定を

得ることができる。

（ｊ）免除リミテッド・パートナーシップは、登録内容の変更およびその解散についてリミテッド・パート

ナーシップ登記官に対して通知しなければならない。

（ｋ）免除リミテッド・パートナーシップは、リミテッド・パートナーシップ登記官に対して、年次法定申

告書を提出し、かつ年間手数料を支払わなければならない。

７．ミューチュアル・ファンド法のもとにおける規制投資信託に対するケイマン諸島金融庁（CIMA）による規

制と監督
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7.1　CIMAは、いつでも、規制投資信託に対して会計が監査されるように指示し、かつCIMAが特定する時までにCIMA

にそれを提出するように指示できる。

7.2　規制投資信託の運営者（すなわち、場合に応じて、取締役、受託会社またはジェネラル・パートナー）は、上

記第7.1項に従い投資信託に対してなされた指示が、所定の期間内に遵守されていることを確保し、本規定に

違反する者は、罪に問われ、かつ1万ケイマン諸島ドルの罰金および所定の時期以後も規制投資信託が指示に

従わない場合はその日より一日につき500ケイマン諸島ドルの罰金刑に処せられる。

7.3　ある者がケイマン諸島においてまたはケイマン諸島からミューチュアル・ファンド法に違反して事業を行

なっているか行なおうとしていると信じる合理的根拠がCIMAにある場合、CIMAは、その者に対して、CIMAが法

律による義務を実行するようにするために合理的に要求できる情報または説明をCIMAに対して提供するよ

うに指示できる。

7.4　何人でも、上記第7.3項に従い与えられた指示を遵守しない者は、罪に問われ、かつ10万ケイマン諸島ドルの

罰金に処せられる。

7.5　上記第7.3項に従って情報または説明を提供する者は、みずからそれが虚偽であるか誤解を招くものである

ことを知りながら、または知るべきであるにもかかわらず、これをCIMAに提供してはならない。この規程に違

反した者は、罪に問われ、かつ10万ケイマン諸島ドルの罰金に処せられる。

7.6　投資信託がケイマン諸島においてまたはケイマン諸島からミューチュアル・ファンド法に違反して事業を

営んでいるか行おうとしていると信じる合理的根拠がCIMAにある場合は、CIMAは、（高等裁判所の管轄下に

ある）グランドコート（以下「グランドコート」という。）に投資信託の投資者の資産を確保するために適

切と考える命令を求めて申請することができ、グランドコートは係る命令を認める権限を有している。

7.7　CIMAは、規制投資信託が以下の事由のいずれか一つに該当する場合、下記第7.9項に定めたいずれかの行為ま

たはすべての行為を行うことができる。

（ａ）規制投資信託がその義務を履行期が到来したときに履行できないか、そのおそれがある場合

（ｂ）規制投資信託がその投資者もしくは債権者に有害な方法で業務を行っているかもしくは行おうとし

ている場合、または自発的にその事業を解散する場合

（ｃ）免許投資信託の場合、免許投資信託がその投資信託免許の条件を遵守せずに業務を行っているか、行

おうとしている場合

（ｄ）規制投資信託の指導および運営が適正かつ正当な方法で行われていない場合

（ｅ）規制投資信託の取締役、マネージャーまたは役員としての地位にある者が、各々の地位を占めるに適

正かつ正当な者ではない場合

7.8　上記第7.7項に言及した事由が発生したか、または発生しそうか否かについてCIMAを警戒させるために、CIMA

は、規制投資信託の以下の事項の不履行の理由について直ちに質問をなし、不履行の理由を確認するものと

する。

（ａ）CIMAが投資信託に対して発した指示に従ってその名称を変更すること

（ｂ）会計監査を受け、監査済会計書類をCIMAに提出すること

（ｃ）所定の年間許可料または年間登録料を支払うこと

（ｄ）CIMAに指示されたときに、会計監査を受けるか、または監査済会計書類をCIMAに対して提出すること

7.9　上記第7.7項の目的のため、規制投資信託に関しCIMAがとる行為は以下のとおりとする。

（ａ）第４（１）（ｂ）条（管理投資信託）または第４（３）条（第４（３）条投資信託）に基づき投資

信託について有効な投資信託の許可または登録を取り消すこと

（ｂ）投資信託が保有するいずれかの投資信託ライセンスに対して条件を付し、または条件を追加し、それ

らの条件を改定し、撤廃すること

（ｃ）投資信託の推進者または運営者の入替えを求めること

（ｄ）事柄を適切に行うようにファンドに助言する者を選任すること

（ｅ）投資信託の事務を支配する者を選任すること
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7.10　CIMAが上記第7.9項の行為を行った場合、CIMAは、投資信託の投資者および債権者の利益を保護するために

必要と考える措置を行いおよびその後同項に定めたその他の行為をするように命じる命令を求めて、グラン

ドコートに対して、申請することができる。

7.11　CIMAは、そうすることが必要または適切であると考え、そうすることが実際的である場合は、CIMAは投資信

託に関しみずから行っている措置または行おうとしている措置を、投資信託の投資者に対して知らせるもの

とする。

7.12　上記第7.9（ｄ）項または第7.9（ｅ）項により選任された者は、当該投資信託の費用負担において選任さ

れるものとする。その選任によりCIMAに発生した費用は、投資信託がCIMAに支払う。

7.13　上記第7.9（ｅ）項により選任された者は、投資信託の投資者および債権者の最善の利益のために運営者を

排除して投資信託の事務を行うに必要な一切の権限を有する。

7.14　上記第7.13項で与えられた権限は、投資信託の事務を終了する権限をも含む。

7.15　上記第7.9（ｄ）項または第7.9（ｅ）項により投資信託に関し選任された者は、以下の行為を行うものと

する。

（ａ）CIMAから求められたときは、CIMAの特定する投資信託に関する情報をCIMAに対して提供する。

（ｂ）選任後３か月以内またはCIMAが特定する期間内に、選任された者が投資信託に関し行っている事柄に

ついての報告書を作成してCIMAに対して提出し、かつそれが適切な場合は投資信託に関する勧告を

CIMAに対して行う。

（ｃ）上記第7.15（ｂ）項の報告書を提出後選任が終了しない場合、その後CIMAが特定する情報、報告書、勧

告をCIMAに対して提供する。

7.16　上記第7.9（ｄ）項もしくは第7.9（ｅ）項により投資信託に関し選任された者が上記第7.15項の義務を遵

守しない場合、またはCIMAの意見によれば当該投資信託に関するその義務を満足に実行していない場合、

CIMAは、選任を取り消して他の者をもってこれに替えることができる。

7.17　投資信託に関する上記第7.15項の情報または報告を受領したときは、CIMAは以下の措置を執ることができ

る。

（ａ）CIMAが特定した方法で投資信託に関する事柄を再編するように要求すること

（ｂ）投資信託が会社の場合、会社法（2011年改訂）の第94（４）条によりグランドコートに対して同会社

が法律の規定に従い解散されるように申し立てること

（ｃ）投資信託がケイマン諸島の法律に準拠したユニット・トラストの場合、ファンドを解散させるため受

託会社に対して指示する命令を求めてグランドコートに申し立てること

（ｄ）投資信託がケイマン諸島の法律に準拠したパートナーシップの場合、パートナーシップの解散命令を

求めてグランドコートに申し立てること

（ｅ）また、CIMAは、上記第7.9（ｄ）項または第7.9（ｅ）項により選任される者の選任または再任に関し

て適切と考える行為をとることができる。

7.18　CIMAが上記第7.17項の措置をとった場合、投資信託の投資者および債権者の利益を守るために必要と考え

るその他の措置および同項または上記第7.9項に定めたその他の措置をとるように命じる命令を求めてグラ

ンドコートに申し立てることができる。

7.19　規制投資信託がケイマン諸島の法律の下で組織されたパートナーシップの場合でCIMAが上記第7.9（ａ）

項に従い投資信託の免許を取り消した場合、パートナーシップは、解散されたものとみなす。

7.20　グランドコートが上記第7.17（ｃ）項に従ってなされた申立てに対して命令を発する場合、裁判所は受託

会社に対して投資信託資産から裁判所が適切と認める補償の支払を認めることができる。

7.21　CIMAのその他の権限に影響を与えることなく、CIMAは、ファンドが投資信託として事業を行うこともしくは

行おうとすることを終了しまたは清算もしくは解散に付されるものと了解したときは、第４（１）（ｂ）条

（管理投資信託）または第４（３）条（第４（３）条投資信託）に基づき投資信託について有効な投資信

託の許可または登録をいつでも取り消すことができる。
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８．投資信託管理に対するCIMAの規制および監督

8.1　CIMAは、いつでも免許投資信託管理者に対して会計監査を行い、CIMAが特定する合理的期間内にCIMAに対し

提出するように指示することができる。

8.2　免許投資信託管理者は、上記第8.1項により受けた指示に従うものとし、この規定に違反する者は、罪に問わ

れ、かつ1万ケイマン諸島ドルの罰金を課され、かつ所定の時期以後も免許投資信託管理者が指示に従わない

場合はその日より一日につき500ケイマン諸島ドルの罰金刑に処せられる。

8.3　ある者がミューチュアル・ファンド法に違反して投資信託管理業を行なっているか行おうとしていると信

じる合理的根拠がCIMAにある場合は、CIMAは、その者に対して、CIMAがミューチュアル・ファンド法による義

務を実行するために合理的に要求できる情報または説明をCIMAに対して提供するように指示できる。

8.4　何人でも、上記第8.3項に従い与えられた指示を遵守しない者は、罪に問われ、かつ10万ケイマン諸島ドルの

罰金に処せられる。

8.5　上記第8.3項の目的のために情報または説明を提供する者は、みずからそれが虚偽であるか誤解を招くもの

であることを知りながら、または知るべきであるのにかかわらず、これをCIMAに提供してはならない。この規

定に違反した者は、罪に問われ、かつ10万ケイマン諸島ドルの罰金に処せられる。

8.6　CIMAが以下に該当すると判断する場合には、CIMAは、当該者によって管理されている投資信託の投資者の資

産を維持するために適切と見られる命令を求めてグランドコートに申立てをすることができ、グランドコー

トはかかる命令を認める権限を有する。

（ａ）ある者が投資信託管理者として行為し、またはその業務を行っており、かつ

（ｂ）同人がミューチュアル・ファンド法に違反してこれを行っている場合。

8.7　CIMAは、投資信託管理者が事業を行うこともしくは行おうとすることを終了しまたは清算もしくは解散に付

されるものと了解したときは、いつでも投資信託管理者免許を取り消すことができる。

8.8　CIMAは、免許投資信託管理者が以下のいずれかの事由に該当する場合は、下記第8.10項所定の措置をとるこ

とができる。

（ａ）免許投資信託管理者がその義務を履行するべきときに履行できないか、そのおそれがある場合

（ｂ）免許投資信託管理者が管理している投資信託の投資者または投資信託管理者の債権者または投資信

託の債権者を害するような方法で、みずから事業を行いもしくは行っている事業を解散し、またはそ

うしようと意図している場合

（ｃ）免許投資信託管理者が投資信託管理の業務をその投資信託管理免許の条件を遵守しないで行いまた

はそのように意図している場合

（ｄ）免許投資信託管理業務の指示および管理が、適正かつ正当な方法で実行されていない場合

（ｅ）免許投資信託管理業務について取締役、マネージャーまたは役員の地位にある者が、各々の地位に就

くには適正かつ正当な者ではない場合

（ｆ）上場されている免許投資信託管理業務を支配しまたは所有する者が、当該支配または所有を行うには

適正かつ正当な者ではない場合

8.9　上記第8.8項に言及した事由が発生したか、または発生しそうか否かについてCIMAを警戒させるために、CIMA

は、規制投資信託の以下の事項についてその理由について直ちに質問をなし、かつ確認するものとする。

（ａ）免許投資信託管理者の以下の不履行

（ⅰ）CIMAに対して規制投資信託の主要事務所の提供を開始したことを通知すること、規制投資信託

に関し所定の年間手数料を支払うこと

（ⅱ）CIMAの命令に従い、保証または財政上の援助をし、純資産額を増加すること

（ⅲ）投資信託、またはファンドの設立計画推進者または運営者に関し、条件が満たされていること

（ⅳ）規制投資信託の事柄に関し書面による通知をCIMAに対して行うこと

（ⅴ）CIMAの命令に従い、名称を変更すること

（ⅵ）会計監査を受け、CIMAに対して監査済会計書類を送ること
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（ⅶ）少なくとも２人の取締役をおくこと

（ⅷ）CIMAから指示されたときに会計監査を受け、かつ監査済会計書類をCIMAに対し提出すること

（ｂ）CIMAの承認を得ることなく管理者が株式を発行すること

（ｃ）CIMAの書面による承認なく管理者の取締役、主要な上級役員、ジェネラル・パートナーを選任するこ

と

（ｄ）CIMAの承認なく、管理者の株式が処分されまたは取り引きされること

8.10　上記第8.8項の目的のために免許投資信託管理者についてCIMAがとりうる行為は以下の通りである。

（ａ）投資信託管理者が保有する投資信託管理者免許を撤回すること

（ｂ）その投資信託管理者免許に関し条件および追加条件を付し、またかかる条件を変更しまたは取り消す

こと

（ｃ）管理者の取締役、類似の上級役員またはジェネラル・パートナーの交代を請求すること

（ｄ）管理者に対し、その投資信託管理の適正な遂行について助言を行う者を選任すること

（ｅ）投資信託管理に関し管理者の業務の監督を引き受ける者を選任すること

8.11　CIMAが上記第8.10項による措置を執った場合、CIMAは、グランドコートに対して、CIMAが当該管理者によっ

て管理されているすべてのファンドの投資者とそのいずれのファンドの債権者の利益を保護するために必

要とみなすその他の措置を執るよう命令を求めて申立てを行うことができる。

8.12　上記第8.10（ｄ）項または第8.10（ｅ）項により選任される者は、当該管理者の費用負担において選任さ

れるものとする。その選任によりCIMAに発生した費用は、管理者がCIMAに支払うべき金額となる。

8.13　上記第8.10（ｅ）項により選任された者は、管理者によって管理される投資信託の投資者、管理者の債権者

およびかかるファンドの債権者の最善の利益のために（管財人、清算人を除く）他の者を排除して投資信託

に関する管理者の事務を行うに必要な一切の権限を有する。

8.14　上記第8.13項で与えられた権限は、投資信託の管理に関連する限り管理者の事務を終了させる権限をも含

む。

8.15　上記第8.10（ｄ）項または第8.10（ｅ）項により許可を受けた投資信託管理者に関し選任された者は、以

下の行為を行うものとする。

（ａ）CIMAから求められたときは、CIMAの特定する投資信託の管理者の管理に関する情報をCIMAに対して提

供する。

（ｂ）選任後３か月以内またはCIMAが特定する期間内に、選任された者が投資信託の管理者の管理について

実行する事柄についての報告書を作成してCIMAに対して提出し、かつそれが適切な場合は管理に関す

る推奨をCIMAに対して行う。

（ｃ）上記第8.15（ｂ）項の報告書を提出後選任が終了しない場合、その後CIMAが特定する情報、報告書、推

奨をCIMAに対して提供する。

8.16　上記第8.10（ｄ）項または第8.10（ｅ）項により選任された者が、

（ａ）上記第8.15項の義務に従わない場合、または

（ｂ）満足できる形で投資信託管理に関する義務を実行していないとCIMAが判断する場合、CIMAは、選任を

取り消しこれに替えて他の者を選任することができる。

8.17　免許投資信託管理者に関する上記第8.15項の情報または報告を受領したときは、CIMAは以下の措置を執る

ことができる。

（ａ）CIMAが特定した方法で投資信託管理者に関する事柄を再編するように要求すること

（ｂ）投資信託管理者が会社の場合、会社法（2011年改訂）の第94（４）条によりグランドコートに対して

同会社が法律の規定に従い解散されるように申し立てること

（ｃ）CIMAは、上記第8.10（ｄ）項または第8.10（ｅ）項により選任される者の選任に関して適切と考える

行為をとることができる。

8.18　CIMAが上記第8.16項の措置をとった場合、CIMAは、管理者が管理する投資信託の投資者、管理者の債権者お

よびかかるファンドの債権者の利益を守るために必要と考えるその他の措置をとるように命じる命令を求
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めてグランドコートに申し立てることができる。

8.19　CIMAのその他の権限に影響を与えることなく、CIMAは、以下の場合、いつでも投資信託管理者の免許を取り

消すことができる。

（ａ）CIMAは、免許保有者が投資信託管理者としての事業を行うことまたは行おうとすることをやめてし

まっているという要件を満たした場合

（ｂ）免許の保有者が、解散、または清算に付された場合

8.20　免許投資信託管理者がケイマン諸島の法律によって組織されたパートナーシップの場合で、CIMAが上記第

8.10項に従い、その投資信託管理者の免許を取り消した場合、パートナーシップは解散されたものとみなさ

れる。

8.21　投資信託管理者が免許信託会社の場合、たとえば、投資信託の受託者である場合、銀行・信託会社法（2009

年改訂）によりCIMAによっても規制され監督される。かかる規制と監督の程度はミューチュアル・ファンド

法の下でのそれにおよそ近いものである。

９．ミューチュアル・ファンド法のもとでの一般的法の執行

9.1　下記の解散の申請がCIMA以外の者によりなされた場合、CIMAは、申請者より申請の写しの送達を受け、申請の

聴聞会に出廷することができる。

（ａ）規制投資信託

（ｂ）免許投資信託管理者

（ｃ）規制投資信託であった人物、または

（ｄ）免許投資信託管理者であった人物

9.2　解散のための申請に関する書類および上記9.1（ａ）項から9.1（ｄ）項に規定された人物またはそれぞれ

の債権者に送付が要求される書類はCIMAにも送付される。

9.3　CIMAにより当該目的のために任命された人物は、以下を行うことができる。

（ａ）上記9.1（ａ）項から9.1（ｄ）項に規定された人物の債権者会議に出席すること

（ｂ）仲裁または取り決めを審議するために設置された委員会に出席すること

（ｃ）当該会議におけるあらゆる決済事項に関して代理すること

9.4　執行官が、CIMAまたはインスペクターと同じレベル以上の警察官が、ミューチュアル・ファンド法の下での

犯罪行為がある一定の場所で行われたか、行われつつあるかもしくは行われようとしていると疑う合理的な

根拠があるとしてなした申請に納得できた場合、執行官はCIMAまたは警察官およびその者が支援を受けるた

め合理的に必要とするその他の者に以下のことを授権する令状を発行することができる。

（ａ）必要な場合は強権を用いてそれらの場所に立ち入ること

（ｂ）それらの場所またはその場所にいる者を捜索すること

（ｃ）必要な場合は、記録が保存されているか、隠されている場所において、強制的に開扉して捜索をするこ

と

（ｄ）ミューチュアル・ファンド法のもとでの犯罪行為が行われたか、行われつつあるか、または行われよ

うとしていることを示すと思われる記録の占有を確保し安全に保持すること

（ｅ）ミューチュアル・ファンド法のもとでの犯罪行為が行われたか、行われつつあるか、または行われよ

うとしていることを示すと思われる場所において記録の点検をし写しをとること。もし、それが実際

的でない場合は、かかる記録を持ち去ってCIMAに対して引き渡すこと

9.5　CIMAが記録を持ち去ったとき、またはCIMAに記録が引き渡されたときCIMAはこれを点検し、写しや抜粋を取

得するために必要な期間これを保持することができるが、その後は、それが持ち去られた場所に返還すべき

ものとする。

9.6　何人もCIMAがミューチュアル・ファンド法の下での権限を行使することを妨げてはならない。この規定に違

反する者は罪に問われ、かつ20万ケイマン諸島ドルの罰金に処せられる。
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10．CIMAによるミューチュアル・ファンド法上またはその他の法律上の開示

10.1　ミューチュアル・ファンド法または金融庁法により、CIMAは、下記のいずれかに関係する情報を開示するこ

とができる。

（ａ）ミューチュアル・ファンド法のもとでの免許を受けるためにCIMAに対してなされた申請。

（ｂ）投資信託に関する事柄

（ｃ）投資信託管理者に関する事柄

ただし、これらの情報は、CIMAがミューチュアル・ファンド法により職務を行い、その任務を実行する過程

で取得したもので次のいずれかの場合に限られる。

（ａ）CIMAがミューチュアル・ファンド法により与えられた職務を行うことを援助する目的の場合

（ｂ）例えば秘密関係（保護）法（2009年改訂）、犯罪収益に関する法律（2008年）または薬物濫用法

（2010年改訂）等にもとづき、ケイマン諸島内の裁判所によりこれを行うことが合法的に要求されま

たは許可された場合

（ｃ）開示される情報が投資者の身元を開示することなく（当該開示が許される場合を除く）、要約または

統計的なものである場合

（ｄ）ケイマン諸島外の金融監督当局に対し、CIMAにより免許に関し遂行される任務に対応する任務を当該

当局が遂行するために必要な情報を開示する場合。ただし、CIMAは情報の受領が予定されている当局

が更なる開示に関し十分な法的規制を受けていることについて満足していることを条件とする。

（ｅ）投資信託、投資信託管理者または投資信託の受託者の解散、清算または免許所有者の管財人の任命も

しくは職務に関連する法的手続を目的とする場合

11．ケイマン諸島投資信託の受益権の募集／販売に関する一般的な民法上の債務

11.1　過失による誤った事実表明

販売書類における不実表示に対しては民事上の債務が発生しうる。販売書類の条件では、販売書類の内容

を信頼して受益権を申込む者のために、販売書類の内容について責任のある者、例えば（場合に応じ）ファ

ンド、取締役、運用者、ジェネラル・パートナー等に注意義務を課している。この義務の違反は、販売文書の中

のかかる者によって明示的または黙示的に責任を負うことが受け入れられている者に対する不実表示によ

る損失の請求を可能にするであろう。

11.2　意図的不実表明

事実の不実表明（約束、予想、または意見の表明でなくとも）に関しては、不法行為の民事責任も生じう

る。この分脈においては「欺罔的」とは、表明が虚偽であることを知りながらまたは表明が真実であるか虚

偽であるかについて注意を払わずに行ったことを意味すると一般的に解されている。

11.3　契約法（1996年改訂）

（ａ）契約法の第14（１）条では、当該表明が欺罔的に（意図的に）行われていれば責任が生じたであろう

場合には、契約前の不実の表明による損害の回復ができるであろう。ただし、かかる表明をした者が、

事実が真実であるものと信じ、かつ契約の時まで信じていた合理的理由があったということを証明し

た場合はこの限りでない。一般的には、本条は、過失による不実の表明に関する損害に対しても法定の

権利を与えるものである。同法の第14（２）条は、不実の表明が行われた場合に、取消に代えて損害賠

償を容認することを裁判所に対して認めている。

（ｂ）一般的に、関連契約はファンド自身（または受託会社）とのものであるため、ファンド（または受託

会社）は、次にそのマネージャー、ジェネラル・パートナー、取締役、設立計画推進者またはアドバイ

ザーに対し請求することが可能であるとしても、申込人の請求の対象となる者はファンドとなる。

11.4　欺罔に対する訴訟提起
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（ａ）損害を受けた投資者は、欺罔行為について訴えを提起し（契約上でなく不法行為上の民事請求権）、

以下を証明することにより、欺罔による損害賠償を得ることができる。

（ⅰ）重要な不実の表明が欺罔的になされたこと。

（ⅱ）そのような不実の表明の結果、受益証券を申し込むように誘引されたこと。

（ｂ）「欺罔的」とは、表明が虚偽であることを知りながらまたは表明が真実であるか虚偽であるかについ

て注意を払わずに行ったことを意味すると一般的に解されている。だます意図があったことまたは不

実の表明が投資者が受益権を購入するよう誘引された唯一の原因であったことを証明する必要はな

い。

（ｃ）情報の欠落は、事実についての何らかの積極的な不実の表明があったとき、または欠落情報を入れな

かったために表明事項が虚偽となるか誤解を招くものとなるような部分的もしくは断片的な事実の

表明があったときは、不実の表明となりうる。

（ｄ）表明がなされたときは真実であっても、受益証券の申込の受諾が無条件となる前に表明が真実でなく

なったときは、当該変更を明確に指摘せずに受益権の申込を許したことは欺罔にあたるであろうか

ら、欺罔による請求権を発生せしめうる。

（ｅ）事実の表明に対し、意見または期待の表明は、本項の債務を発生せしめないであろうが、その誤りがあ

れば不実の表明となるような形で、現存の事実の表明となる方法で文言を作成することができる。

11.5　契約上の債務

（ａ）販売書類もファンド（または受託会社）と持分の成約申込者との間の契約の基礎を形成する。もしそ

れが不正確か誤解を招くものであれば、申込者は契約を解除しまたは損害賠償を求めて管理会社、設

立計画推進者、ジェネラル・パートナーまたは取締役に対し訴えを提起することができる。

（ｂ）一般的事柄としては、当該契約はファンド（または受託会社）そのものと締結するので、ファンドは

取締役、運用者、ジェネラル・パートナー、設立計画推進者、または助言者に求償することはあっても、

申込者が請求する相手方当事者は、ファンド（または受託会社）である。

11.6　隠された利益および利益相反

ファンドの受託会社、ジェネラル・パートナー、取締役、役員、代行会社は、ファンドと第三者との間の取引

から利益を得てはならない。ただし、ファンドによって特定的に授権されているときはこの限りでない。その

ように授権を受けずに得られた利益は、ファンドに帰属する。

12．ケイマン諸島投資信託の受益権の募集／販売に関する一般刑事法

12.1　刑法（2010年改訂）第257条

会社の役員（もしくはかかる者として行為しようとする者）が株主または債権者を会社の事項について

欺罔する意図のもとに、「重要な事項」について誤解を招くか、虚偽であるか、欺罔的であるような声明、計

算書を書面にて発行しまたは発行に同調する場合、彼は罪に問われるとともに７年間の拘禁刑に処せられ

る。

12.2　刑法（2010年改訂）第247条、第248条

（ａ）欺罔により、不正にみずから金銭的利益を得、または他の者をして金銭的利益を得させる者は、罪に問

われるとともに、５年間の拘禁刑に処せられる。

（ｂ）他の者に属する財産をその者から永久に奪う意図のもとに不正に取得する者は、罪に問われると共に

10年の拘禁刑に処せられる。この目的上、彼が所有権、占有または支配を取得した場合は財産を取得し

たものとみなし、「取得」には、第三者のための取得または第三者をして取得もしくは確保を可能に

することを含む。

（ｃ）両条の目的上、「欺罔」とは、事実についてであれ法についてであれ、言葉であれ、行為であれ、欺罔を

用いる者もしくはその他の者の現在の意図についての欺罔を含む。

12.3　秘密関係（保護）法（2009年改訂）第５（３）条
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秘密情報を保有している者で、これを許可なく個人的利益のためまたは他の者のため使用する者は、罪に

問われるとともに４年間の拘禁刑に処せられ、さらに1万ケイマン諸島ドルの罰金および発生した利益に相

当する罰金を課される。

13．清　算

13.1　会　社

会社の清算（解散）は、会社法（2011年改訂）、2008年会社清算規則および会社の定款に準拠する。清算

は、自発的なもの（すなわち、株主の議決に従うもの）、または債権者、出資者（すなわち、株主）または会社

自体の申立に従い裁判所による強制的なものがある。自発的な解散は、後に裁判所の監督の下になされるこ

とになることもある。CIMAも、投資信託または投資信託管理会社が解散されるべきことを裁判所に申立てる

権限を有する（参照：上記第7.17（ｂ）項および第8.17（ｂ）項）。剰余資産は、もしあれば、定款の規定に

従い、株主に分配される。

13.2　ユニット・トラスト

ユニット・トラストの清算は、信託証書の規定に準拠する。CIMAは、受託会社が投資信託を解散すべきであ

るという命令を裁判所に申請する権限をもっている。（参照：上記第7.17（ｃ）項）剰余資産は、もしあれ

ば、信託証書の規定に従って分配される。

13.3　リミテッド・パートナーシップ

免除リミテッド・パートナーシップの解散は、免除リミテッド・パートナーシップ法（2011年改訂）およ

びパートナーシップ契約に準拠する。CIMAは、パートナーシップを解散させるべしとの命令（参照：上記第

7.17（ｄ）項）を求めて裁判所に申立をする権限を有している。剰余資産は、もしあれば、パートナーシップ

契約の規定に従って分配される。

ジェネラル・パートナーは解散後、パートナーシップを解散する法的責任を負っている。

13.4　税　金

ケイマン諸島においては直接税、源泉課税または為替管理はない。ケイマン諸島は、ケイマン諸島の投資信

託に対してまたはよって行われるあらゆる支払に適用されるいかなる国との間でも二重課税防止条約を締

結していない。免除会社、受託会社、およびリミテッド・パートナーシップは、将来の課税に対して誓約書を

取得することができる（上記第6.1（ｌ）項、第6.2（ｇ）項および第6.3（ｉ）項参照）。

14．一般投資家向け投資信託（日本）規則（2007年改正）

14.1　一般投資家向け投資信託（日本）規則（2007年改正）（一般投資家向け投資信託（日本）規則（2012年改

正）により改正済。）（以下、総称して「本規則」という。）は、日本で公衆に向けて販売される一般投資家

向け投資信託に関する法的枠組みを定めたものである。本規則の解釈上、「一般投資家向け投資信託」とは、

ミューチュアル・ファンド法第４条（１）（ａ）項に基づく免許を受け、その証券が日本の公衆に対して既

に販売され、または販売されることが予定されている信託、会社またはパートナーシップである投資信託を

いう。日本国内で既に証券を販売し、2003年11月17日現在存在している投資信託、または同日現在存在し、同

日後にサブ・トラストを設定した投資信託は、本規則に基づく「一般投資家向け投資信託」の定義に含まれ

ない。上記のいずれかの適用除外に該当する一般投資家向け投資信託は、本規則の適用を受けることをCIMA

に書面で届け出ることによって、かかる選択（当該選択は撤回不能である）をすることができる。

14.2　CIMAが一般投資家向け投資信託に交付する投資信託免許にはCIMAが適当とみなす条件の適用がある。かか

る条件のひとつとして一般投資家向け投資信託は本規則に従って事業を行わねばならない。

14.3　本規則は一般投資家向け投資信託の設立文書に特定の条項を入れることを義務づけている。具体的には証

券に付随する権利および制限、資産と負債の評価に関する条件、各証券の純資産価額および証券の募集価格

および償還価格または買戻価格の計算方法、証券の発行条件、証券の譲渡または転換の条件、証券の買戻しお
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よびかかる買戻しの中止の条件、監査人の任命等が含まれる。

14.4　一般投資家向け投資信託の証券の発行価格および償還価格または買戻価格は請求に応じて管理事務代行会

社の事務所で無料で入手することができなければならない。

14.5　一般投資家向け投資信託は会計年度が終了してから６か月以内、または目論見書に定めるそれ以前の日に、

年次報告書を作成し、投資家に配付するか、またはこれらを指示しなければならない。年次報告書には本規則

に従って作成された当該投資信託の監査済財務諸表を盛り込まなければならない。

14.6　また一般投資家向け投資信託の運営者は各会計年度末の６か月後から20日以内に、一般投資家向け投資信

託の事業の詳細を記載した報告書をCIMAに提出する義務を負う。さらに一般投資家向け投資信託の運営者

は、運営者が知る限り、当該投資信託の投資方針、投資制限および設立文書を遵守していること、ならびに当

該投資信託は投資家の利益を損なうような運営をしていないことを確認した宣誓書を、年に一度、CIMAに提

出しなければならない。本規則の解釈上、「運営者」とは、ユニット・トラストの場合は信託の受託者、パー

トナーシップの場合はパートナーシップのジェネラル・パートナー、また会社の場合は会社の取締役をい

う。

14.7　管理事務代行会社

（ａ）本規則第13.1条は一般投資家向け投資信託の管理事務代行会社が履行すべき様々な職務を定めてい

る。かかる職務には下記の事項が含まれる。

（ⅰ）一般投資家向け投資信託の設立文書、目論見書、申込契約およびその他の関係法に従って証券

の発行、譲渡、転換および償還または買戻しが確実に実行されるようにすること

（ⅱ）一般投資家向け投資信託の設立文書、目論見書、申込契約および投資家または潜在的投資家に

公表されるものに従って確実に証券の純資産価額、発行価格、転換価格および償還価格または

買戻価格が計算されるようにすること

（ⅲ）管理事務代行会社が職務を履行するために必要なすべての事務所設備、機器および人員を確保

すること

（ⅳ）本規則、会社法（2011年改訂）およびミューチュアル・ファンド法に従って、一般投資家向け

投資信託の運営者が同意した形式で投資家向けの定期報告書が確実に作成されるようにする

こと

（ⅴ）一般投資家向け投資信託の会計帳簿が適切に記帳されるように確保すること

（ⅵ）管理事務代行会社が投資家名簿を保管している場合を除き、名義書換代理人の手続および投資

家名簿の管理に関して名義書換代理人に与えた指示が実効的に監視されるように確保するこ

と

（ⅶ）別途名義書換代理人が任命されている場合を除き、一般投資家向け投資信託の設立文書で義務

づけられた投資家名簿が確実に管理されるようにすること

（ⅷ）一般投資家向け投資信託の証券に関して適宜宣言されたすべての分配金またはその他の配分

が当該投資信託から確実に投資家に支払われるようにすること

（ｂ）本規則は、一般投資家向け投資信託の資産の一部または全部が目論見書に定める投資目的および投資

制限に従って投資されていないことに管理事務代行会社が気付いた場合、または一般投資家向け投資

信託の運営者または投資顧問会社が設立文書または目論見書に定める規定に従って当該投資信託の

業務または投資活動を実施していない場合、できる限り速やかにCIMAに連絡し、当該投資信託の運営

者に書面で報告することを管理事務代行会社に対して義務づけている。

（ｃ）管理事務代行会社は、一般投資家向け投資信託の募集または償還もしくは買戻しを中止する場合、お

よび一般投資家向け投資信託を清算する意向である場合、実務上できる限り速やかにその旨をCIMAに

通知しなければならない。

（ｄ）管理事務代行会社はケイマン諸島または別表３の領域で設立され、または適法に事業を営んでいる者

にその職務または任務を委託することができる。ただし、管理事務代行会社は委託した職務または任

務の履行に関し引き続き責任を負わなければならない。管理事務代行会社は職務を委託する前にCIMA
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に届け出るとともに、委託後直ちに運営者、サービス提供者および投資家に通知するものとする。「別

表３の領域」とは、マネー・ロンダリング防止規則（2010年改訂）の別表３に記載するリストに含ま

れている法域をいう。

14.8　保管会社

（ａ）一般投資家向け投資信託はケイマン諸島、別表３の領域またはCIMAが承認したその他の法域で規制を

受けている保管会社を任命し、維持しなければならない。保管会社を変更する場合、一般投資家向け投

資信託は変更の１か月前までにその旨を書面でCIMA、当該投資信託の投資家およびサービス提供者に

通知しなければならない。

（ｂ）本規則は任命された保管会社の職務として、保管会社は投資対象に関する証券および権原に関する書

類を保管し、当該投資信託の設立文書、目論見書、申込契約または関係法令と矛盾しない限り、契約に

より規定される一般投資家向け投資信託の投資に関する管理事務代行会社、投資顧問会社および運営

者の指示を実行することを定めている。

（ｃ）保管会社は、管理事務代行会社または一般投資家向け投資信託に対して、証券の申込代金の受取りお

よび充当、当該投資信託の証券の発行、転換および買戻し、投資対象の売却に際して受取った純収益の

送金、当該投資信託の資本および収益の充当ならびに当該投資信託の純資産価額の計算に関する写し

および情報を請求する権利を有する。

（ｄ）保管会社は副保管会社を任命することができ、保管会社は適切な副保管会社の選任に際して合理的な

技量、注意および努力を払うものとする。保管会社はその業務を副保管会社に委託することを、１か月

前までに書面でその他のサービス提供者に通知しなければならない。保管会社は保管サービスを提供

する副保管会社の適格性を継続的に確認する責任を負う。保管会社は各副保管会社を適切なレベルで

監督し、各副保管会社が引き続きその任務を充分に履行していることを確認するために定期的に調査

しなければならない。

14.9　投資顧問会社

（ａ）一般投資家向け投資信託はケイマン諸島、別表３の領域またはCIMAが承認したその他の法域で設立さ

れ、または適法に事業を営んでいる投資顧問会社を任命し、維持しなければならない。本規則の解釈

上、「投資顧問会社」とは、一般投資家向け投資信託の投資活動に関する投資運用業務を提供する目

的で、一般投資家向け投資信託により、または一般投資家向け投資信託のために任命された事業体を

いう。かかる事業体により任命された副投資顧問会社はこれに含まれない。本規則の解釈上、「投資運

用業務」には、ケイマン諸島の証券投資業法（2011年改正）の別表２第３項に規定される活動が含ま

れる。

（ｂ）投資顧問会社を変更する場合には、変更の１か月前までにCIMA、投資家およびその他の業務提供者に

当該変更について通知しなければならない。更に、投資顧問会社の取締役を変更する場合には、運用す

る各一般投資家向け投資信託の運営者（すなわち、場合に応じて、取締役、受託会社またはジェネラル

・パートナー）の事前の承認を要する。運営者は、かかる変更について、変更の１か月前までに書面で

CIMAに通知することが要求される。

（ｃ）本規則第21条は、ミューチュアル・ファンド法に基づいて投資信託免許を取得する条件のひとつとし

て投資顧問会社を任命する契約に一定の職務が記載されていることを要求している。かかる職務には

下記の事項が含まれる。

（ⅰ）一般投資家向け投資信託が受取った申込代金が当該投資信託の設立文書、目論見書および申込

契約に従って確実に充当されるようにすること

（ⅱ）一般投資家向け投資信託の資産の売却に際してその純収益が合理的な期限内に確実に保管会

社に送金されるようにすること

（ⅲ）一般投資家向け投資信託の収益が当該投資信託の設立文書、目論見書および申込契約に従って

確実に充当されるようにすること

（ⅳ）一般投資家向け投資信託の資産が、当該投資信託の設立文書、目論見書および申込契約に記載
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される当該投資信託の投資目的および投資制限に従って確実に投資されるようにすること

（ⅴ）保管会社または副保管会社が一般投資家向け投資信託に関する契約上の義務を履行するため

に必要な情報および指示を合理的な時に提供すること

（ｄ）本規則は、現在、一般投資家向け投資信託の投資顧問会社がユニット・トラストに対して投資顧問業

務を行っているか、または会社に対して行っているかを区別しており、それに応じて、異なる投資制限

が適用されている。

（ｅ）投資信託がユニット・トラストである場合、本規則第21条（４）項は投資顧問会社がかかるユニット

・トラストのために引受けてはならない業務を以下の通り定めている。

（ⅰ）結果的に当該一般投資家向け投資信託のために空売りされるすべての有価証券の総額がかか

る空売りの直後に当該一般投資家向け投資信託の純資産を超過することになる場合、かかる有

価証券の空売りを行ってはならない。

（ⅱ）結果的に当該投資信託のために行われる借入れの残高の総額がかかる借入れ直後に当該投資

信託の純資産の10％を超えることになる場合、かかる借入れを行ってはならない。ただし、

（Ａ）特殊事情（一般投資家向け投資信託と別の投資信託、投資ファンドまたはそれ以外の種

類の集団投資スキームとの合併を含むがそれらに限られない。）において、12か月を超

えない期間に限り、本（ⅱ）項において言及される借入制限を超えてもよいものとし、

（Ｂ）（ⅰ）当該一般投資家向け投資信託が、有価証券の発行手取金のすべてまたは実質的に

すべてを不動産の権利を含む不動産に投資するとの方針を有し、かつ（ⅱ）投資顧問会

社が、当該一般投資家向け投資信託の資産の健全な運営または当該一般投資家向け投資

信託の受益者の利益保護のために、かかる制限を超える借入れが必要であると判断する

場合、本（ⅱ）項において言及される借入制限を超えてもよいものとする。

（ⅲ）株式取得の結果、投資顧問会社が運用するすべての投資信託が保有する一会社（投資会社を除

く。）の株式総数が、当該会社の発行済議決権付株式総数の50％を超えることになる場合、当該

会社の議決権付株式を取得してはならない。

（ⅳ）取引所に上場されていないか、または容易に換金できない投資対象を取得する結果として、取

得直後に一般投資家向け投資信託が保有するかかる投資対象の総価値が当該投資信託の純資

産価額の15％を超えることになる場合、当該投資対象を取得してはならない。ただし、投資顧問

会社は、当該投資対象の評価方法が当該一般投資家向け投資信託の目論見書において明確に開

示されている場合、当該投資対象の取得を制限されないものとする。

（ⅴ）当該一般投資家向け投資信託の受益者の利益を損なうか、または当該一般投資家向け投資信託

の資産の適切な運用に違反する取引（投資信託の受益者ではなく投資顧問会社もしくは第三

者の利益を図る取引を含むが、これらに限られない。）を行ってはならない。

（ⅵ）本人として自社またはその取締役と取引を行ってはならない。

（ｆ）一般投資家向け投資信託が会社である場合、本規則第21条（５）項は、投資顧問会社が当該会社のた

めに引受けてはならない業務を以下の通り定めている。

（ⅰ）株式取得の結果、当該一般投資家向け投資信託が保有する一会社（投資会社を除く。）の株式

総数が、当該会社の発行済議決権付株式総数の50％を超えることになる場合、当該会社の議決

権付株式を取得してはならない。

（ⅱ）当該一般投資家向け投資信託が発行するいかなる証券も取得してはならない。

（ⅲ）当該一般投資家向け投資信託の受益者の利益を損なうか、または当該一般投資家向け投資信託

の資産の適切な運用に違反する取引（当該一般投資家向け投資信託の受益者ではなく投資顧

問会社もしくは第三者の利益を図る取引を含むが、これらに限られない。）を行ってはならな

い。

（ｇ）上記にかかわらず、本規則第21条（６）項は、本規則第21条（４）項または第21条（５）項によって、

投資顧問会社が、一般投資家向け投資信託のために、以下に該当する会社、ユニット・トラスト、パー
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トナーシップまたはその他の者のすべてのまたはいずれかの株式、証券、持分またはその他の投資対

象を取得することを妨げないことを明記している。

（ⅰ）投資信託、投資ファンド、ファンド・オブ・ファンズまたはその他の種類の集団投資スキーム

である場合

（ⅱ）マスター・ファンド、フィーダー・ファンド、その他の類似の組織もしくは会社または事業体

のグループの一部を構成している場合

（ⅲ）一般投資家向け投資信託の投資目的または投資戦略を、全般的にまたは部分的に、直接促進す

る特別目的事業体である場合

（ｈ）投資顧問会社は副投資顧問会社を任命することができ、副投資顧問会社を任命する場合は事前にその

他の業務提供者、運営者およびCIMAに通知しなければならない。投資顧問会社は副投資顧問会社が履

行する業務に関して責任を負う。

14.10　財務報告

（ａ）本規則パートVIは一般投資家向け投資信託の財務報告に充てられている。一般投資家向け投資信託

は、各会計年度が終了してから６か月以内に、監査済財務諸表を織り込んだ財務報告書を作成し、

ミューチュアル・ファンド法に従って投資家およびCIMAに配付しなければならない。また中間財務諸

表については当該投資信託の設立文書および目論見書の中で投資家に説明した要領で作成し、配付す

れば足りる。

（ｂ）投資家に配付するすべての関連財務情報および純資産価格を算定するために使用する財務情報は、目

論見書に定める一般に認められた会計原則に従って準備されなければならない。

（ｃ）本規則第26条では一般投資家向け投資信託の監査済財務諸表に入れるべき最低限の情報を定めてい

る。

14.11　監　査

（ａ）一般投資家向け投資信託は監査人を任命し、維持しなければならない。監査人を変更する場合は１か

月前までに書面でCIMA、投資家およびサービス提供者に通知しなければならない。また監査人を変更

する場合は事前にCIMAの承認を得なければならない。

（ｂ）一般投資家向け投資信託は最初に監査人の書面による承認を得ることなく、当該投資信託の監査報告

書を公表または配付してはならない。

（ｃ）監査人はケイマン諸島以外の法域で一般に認められた監査基準を使用することができ、その際、監査

報告書の中でかかる事実および法域の名称を開示しなければならない。

（ｄ）監査人は一般投資家向け投資信託の運営者およびその他のサービス提供者から独立していなければ

ならない。

14.12　目論見書

（ａ）本規則パートⅧは、ミューチュアル・ファンド法第４条（１）および第４条（６）に従ってCIMAに届

け出られる一般投資家向け投資信託の目論見書に関する最低限の開示要件を定めている。目論見書に

重大な変更があった場合もCIMAに届け出なければならない。一般投資家向け投資信託の目論見書は当

該投資信託の登記上の事務所またはケイマン諸島に所在するいずれかのサービス提供者の事務所に

おいて無料で入手することができなければならない。

（ｂ）ミューチュアル・ファンド法に定める要件に追加して、本規則第37条は一般投資家向け投資信託の目

論見書に関する最低限の開示要件を定めており、以下の詳細が含まれていなければならない。

（ⅰ）一般投資家向け投資信託の名称、また会社もしくはパートナーシップの場合はケイマン諸島の

登記上の住所

（ⅱ）一般投資家向け投資信託の設立日または設定日（存続期間に関する制限の有無を表示する）

（ⅲ）設立文書および年次報告書または定期報告書の写しを閲覧し、入手できる場所の記述

（ⅳ）一般投資家向け投資信託の会計年度の終了日

（ⅴ）監査人の氏名および住所
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（ⅵ）下記の（ⅹⅹⅱ）、（ⅹⅹⅲ）および（ⅹⅹⅳ）に定める者とは別に、一般投資家向け投資信

託の業務に重大な関係を有す取締役、役員、名義書換代理人、法律顧問およびその他の者の氏名

および営業用住所

（ⅶ）投資信託会社である一般投資家向け投資信託の授権株式および発行済株式資本の詳細（該当

する場合は現存する当初株式、設立者株式または経営株式を含む）

（ⅷ）証券に付与されている主な権利および制限の詳細（通貨、議決権、清算または解散の状況、券

面、名簿への記録等に関する詳細を含む）

（ⅸ）該当する場合、証券を上場し、または上場を予定する証券取引所または市場の記述

（ⅹ）証券の発行および売却に関する手続および条件

（ⅹⅰ）証券の償還または買戻しに関する手続および条件ならびに償還または買戻しを中止する状

況

（ⅹⅱ）一般投資家向け投資信託の証券に関する配当または分配金の宣言に関する意向の説明

（ⅹⅲ）一般投資家向け投資信託の投資目的、投資方針および投資方針に関する制限の説明、一般投

資家向け投資信託の重大なリスクの説明、および使用する投資手法、投資商品または借入の権

限に関する記述

（ⅹⅳ）一般投資家向け投資信託の資産の評価に適用される規則の説明

（ⅹⅴ）一般投資家向け投資信託の発行価格、償還価格または買戻価格の決定（取引の頻度を含む）

に適用される規則および価格に関する情報を入手することのできる場所の説明

（ⅹⅵ）一般投資家向け投資信託から運営者、管理事務代行会社、投資顧問会社、保管会社およびその

他のサービス提供者が受取るまたは受取る可能性の高い報酬の支払方法、金額および報酬の計

算に関する情報

（ⅹⅶ）一般投資家向け投資信託とその運営者およびサービス提供者との間の潜在的利益相反に関

する説明

（ⅹⅷ）一般投資家向け投資信託がケイマン諸島以外の法域またはケイマン諸島以外の監督機関も

しくは規制機関で登録し、もしくは免許を取得している場合（または登録し、もしくは免許を

取得する予定である場合）、その旨の記述

（ⅹⅸ）投資家に配付する財務報告書の性格および頻度に関する詳細

（ⅹⅹ）一般投資家向け投資信託の財務報告書を作成する際に採用した一般に認められた会計原則

（ⅹⅹⅰ）以下の記述

「ケイマン諸島金融庁が交付した投資信託免許は、一般投資家向け投資信託のパフォーマンス

または信用力に関する金融庁の投資家に対する義務を構成しない。またかかる免許の交付にあ

たり、金融庁は一般投資家向け投資信託の損失もしくは不履行または目論見書に記載された意

見もしくは記述の正確性に関して責任を負わないものとする。」

（ⅹⅹⅱ）管理事務代行会社（管理事務代行会社の名称、管理事務代行会社の登記上の住所もしくは

主たる営業所の住所または両方の住所を含む）

（ⅹⅹⅲ）保管会社および副保管会社（下記事項を含む）

（Ａ）保管会社および副保管会社（該当する場合）の名称、保管会社および副保管会社の登記

上の住所もしくは主たる営業所の住所または両方の住所

（Ｂ）保管会社および副保管会社の主たる事業活動

（ⅹⅹⅳ）投資顧問会社（下記事項を含む）

（Ａ）投資顧問会社の取締役の氏名および経歴の詳細ならびに投資顧問会社の登記上の住所

もしくは主たる営業所の住所または両方の住所

（Ｂ）投資顧問会社のサービスに関する契約の重要な規定

（Ｃ）ファンドに対する投資家の持分に関するケイマン諸島の法令に定める重要な規定
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第４【外国投資信託受益証券の様式】

ファンド証券の券面は発行されません。

第５【その他】

（１）目論見書に図案を採用することがあります。

（２）交付目論見書の最終頁の次に、「金融商品の販売等に関する法律に係る重要事項」および「目論見書補

完書面（投資信託）」を記載することがあります。

（３）目論見書に次の事項を記載することがあります。

・「ご購入にあたっては本書の内容を十分にお読み下さい。」との記載

・「ファンドに関するより詳細な情報を含む請求目論見書が必要な場合は、販売会社にご請求いただけ

れば当該販売会社を通じて交付されます。なお、請求を行った場合には、投資者がその旨を記録しておく

こととされております。」との記載

・「また、ＥＤＩＮＥＴ（金融庁の開示書類閲覧ホームページ）で有価証券届出書等が開示されており

ますので、詳細情報の内容はhttp://info.edinet-fsa.go.jp/でもご覧いただけます。」との記載

・金融商品取引法（昭和23年法律第25号）第13条の規定に基づく目論見書である旨の記載

・届出をした日および当該届出の効力の発生の有無を確認する方法、または、届出をした日、届出が効力

を生じている旨および効力発生日

・「将来の分配金の支払いおよびその金額について保証するものではありません。」との記載

・「受益者のみなさまの投資元本は保証されているものではなく、純資産価格の下落により、損失を被

り、投資元本を割り込むことがあります。ファンド信託財産に生じた損益はすべて受益者のみなさまに

帰属します。また、投資信託は預貯金と異なります。」との記載

・目論見書の使用開始月または日

・その他の留意点として、「ファンド証券のお取引に関しては、金融商品取引法第37条の６の規定（いわ

ゆるクーリングオフ）の適用はありません。」との記載

・「ご投資にあたっては、「外国証券取引口座」が必要です。」との記載
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独　立　監　査　人　の　監　査　報　告　書

平成24年４月27日

JPMAM Japan Cayman Fund Limited

取　締　役　会　御　中

あらた監査法人

指定社員
公認会計士　鶴田光夫　㊞

業務執行社員

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「管理会社の経理状

況」に掲げられているJPMAM Japan Cayman Fund Limitedの平成23年10月７日から平成23年12月31日までの第１

期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針及びその他の

注記について監査を行った。

財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示す

るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。

監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監

査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、

当監査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適

用される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人

は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に

関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積もりの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

JPMAM Japan Cayman Fund Limitedの平成23年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の

経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　 上

※上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は本書提出代理人が別途保管

しています。
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